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第一章 総則   

（目的）  

第一条 この法律は、国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定   

と生活文化の向上を期することを目的とする。   

（組合基準）  

第二条 消費生活協同組合は、この法律に別段の定めのある場合のほか、次に掲げる要件   

を備えなければならない。   

－ 一定の地域又は職域による人と人との結合であること。   

二 組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること。   

三 組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。   

四 組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。   

五 組合の剰余金を割り戻すときは、主として事業の利用分量により、これを行うこと。   

六 組合の剰余金を出資額に応じて割り戻す場合には、その限度が定められていること。  

2 消費生活臨同組合及び消費生活協同組合連合会は、これを特定の政党のために利用し   

てはならない。   

（名称）  

第三条 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会は、その名称中に消費生活協同組   

合若しくは生活協同組合又は消費生活協同組合連合会若しくは生活協同組合連合会とい   

う文字を用いなければならない。  

2 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会でない者は、その名称中に、消費生活  
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協同組合若しくは消費生活協同組合連合会であることを示す文字又はこれらと紛らわし   

い文字を用いてはならない。  

3 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会は、その名称を使用することを他人に   

許諾してはならない。   

（法人格）  

第四条 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会（以下「組合」と総称する。）は、   

法人とする。   

（区域）  

第五条 組合は、都道府県の区域を越えて、これを設立することができない。ただし、職   

域による消費生活協同組合であってやむを得ない事情のあるもの及び消費生活協同組合   

連合会（以下「連合会」という。）は、この限りでない。  

2 前項の規定にかかわらず、地域による消費生活協同組合は、第十条第一項第一号の事   

業の実施のために必要がある場合その他厚生労働省令で定める場合に該当する場合に   

は、主たる事務所の所在地の都府県及び当該都府県に隣接する都府県を区域として、こ   

れを設立することができる。ただし、当該消費生活協同組合が同号の事業と同号の事業   

以外の事業とを併せ行う場合であって、当該隣接する都府県を区域として同号の事業を   

実施することが当該同号の事業以外の事業の実施に重大な影響を及ぼすおそれがある場   

合として厚生労働省令で定める場合に該当する場合は、この限りでない。   

（住所）  

第六条 組合の住所は、その主たる事務所の所在地に在るものとする。   

（登記）  

第七条 この法律の規定により登記しなければならない事項は、その登記の後でなければ、   

これをもって第三者に対抗することができない。   

（労働組合との関係）  

第八粂 この法律は、労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）による労働組合が、   

自主的に第十条第一項に規定する事業を行うことを制限し、又はこれに不利益を与える   

ものではない。  

第二孝 幸業   

（最大奉仕の原則）  

第九粂 組合は、その行う事業によって、その組合員及び会員（以下「組合員j と総称す   

る。）に最大の奉仕をすることを目的とし、営利を目的としてその事業を行ってはなら   

ない。  
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（事業の種類）  

第十条 組合は、次の事業の全部又は一部を行うことができる。   

－一 組合貞の生活に必要な物資を購入し、これに加工し若しくは加工しないで、又は生  

産して組合員に供給する事業   

二 組合員の生活に有用な協同施設を設置し、組合員に利用させる事業（第六号及び第  

七号の事業を除く。）   

三 組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業   

四 組合員の生活の共済を図る事業   

五 組合員及び組合従業員の組合事業に関する知識の向上を図る事業   

六 組合員に対する医療に関する事業   

七 高齢者、障害者等の福祉に関する事業であって組合員に利用させるもの   

八 前各号の事尭に附帯する事業  

2 前項第四号の事業（以下「共済を図る事業」という。）のうち、共済事業（組合員か   

ら共済掛金の支払を受け、共済事故の発生に関し、共済金を交付する事業であって、共   

済金額その他の事項に照らして組合員の保護を確保することが必要なものとして厚生労   

働省令で定めるものをいう。以下同じ。）又は受託共済事業（共済事業を行っている組   

合からの委託契約に基づき共済事業の一部を受託して行う事業をいう。以下同じ。）を   

行う組合は、組合員のために、保険会社（保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第   

二項に規定する保険会社をいう。）その他厚生労働大臣が指定するこれに準ずる者の業   

務の代理又は事務の代行（厚生労働省令で定めるものに限る。）の事業を行うことがで   

きる。  

3 共済事業を行う消費生活協同組合であってその収受する共済掛金め総額が政令で定め   

る基準を超えるもの若しくはその交付する共済金額が政令で定める基準を超えるもの又   

は共済事業を行う連合会は、第一項の規定にかかわらず、共済事業、受託共済事業及び   

同項第五号の事業並びにこれらに附帯する事業並びに前項の事業のほか、他の事業を行   

うことができない。ただし、厚生労働省令で定めるところにより、行政庁の承認を受け   

たときは、この限りでない。  

4 連合会は、第一項の事業のほか、会員たる組合の指導、連絡及び調整に関する事業を   

行うことができる。   

（事業の機会均等）  

第十一条 組合は、前条の事業を行うにあたって、特別の理由がない限り、同種の事業を   

行う他の者と同等の便益を受けることを妨げられない。   

（事業の利用）  

第十二条 組合員は、その意に反して、組合の事業を利用することを強制されない。  

2 定款に特に定めのある場合を除くほか、組合員と同一の世帯に属する者は、組合の事   

業の利用については、これを組合員とみなす。  

3 組合は、組合員以外の者にその事業を利用させることができない 。ただし、次に掲げ  
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る場合に該当する場合は、この限りでない。   

一 組合がその組 合員との間で自動車損害賠償保障法（昭和三十年法律第九十七号）第   

五条に規定する自動車損害賠償責任共済（以下「責任共済」という。）の契約を締結  

している場合において、 その組合員が組合を脱退した場合その他組合員以外の者との   

間で責任共済の契約を継続することにつき正当な理由がある場合として厚生労働省令   

で定める場合   

二 葉災、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがあるときその他の緊急   

時において、一時的に生活に必要な物品の供給が不足する地域で当該物品を供給する  

場合   

三 国又は地方公共団体の委託を受けて行う事業を利用させる場合   

四 特定の物品を供給する事業であって、組合員以外の者にその事業を利用させること   

について正当な理由があるものとして厚生労働省令で定める事業を利用させる場合   

五 組合が所有する体育施設その他の施設であって、組合員の利用に支障のない範囲内   

で一般公衆の利用に供することが適当である施設として厚生労働省令で定める施設に   

該当するものを利用させる場合  

4 組合は、前項本文の規定にかかわらず、同項ただし書に規定する場合のほか、組合員   

以外の者にその事業（第十条第二項の事業を除き、同条第一項第一号から第五号までの   

事業にあっては、次の各号に掲げる場合に限る。）を利用させることができる。ただし、   

一事業年度における組合員以外の者の同条第一項各号の事業（第三号において同項第二   

号の事業に属する事業を厚生労働省令で定める場合にあっては、当該厚生労働省令で定   

める事業）ごとの利用分量の総額（前項ただし書の規定により当該事業を利用する組合   

員以外の者の利用分量の総額を除く。）の当該事業年度における組合員の当該同条第一   

項各号の事業（第三号において同項第二号の事業に属する事業を厚生労働省令で定める   

場合にあっては、当該厚生労働省令で定める事業）ごとの利用分量の総額に対する割合   

は、同項各号の事業（第三号において同項第二号の事業に属する事業車厚生労働省令で   

定める場合にあっては、当該厚生労働省令で定める事業）ごとに厚生労働省令で定める   
割合を超えてはならない。   

一 職域による組合が、当該職域に係る看であって厚生労働省令で定めるものに第十条  

第一項第一号の事業を利用させる場合   

二 離島その他交通不便の地域において生活に必要な物品の円滑な供給に支障が生じて  

いる場合に当該物品を供給する場合であって行政庁の許可を得た場合   

三 前二号に掲げる場合のほか、組合員以外の者にその事業を利用させることが適当と  

認められる事業として厚生労働省令で定める事業を厚生労働省令で定めるところによ  

り利用させる場合であって行政庁の許可を得た場合  

5 行政庁は、前項第二号又は第三号の許可の申請があった場合において、組合がその組   

合員以外の者に物品の供給事業（物品を加工し、又は修理する事業を含む。次項におい   

て同じ。）を利用させることによって中小小売商の事業活動に影響を及ぼし、その利益   

を著しく害するおそれがあると認めるときは、前項第二号又は第三号の許可をしてはな   

らない。  

6 行政庁は、必要があると認めるときは、物品の供給事業を行う組合に対し、次の措置  
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をとるべきことを命ずることができる。  

一一 第三項ただし書又は第四項の規定により組合員以外の者に物品の供給事業を利用さ   

せる場合を除き組合員以外の者には当該事業を利用させない旨を、物品の供給事業を   

行う場所に明示すること。  

二 第三項ただし書又は第四項の規定により組合員以外の者に物品の供給事業を利用さ   

せる場合を除き、組合員であることが不明りようである者に対しては組合員である旨   

を示す証明書を提示しなければ、物品の供給事業を利用させないこと。   

（共済契約）  

第十二条の二 共済事業を行う組合は、他の組合その他政令で定める者以外の者に対して、   

その組合のために行う共済契約の締結の代理又は媒介の業務を委託してはならない。た   

だし、責任共済の契約及びこれに類する共済契約であって厚生労働省令で定めるものの   

締結の代理又は媒介の業務については、この限りでない。  

2 前項の政令で定める者は、共済契約者、被共済者、共済金額を受け取るべき者その他   

の関係者（以下「共済契約者等」という。）の保護に欠けるおそれが少ない場合として   

厚生労働省令で定める場合に該当する場合に限り、他の法律の規定にかかわらず、共済   

契約の締結の代理又は媒介の業務を行うことができる。  

3 保険業法第二百八十三条の規定は共済事業を行う組合の役員及び使用人並びに当該共   

済事業を行う組合の共済代理店（組合の委託を受けて、当該組合のために共済契約の締   

結の代理又は媒介を行う看であって、当該組合の役員又は使用人でないものをいう。以   

下同じ。）並びにその役員及び使用人が行う当該共済事業を行う組合の共済契約の募集   

について、同法第二百九十四条甲規定は共済契約の募集を行う共済事業を行う組合の役   

員及び使用人並びに当該共済事業を行う組合の共済代理店並びにその役員及び使用人に   

ついて、同法第二百九十五条の規定は共済代理店について、同法第三百条の規定は共済   

事業を行う組合及びその共済代理店（これらの者の役員及び使用人を含む。）について、   

同法第三百五条、第三百六条及び第三百七条第一項（第三号に係る部分に限る。）の規   

定は共済代理店について、同法第三百九条の規定は共済事業を行う組合に対し共済契約   

の申込みをした者又は共済契約者が行う共済契約の申込みの撤回又は解除について、同   

法第三百十一条の規定はこの項において準用する同法第三百五条の規定による立入り、   

質問又は検査をする職員について、 それぞれ準用する。この場合において、同法第二百   

九十四条第三号、第二百九十五条、第三百条第一項第七号及び第九号並びに第三百九条   

第一項第一号、第二項、第三項、第五項及び第六項中「内閣府令」とあるのは「厚生労   

働省令」と、同法第三百条第一項中「次条に規定する特定保険契約」とあるのは「消費   

生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定共済契約」と、同項第八号中「特定   

関係者（第百条の三（第二百七十二条の十三第二項において準用する場合を含む。第三   

百一条において同じ。）に規定する特定関係者及び第百九十四条に規定する特殊関係者   

のうち、当該保険会社等又は外国保険会社等を子会社とする保険持株会社及び少額短期   

保険持株会社（以下この条及び第三百一条のこにおいて「保険持株会社等」という。）、   

当該保険持株会社等の子会社（保険会社等及び外国保険会社等を除く。）並びに保険業   

を行う者以外の者をいう。）」とあるのは「子会社等（消費生活協同組合法第五十三条  
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の二第二項に規定する子会社等をいう。）」と、同条第二項中「第四条第二項各号、第  

百八十七粂第三項各号又は第二百七十二条の二第二項各号に掲げる書類」とあるのは「定  

款又は消費生活協同組合法第二十六条の三第一項に規定する規約」と、同法第三百五条  

及び第三百六条中 r内閣総理大臣」とあるのは「行政庁」と、同法第三百七条第一項中  

「内閣総理大臣」とあるのは「行政庁Jと、「次の各号のいずれかに該当するときは、  

第二百七十六条若しくは第二百八十六条の登録を取り消し、又は」とあるのは「第三号  

に該当するときは、」と、「業務の全部若しくは一部」とあるのは「共済契約の募集」  

と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文】保険業法（読み替え後）   

（所属保険会社等の賠償責任）  

第二百八十三条 所属保険会社等は、保険募集人が保険募集について保険契約者に加えた   

損害を賠償する責任を負う。  

2 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。   

一 所厚保候会社等の役員である保険募集人（生命保険会社にあっては、当該役員の任  
用人である生命保険募集人を含む。）が行う保険募集については、所属保険会社等が  

当該役員の選任について相当の注意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について  

保険契約者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。   

ニ 所属保険会社等の使用人である保険募集人（生命保険会社にあっては、当該使用人  

の使用人である生命保険募集人を含む。）が行う保険募集については、所属保険会社  

等が当該使用人（生命保険会社の使用人の使用人を除く。）の雇用について相当の注  

意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について保険契約者に加えた損害の発生の  

防止に努めたとき。   

三 所属保険会社等の委託に基づく特定保険募集人又はその役員若しくは使用人である  

保険募集人が行う保険募集については、所属保険会社等が当該特定保険募集人の委託  

をするについて相当の注意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について保険契約  

者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。  

3 第一項の規定は、所属保険会社等から保険募集人に対する求償権の行住を妨げない。  

4 民法第七百二十四条（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限）の規定は、第   

一項の請求権について準用する。   

（顧客に対する説明）  

第二百九十四条 保険募集人は、保険募集を行おうとするときは、あらかじめ、顧客に対   

し次に掲げる事項を明らかにしなければならない。   

一 所属保険会社等の商号、名称又は氏名   

二 自己が所属保険会社等の代理人として保険契約を締結するか、又は保険契約の締結  

を媒介するかの別   

三 その他厚生労働省令で定める事項  

（自己契約の禁止）  
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第二百九十五条 損害保険代理店及び保険仲立人は、その主たる目的として、自己又は自   

己を雇用している者を保険契約者又は被保険者とする保険契約（保険仲立人にあっては、   

内閣府令で定めるものに限る。次項において「自己契約」という。）の保険募集を行っ   

てはならない。  

2 前項の規定の適用については、損害保険代理店又は保険仲立人が保険募集を行った自   

己契約に係る保険料の合計額として厚生労働省令で定めるところにより計算した額が、   

当該損害保険代理店又は保険仲立人が保険募集を行った保険契約に係る保険料の合計額   

として厚生労働省令で定めるところにより計算した額の百分の五十を超えることとなっ   

たときは、当該損害保険代理店又は保険仲立人は、自己契約の保険募集を行うことをそ   

の主たる目的としたものとみなす。   

（保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行為）  

第三百条 保険会社等若しくは外国保険会社等、これらの役員（保険募集人である者を除   

く。）、保険募集人又は保険仲立人若しくはその役．員若しくは使用人は、保険契約の締   

結又は保険募集に関して、次に掲げる行為（消責生活協同組合法第十二条の三第一項に   

規定する特定共済契約の締結又はその代理若しくは媒介に関しては、第一号に規定する   

保険契約の契約条項のうち重要な事項を告げない行為及び第九号に掲げる行為を除く。）   

をしてはならない。  

・一 保険契約者又は被保険者に対して、虚偽のことを告げ、又は保険契約の契約条項の  

うち重要な事項を告げない行為   

二 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事項につ  

き虚偽のことを告げることを勧める行為   

三 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事実を告  

げるのを妨げ、又は告げないことを勧める行為   

四 保険契約者又は被保険者に対して、不利益となるべき事実を告げずに、既に成立し  

ている保険契約を消滅させて新たな保険契約の申込みをさせ、又は新たな保険契約の  

申込みをさせて既に成立＿している保険契約を消滅させる行為   

五 保険契約者又は被保険者に対して、保険料の割引、割戻しその他特別の利益の提供  

を約し、又は提供する行為   

六 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、－の保険契約の契約内容に  

つき他の保険契約の契約内容と比較した事項であって誤解させるおそれのあるものを  

告げ、又は表示する行為   

七 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、将来における契約者配当又  

は社員に対する剰余金の分配その他将来における金額が不確実な事項として厚生労働  

省令で定めるものについて、断定的判断を示し、又は確実であると誤解させるおそれ  

のあることを告げ、若しくは表示する行為   

八 保険契約者又は被保険者に対して、当該保険契約者又は被保険者に当該保険会社等  

又は外国保険会社等の子会社等（消費生活協同組合法第五十三条の二第二項に規定す  

る子会社等をいう。）が特別の利益の供与を約し、又は提供していることを知りなが  

ら、当該保険契約の申込みをさせる行為  
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九 前各号に定めるもののほか、保険契約者等の保護に欠けるおそれがあるものとして  

厚生労働省令で定める行為  

2 前項第五号の規定は、保険会社等又は外国保険会社等が定款又は消費生活協同組合法   

第二十六条の三第一頓に規定する特定共済契約規約に基づいて行う場合には、適用しな   

い。   

（立入検査等）  

第三百五条 行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、特定保険募集人又は保険   

仲立人に対し、その業務若しくは財産に開し参考となるぺき報告若しくは資料の提出を   

命じ、又は当該職員に、当該特定保険募集人若しくは保険仲立人の事務所に立ち入らせ、   

その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係   

者に質問させることができる。   

（業務改善命令）  

第三百六条 行政庁は、特定保険募集人又は保険仲立人の業務の運営に閲し、保険契約者   

等の利益を害する事実があると認めるときは、保険契約者等の保護のため必要な限度に   

おいて、当該特定保険募集人又は保険仲立人に対し、業務の運営の改善に必要な措置を   

とるべきことを命ずることができる。   

（登録の取消し等）  

第三百七条 行政庁は、特定保険募集人又は保険仲立人が第三号に該当するときは、六月   

以内の期間を定めて共済契約の募集の停止を命ずることができる。   

一 特定保険募集人が第二百七十九条第一項第一号から第三号まで、第四号 くこの法律  

に相当する外国の法令の規定に係る部分に限る。）、第五号、第七号、第八号（同項  

第六号に係る部分を除く。）、第九号（同項第六号に係る部分を除く。）、第十号若し  

くは第十一号のいずれかに該当することとなったとき、又は保険仲立人が第二百八十  

九条第一項第一号から第三号まで、第四号（この法律に相当する外国の法令の規定に  

係る部分に限る。）、第五号、第七号、第八号（同項第六号に係る部分を除く。）、第  

九号（同項第六号に係る部分を除く。）若しくは第十号のいずれかに該当することと  

なったとき。   

二 不正の手段により第二百七十六条又は第二百八十六条の登録を受けたとき。   

三 この法律又はこの法律に基づく行政庁の処分に違反したとき、その他保険募集に関  

し著しく不適当な行為をしたと認められるとき。  

2 内閣総理大臣は、特定保険募集人若しくは保険仲立人の事務所の所在地を確知できな   

いとき、又は特定保険募集人若しくは保険仲立人の所在（法人である場合にあっては、   

その法人を代表する役員の所在）を確知できないときは、内閣府令で定めるところによ   

サ、その事実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても当該特定保険募集人又は   

保険仲立人から申出がないときは、当該特定保険募集人又は保険仲立人の登録を取り消   

すことができる。  

3 前項の規定による処分Iこついては、行政手続法第三章（不利益処分）の規定は、適  
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用しない。   

（保険契約の申込みの撤回等）  

第三百九条 保険会社等若しくは外国保険会社等に対し保険契約の申込みをした者又は保   

険契約者（以下この条において「申込者等」という。）は、次に掲げる場合を除き、書   

面によりその保険契約の申込みの撤回又は解除（以下この条において「申込みの撤回等」   

という。）を行うことができる。   

－－ 申込者等が、厚生労働省令で定めるところにより、保険契約の申込みの撤回等に関  

する事項を記載した書面を交付された場合において、その交付をされた日と申込みを  

した日とのいずれか遅い日から起算して八日を経過したとき。   

ニ 申込者等が、営業若しくは事業のために、又は営業若しくは事業として締結する保  

険契約として申込みをしたとき。   

三 一般社団法人若しくは一般財団法人、特別の法律により設立された法人、法人でな  

い社団若しくは財団で代表者若しくは管理人の定めのあるもの又は国若しくは地方公  

共団体が保険契約の申込みをしたとき。   

四 当該保険契約の保険期間が一年以下であるとき。   

五 当該保険契約が、法令により申込者等が加入を義務付けられているものであるとき。   

六 申込者等が保険会社等、外国保険会社等、特定保険募集人又は保険仲立人の営業所、  

事務所その他の場所において保険契約の申込みをした場合その他の場合で、申込者等  

の保護に欠けるおそれがないと認められるものとして政令で定める場合  

2 前項第一号の場合において、保険会社等又は外国保険会社等は、同号の規定による書   

面の交付に代えて、政令で定めるところにより、当該申込者等の承諾を得て、当該書面   

に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す   

る方法であって厚生労働省令で定めるものにより提供することができる。この場合にお   

いて、当該保険会社等又は外国保険会社等は、当該書面を交付したものとみなす。   

3 前項前段に規定する方法（厚生労働省令で定める方法を除く。）により第一項第一号   

の規定による書面の交付に代えて行われた当該書面に記載すべき事項の提供は、申込者   

等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該申込者等に   

到達したものとみなす。   

4 保険契約の申込みの撤回等は、当該保険契約の申込みの撤回等に係る書面を発した時   

に、その効力を生ずる。   

5 保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の申込みの撤回等があった場合には、申   

込者等に対し、その申込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金その他の金銭の支払を請   

求することができない。ただし、第一項の規定による保険契約の解除の場合における当   

該解除までの期間に相当する保険料として厚生労働省令で定める金額については、この  

限りでない。   

6 保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の申込みの撤回等があった場合において、   

当該保険契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、速やかに、これ  

を返還しなければならない。ただし、第一項の規定による保険契約の解除の場合におけ   

る当該保険契約に係る保険料の前払として受領した金銭のうち前項の厚生労働省令で定  
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める金額については、この限りでない。  

7 特定保険募集人その他の保険募集を行う者は、保険契約につき申込みの撤回等があっ   

た場合において、当該保険契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、   

速やかに、これを返還しなければならない。  

8 保険仲立人その他の保険募集を行う者は、保険会社等又は外国保険会社等に保険契約   

の申込みの撤回等に伴い損害賠償その他の金銭を支払った場合において、当該支払に伴   

う損害賠償その他の金銭の支払を、申込みの撤回等をした者に対し、請求することがで   

きない。  

9 保険契約の申込みの撤回等の当時、既に保険金の支払の事由が生じているときは、当   

該申込みの撤回等は、その効力を生じない。ただし、申込みの撤回等を行った者が、申   

込みの撤回等の当時、既に保険金の支払の事由の生じたことを知っているときは、この   

限りでない。  

岩 第一項及び第四項から前項までの規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効   

とする。   

（検査職員の証票の携帯及び提示等）  

第三百十一条 第百二十二条の二葉四項、第百二十九条（第百七十九条第二項及び第二百   

七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百一条（第二百十二条第六項及   

び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百二十七条（第二百三   

十五条第五項及び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百六十   

五条の四十大、第二百七十一条の九、第二百七十一条の十三（第二百七十二条の三十四   

第一項において準用する場合を含む。）、第二百七十一条の二十八（第二百七十二条の   

四十第二項において準用する場合を含む。）、第二百七十二条の二十三（第百七十九条   

第二項及び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）又は第三百五条の規   

定による立入り、質問又は検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の   

請求があったときは、これを提示しなければならない。  

2 前項に規定する各規定による立入り、質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認め   

られたものと解してはならない。   

（特定共済契約）  

第十二条の三 共済事業を行う組合は、特定共済契約（金利、通貨の価格、金融商品取引   

法（昭和二十三牛浜律第二十五号）第二粂第十四項に規定する金融商品市場における相   

場その他の指標に係る変動により損失が生ずるおそれ（当該共済契約が締結されること   

により利用者の支払うこととなる共済掛金の合計額が、当該共済契約が締結されること   

により当該利用者の取得することとなる第五十粂の五に規定する共済金等の合計額を上   

回ることとなるおそれをいう。）がある共済契約として厚生労働省令で定めるものをい   

う。次項において同じ。）の締結の代理又は媒介を共済代理店に委託してはならない。  

2 金融商品取引法第三章第一節第五款（第三十四条の二第六項から第八項まで並びに第   

三十四条の三第主項及び第六項を除く。）、同章第二節第一款（第三十五条から第三十   

六条の四まで、第三十七条第一項第二号、第三十七条の二、第三十七条の三第一項第二  
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号及び第六号並びに第三項、第三十七条の五、第三十七条の六、第三十八条第一号及び  

第二号、第三十八条の二、第三十九条第三項ただし書及び第五項、第四十条の二並びに  

第四十条の三を除く。）及び第四十五条（第三号及び第四号を除く。）の規定は、共済  

事業を行う組合が行う特定共済契約の締結について準用する。この場合において、これ  

らの規定中「金融商品取引契約」とあるのは「特定共済契約」と、「金融商品取引業」  

とあるのは「特定共済契約の締結の事業」と、これらの規定（同法第三十九条第三項本  

文の規定を除く。）中「内閣府令」とあるのは「厚生労働省令」と、これらの規定（同  

法第三十四条の規定を除く。）中「金融商品取引行為」とあるのは「特定共済契約の締  

結」と、同法第三十四条中「顧客を相手方とし、又は顧客のために金融商品取引行為（第  

二条第八項各号に掲げる行為をいう。以下同じ。）を行うことを内容とする契約」とあ  

るのは「消費生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定共済契約」と、同法第  

三十七条の三第一項中「次に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項その他消費生活  

協同組合法第十二条の二第三項において準用する保険業法第三百条第一項第一号に規定  

する共済契約の契約条項のうち重要な事項」と、同法第三十九条第一項第一号中 r有価  

証券の売買その他の取引（買戻価格があらかじめ定められている買戻条件付売買その他  

の政令で定める取引を除く。）又はデリバティブ取引（以下この条において「有価証券  

売買取引等」という。）」とあるのは「特定共済契約の締結」と、「有価証券又はデリバ  

ティブ取引（以下この条において「有価証券等」という。）」とあるのは「特定共済契  

約」と、「顧客（信託会社等（信託会社又は金融機関の信託業務の兼営等に関する法律  

第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう。以下同じ。）が、信託契約に基づいて信  

託をする者の計算において、有価証券の売買又はデリバティブ取引を行う場合にあって  

は、当該信託をする者を含む。以下この条において同じ。）」とあるのは「利用者」と、  

「損失」とあるのは「損失（当該特定共済契約が締結されることにより利用者の支払う  

共済掛金の合計額が当該特定共済契約が締結されることにより当該利用者の取得する共  

済金等（消費生活協同組合法第五十条の五に規定する共済金等をいう。以下この号にお  

いて同じ。）の合計額を上回る場合における当該共済掛金の合計額から当該共済金等の  

合計額を控除した金額をいう。以下この条において同じ。）」と、「補足するため」とあ   

るのは「補足する七め、当該特定共済契約によらないで」と、同項第二号及び第三号中  

「有価証券売買取引等」とあるのは「特定共済契約の締結」と、「有価証券等」とある  

のは「特定共済契約」と、同項第二号中「追加するため」とあるのは「追加するため、   

当該特定共済契約によらないで」と、同項第三号中「追加するため、」とあるのは「追  

加するため、当該特定共済契約によらないで」と、同条第二項中「有価証券売買取引等」   

とあるのは「特定共済契約の締結」と、同条第三項中「原因となるものとして内閣府令   

で定めるもの」とあるのは「原因となるもの」と、同法第四十五条第二号中「第三十七   

条のこから第三十七条の六まで、第四十条の二第四項及び第四十三条の四」とあるのは  

「第三十七条の三（第一項各号に掲げる事項に係る部分に限り、同項第二号及び第六号   

並びに第三項を除く。）及び第三十七条の四」と読み替えるものとするほか、必要な技   

術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］金融商品取引法（読み替え後）  
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（特定投資家への告知義務）  

第三十四条 特定共済契約の締結の事業者等（特定共済契約の締結の事業者又は登録金融   

機関をいう。以下同じ。）は、消費生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定   

共済契約（以下「特定共済契約」という。）の申込みを特定投資家（同条第三十一項第   

四号に掲げる者に限る。）から受けた場合であって、当該申込みに係る特定共済契約と   

同じ特定共済契約の種類として厚生労働省令で定めるもの（以下この款において「契約   

の種類」という。）に属する特定共済契約を過去に当該特定投資家との間で締結したこ   

とがない場合には、当該申込みに係る特定共済契約を締結するまでに、当該特定投資家   

に対し、当該特定投資家が次条第一項の規定による申出ができる旨を告知しなければな   

らない。   

（特定投資家が特定投資家以外の顧客とみなされる場合）  

第三十四条のこ 特定投資家（第二条第三十一項第四号に掲げる者に限る。）は、特定共   

済契約の締結の事業者等に対し、契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済   

契約に関して自己を特定投資家以外の顧客として取り扱うよう申し出ることができる。  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、第十項の規定の適用がある場合その他正当な理由   

がある場合を除き、前項の規定による申出を受けた後最初に当該申出に係る契約の種類   

に属する特定共済契約（以下この条において「対象契約」という。）の締結の勧誘又は   

締結のいずれかを行うまでに、当該申出を承諾しなければならない。  

3 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定により承諾する場合には、第一項の規   

定による申出をした特定投資家（以下この条において「申出者」という。）に対し、あ   

らかじめ、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。この場合におい   

て、第二号に規定する期限日は、第一号に規定する承諾日から起算して一年を経過する   

日（厚生労働省令で定める場合にあっては、当該経過する日前で厚生労働省令で定める   

日）としなければならない。   

一 前項の規定により承諾する日（黄玉項各号及び第九項において「承諾日」という。）   

ニ 対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出書を特定投資家以外  

の顧客として取り扱う期間の末日（以下この条において「期限日」という。）   

三 対象契約の属する契約の種類   

四 期限日以前に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特  

定投資家以外の敵客として取り扱う旨   

五 期限日後に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特定  

投資家として取り扱う旨   

六 その他厚生労働省令で定める事項  

4 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定   

めるところにより、申出書の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電子情報処理組   

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定め   

るものにより提供することができる。この場合において、当該特定共済契約の締結の事   

業者等は、当該書面を交付したものとみなす。  

5 特定共済契約の締結の事業者等が第二項の規定による承諾及び第三項の規定による書  
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面の交付をした場合であって、申出者が次に掲げる看である場合におけるこの法律（こ   

の款を除く。）の規定の適用については、当該申出者は、特定投資家以外の顧客とみな   

す。   

－一 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに行う対象契約の締結   

の勧誘の相手方   

二 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに締結する対象契約の  

相手方  

6～8 （略）  

9 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日後最初に対象契約の申込みを申出者から受   

けた場合であって、承諾日以後において対象契約の属する契約の種類に係る第一項の規   

定による申出（次項において「更新申出」という。）を当該申出者から受けていない場   

合には、当該申込みに係る対象契約を締結するまでに、当該申出者に対し、対象契約に   

関して当該申出者を特定投資家として取り扱うこととなる旨を告知しなければならな   

い。  

岩 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日以前に更新申出を申出者から受けた場合で   

あって、当該更新申出に係る第二項の規定による承諾をする場合には、期限日から期限   

日後最初に対象契約の締結の勧誘又は締結をするまでに、当該承諾をしなければならな   

い。  

二 期限日以前に申出者が新たに適格機関投資家となった場合には、当該申出者が適格機   

関投資家となった日以後は、第五項から第九項までの規定は、適用しない。   

（特定投資家以外の顧客である法人が特定投資家とみなされる場合）  

第三十四条の三 法人（特定投資家を除く。）は、特定共済契約の締結の事業者等に対し、   

契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済契約に関して自己を特定投資家と   

して取り扱うよう申し出ることができる。  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による申出を承諾する場合には、あら   

かじめ、次に掲げる事項を記載した書面により、当該申出をした法人（以下この条にお   

いて「申出者」という。）の同意を得なければならない。この場合において、第二号に   

規定する期限日は、第一号に規定する承諾日から起算して一年を経過する日（厚生労働   

省令で定める場合にあっては、当該経過する日前で厚生労働省令で定める日）としなけ   

ればならない。   

－ この項の規定による承諾をする日（第四項各号において「承諾日」という。）   

ニ 当該申出に係る契約の種類に属する特定共済契約（以下この条において「対象契約」  

という。）の締結の勧誘文は締結をする場合において、申出者を特定投資家として取  

り扱う期間の末日（以下この条において「期限日」という。）   

三 対象契約の属する契約の種類   

四 当該申出者が次に掲げる事項を理解している旨  

イ 特定投資家が特定共済契約の締結の事業者等から対象契約の締結の勧誘を受け、  

又は当該特定共済契約の締結の事業者等に対象契約の申込みをし、若しくは当該特  

定共済契約の締結の事業者等と対象契約を締結する場合におけるこの法律の規定の  
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適用の特例の内容として厚生労働省令で定める事項  

口 対象契約に関して特定投資家として取り扱われることがその知識、経験及び財産  

の状況に照らして適当ではない者が特定投資家として取り扱われる場合には、当該  

者の保護に欠けることとなるおそれがある旨   

五 期限日以前に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特  

定投資家として取り扱う旨   

六 期限日後に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特定   

投資家以外の顧客として取り扱う旨   

七 その他厚生労働省令で定める事項  

3 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による書面による同意に代えて、政令   

で定めるところにより、申出者の承諾を得て、当該書面による同意を電子情報処理組織   

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定める   

ものにより得ることができる。この場合において、当該特定共済契約の締結の事業者等   

は、当該書面による同意を得たものとみなす。  

4 特定共済契約の締結の事業者等が第二項の規定による承諾をし、かつ、申出者が同項   

の規定による書面による同意をした場合であって、当該申出者が次に掲げる看である場   

合におけるこの法律（この款を除く。）の規定の適用については、当該申出者は、特定   

投資家とみなす。   

一 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに行う対象契約の締結  

の勧誘の相手方   

二 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに締結する対象契約の  

相手方  

5・6 （略）  

7 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日以前に対象契約の属する契約の種類に係る   

第一項の規定による中也（以下この項において「更新申出」という。）を申出着から受   

けた場合には、期限日以前に当該更新申出に係る第二項の規定による承諾をしてはなら   

ない。   

（特定投資家以外の南客である個人が特定投資家とみなされる場合）  

第三十四条の四 次に掲げる個人（適格機関投資家を除く。）は、特定共済契約の締結の   

事業者等に対し、契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済契約に関して自   

己を特定投資家として取り扱うよう申し出ることができる。   

－’商法第五百三十五条に規定する匿名組合契約を締結した営業者である個人（厚生労  

働省令で定めるものを除く。）その他これに類するものとして厚生労働省令で定める  

個人   

二 前号に掲げるもののほか、その知識、経験及び財産の状況に照らして特定投資家に  

相当する者として厚生労働省令で定める要件に該当する個人  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による申出を受けた場合には、当該申   

出をした個人（以下この条において「申出書」という。）に対し、前条第二項第四号イ   

及び口に掲げる事項を記載した書面を交付するとともに、申出者が前項各号に掲げる者  
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のいずれかに該当することを確認しなければならない。  

3 第三十四条の二第四項の規定は、前項の規定による書面の交付について準用する。  

4 前条第二項から第七項までの規定は、特定共済契約の締結の事業者等が第一項の規定   

による申出を承諾する場合について準用する。この場合において、同条第二項中「当該   

申出をした法人」とあるのは「次条第二項に規定する申出者」と、同条第四項中「第二   

項の規定による承諾」とあるのは「次条第二項の規定による書面の交付及び確認並びに   

第二項の規定による承諾」と、同条第七項中「第一項」とあるのは「次条第一項」と読   

み替えるものとする。   

（政令への委任）  

第三十四条の五 この款に定めるもののほか、特定投資家が特定投資家以外の顧客とみな   

される場合又は特定投資家以外の顧客が特定投資家とみなされる場合の手続その他この   

款の規定の適用に閲し必要な事項は、政令で定める。  

第三十五条…第三十六条の四 （略）   

（広告等の規制）  

第三十七条 特定共済契約の締結の事業者等は、その行う特定共済契約の締結の事業の内   

容について広告その他これに類似するものとして厚生労働省令で定める行為をするとき   

は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる事項を表示しなければならない。   

一 当該特定共済契約の締結の事業者等の商号、名称又は氏名   

ニ （略）   

三 当該特定共済契約の締結の事業者等の行う特定共済契約の締結の事業の内容に関す  

る事項であって、顧客の判断に影響を及ぼすこととなる重要なものとして政令で定め  

るもの  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、その行う特定共済契約の締結の事業に関して広告   

その他これに類似するものとして厚生労働省令で定める行為をするときは、特定共済契   

約の締結を行うことによる利益の見込みその他厚生労働省令で定める事項についてこ著   

しく事実に相違する表示をし、又は著しく人を誤認させるような表示をしてはならない。  

第三十七条の二 （略）   

（契約締結前の書面の交付）  

第三十七条の三 特定共済契約の締結の事業者等は、特定共済契約を締結しようとすると   

きは、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、顧客に対し、次に掲げる事項   

その他消費生活協同組合法第十二条の二第三項において読み替えて準用する保険業法第   

三百条第一項第一号に規定する共済契約の契約条項のうち重要な事項を記載した書面を   

交付しなければならない。ただし、投資者の保護に支障を生ずることがない場合として   

厚生労働省令で定める場合は、この限りでない。   

一 当該特定共済契約の締結の事業者等の商号、名称又は氏名及び住所  
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二 （略）   

三 当該特定共済契約の概要   

四 手数料、報酬その他の当該特定共済契約に関して顧客が支払うべき対価に閲す●る事   

項であって厚生労働省令で定めるもの   

五 顧客が行う特定共済契約の締結について金利、通貨の価格、金融商品市場における   

相場その他の指標に係る変動により損失が生ずることとなるおそれがあるときは、そ  

の旨   

六 （略）   

七 前各号に掲げるもののほか、特定共済契約の締結の事業の内容に関する事項であつ   

て、顧客の判断に影響を及ぼすこととなる重要なものとして厚生労働省令で定める事  

項  

2 第三十四条の二第四項の規定は、前項の規定による書面の交付について準用する。  

3 （略）   

（契約締結時等の書面の交付）  

第三十七条の四 特定共済契約の締結の事業者等は、特定共済契約が成立したときその他   

厚生労働省令で定めるときは、遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、書面を   

作成し、これを顧客に交付しなければならない。ただし、その特定共済契約の内容その   

他の事情を勘案し、当該書面を顧客に交付しなくても公益又は投資者保護のため支障を   

生ずることがないと認められるものとして厚生労働省令で定める場合は、この限りでな   

い。  

2 第三十四条のこ第四境の規定は、前項の規定による書面の交付について準用する。  

第三十七条の五・第三十七条の六 （略）  

（禁止行為）  

第三十八条 特定共済契約の締結の事業者等又はその役員若しくは使用人は、次に掲げる   

行為をしてはならない。ただし、第三号から第五号までに掲げる行為にあっては、投資   

者の保護に欠け、取引の公正を害し、又は特定共済契約の締結の事業の信用を失墜させ   

るおそれのないものとして厚生労働省令で定めるものを除く。   

－～二 （略）   

三 特定共済契約（当該特定共済契約の内容その他の事情を勘案し、投資者の保護を図  

ることが特に必要なものとして政令で定めるものに限る。）の締結の勧誘の要請をし  

ていない顧客に対し、訪問し又は電話をかけて、特定共済契約の締結の勧誘をする行  

為   

四 特定共済契約（当該特定共済契約の内容その他の事情を勘案し、投資者の保護を図  

ることが必要なものとして政令で定めるものに限る。）の締結につき、その勧誘に先  

立って、顧客に対し、その勧誘を受ける意思の有無を確認することをしないで勧誘を  

する行為   

五 特定共済契約（当該特定共済契約の内容その他の事情を勘案し、投資者の保護を図  

■  
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ることが必要なものとして政令で定めるものに限る。）の締結の勧誘を受けた顧客が   

当該特定共済契約を締結しない旨の意思（当該勧誘を引き続き受けることを希望しな   

い旨の意思を含む。）を表示したにもかかわらず、当該勧誘を継続する行為  

六 前各号に掲げるもののほか、投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又   

は特定共済契約の締結の事業の信用を失墜させるものとして厚生労働省令で定める行   

為  

第三十八条の二 （略）   

（損失補てん等の禁止）  

第三十九条 特定共済契約の締結の事業者等は、次に掲げる行為をしてはならない。   

－一 特定共済契約の締結につき、当該特定共済契約について利用者に損失（当該特定共  

済契約が締結されることにより利用者の支払う共済掛金の合計額が当該特定共済契約  

が締結されることにより当該利用者の取得する共済金等（消費生活協同組合法第五十  

条の五に規定する共済金等をいう。以下この号において同じ。）の合計額を上回る場  

合における当該共済掛金の合計額から当該共済金等の合計額を控除した金額をいう。  

以下この条において同じ。）が生ずることとなり、又はあらかじめ定めた額の利益が  

生じないこととなった場合には自己又は第三者がその全部又は一部を補てんし、又は  

補足するため∴当該特定共済契約によらないで当該顧客又は第三者に財産上の利益を  

提供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申し込み、若しくは約束し、又  

は第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為   

二 特定共済契約の締結につき、自己又は第三者が当該特定共済契約について生じた顧  

客の損失の全部若しくは一部を補てんし、又はこれらについて生じた顧客の利益に追  

加するため、当該特定共済契約によらないで当該顧客又は第三者に財産上の利益を提  

供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申し込み、若しくは約束し、又は  

第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為   

三・特定共済契約の締結につき、当該特定共済契約について生じた顧客の損失の全部若  

しくは一部を補てんし、又はこれらについて生じた顧客の利益に追加するため、当該  

特定共済契約によらないで当該顧客又は第三者に対し、財産上の利益を提供し、又は  

第三者に提供させる行為  

2 特定共済契約の締結の事業者等の顧客は、次に掲げる行為をしてはならない。   

一 特定共済契約の締結につき、特定共済契約の締結の事業者等又は第三者との間で、  

前項第一号の約束をし、又は第三者に当該約束をさせる行為（当該約束が自己がし、  

又は第三者にさせた要求による場合に限る。）   

二 特定共済契約の締結につき、特定共済契約の締結の事業者等又は第三者との問で、  

前項第二号の約束をし、又は第三者に当該約束をさせる行為（当該約束が自己がし、  

又は第三者にさせた要求による場合に限る。）   

三 特定共済契約の締結につき、特定共済契約の締結の事業者等又は第三者から、前項  

第三号の提供に係る財産上の利益を受け、又は第三者に当該財産上の利益を受けさせ  

る行為（前二号の約束による場合であって当該約束が自己がし、又は第三者にさせた  
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要求によるとき及び当該財産上の利益の提供が自己がし、又は第三者にさせた要求に  

よる場合に限る。）  

3 第一項の規定は、同項各号の申込み、約束又は提供が事故（特定共済契約の締結の事   

業者等又はその役員若しくは使用人の違法又は不当な行為であって当該特定共済契約の   

締結の事業者等とその顧客との間において争いの原因となるものをいう。以下この節及   

び次節において同じ。）．による損失の全部又は一部を補てんするために行うものである   

場合については、適用しない。  

（ただし垂 略）  

4 第二項の規定は、同項第一号又は第二号の約束が事故による損失の全部又は一部を補   

てんする旨のものである場合及び同項第三号の財産上の利益が事故による損失の全部又   

は一部を補てんするため提供されたものである場合については、適用しない。  

5 （略）   

（適合性の席則等）  

第四十条● 特定共済契約の締結の事業者等は、業務の運営の状況が次の各号のいずれかに   

該当することのないように、その業務を行わなければならない。   

一 特定共済契約の締結について、顧客の知識、経験、財産の状況及び特定共済契約を   

締結する目的に照らして不適当と認められる勧誘を行って投資者の保護に欠けること  

となっており、又は欠けることとなるおそれがあること。   

二 前号に掲げるもののほか、業務に関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱い  

を確保するための措置を講じていないと認められる状況、その他業務の運営の状況が   

公益に反し、又は投資者の保護に支障を生ずるおそれがあるものとして厚生労働省令  

で定める状況にあること。  

第四十条のニ・第四十条の三 （略）  

第四十五条 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める者が特定投資家である場合には、   

適用しない。ただし、公益又は特定投資家の保護のため支障を生ずるおそれがあるもの   

として厚生労働省令で定める場合は、この限りでない。   

－ 第三十七条、第三十八条第三号から第五号まで及び第四十条第一号 特定共済契約  

の締結の事業者等が行う特定共済契約の締結の勧誘の相手方   

二 第三十七条の三（第一項各号に掲げる事項に係る部分に限り、同項第二号及び第六   

号並びに第三項を除く。）及び第三十七条の四 特定共済契約の締結の事業者等が申  

込みを受け、又は締結した特定共済契約の相手方   

三・四 （略）   

（貸付事業の運営に関する措置）  

第十三粂 共済を図る事業のうち、組合員に対し生活に必要な資金を貸し付ける事業（以   

下「貸付事業」という。）を行う組合は、この法律及び他の法律に定めるもののほか、   

厚生労働省令で定めるところにより、当該貸付事業の適正な運営の確保及び資金の貸付  
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けを受ける組合員の利益の保護を図るために必要な措置であって厚生労働省令で定める  

ものを講じなければならない。   

（他の団体との関係）  

第十三条の二 組合は、組合に関係がある事業を行うため必要であるときは、組合の目的   

及び他の法律の規定に反しない限り、他の法人又は団体に加入することができる。  

第三章 組合員   

（組合員の資格）  

第十四条 消費生活協同組合の組合員たる資格を有する者は、次に掲げる者で定款で定め   

るものとする。ただし、法人は、組合員となることができない。   

－一 地域による組合にあっては、一定の地域内に住所を有する者   

二 職域による組合にあっては、一定の職域内に勤務する者  

2 地域による消費生活協同組合にあっては、定款の定めるところにより、前項第一号に   

掲げる者のほか、その区域内に勤務地を有する者でその組合の施設を利用することを適   

当とするものを組合員とすることができる。  

3 職域による消費生活協同組合にあっては、定款の定めるところにより、第一項第二号   

に掲げる者のほか、次に掲げる看であってその組合の施設を利用することを適当とする   

ものを組合員とすることができる。   

一一 その付近に住所を有する者   

二 当該職域内に勤務していた者  

4 職域による消費生活協同組合のうち、大学その他の厚生労働省令で定める学校を職域   

とするものにあっては、定款の定めるところにより、第一項第二号及び前項各号に掲げ   

る者のほか、当該学校の学生を組合員とすることができる。  

5 連合会の会員たる資格を有する者は、次に掲げる看で定款で定めるものとする。   

一 組合   

二 他の法律により設立された協同組織体で、第二条第一項各号に掲げる要件を備え、  

かつ、組合の行う事業と同種の事業を行うことを目的とするもの   

（加入の自由）  

第十五条 組合は、その組合員の数を制限することができない。  

2 組合員たる資格を有する者が組合に加入しようとするときは、組合は、正当な理由が   

ないのに、その加入を拒み、又はその加入につき現在の組合員が加入の際に付されたよ   

りも困難な条件を付してはならない。   

（出資）  

第十六条 組合員は、出資一口以上を有しなければならない。  

2 組合員の出資一口の金額は、組合員たる資格を有する者が通常負担できる程度とし、  
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かつ、均一でなければならない。  

3 一組合員の有することのできる出資口数は、組合員の総出資口数の四分の一を超えて   

はならない。ただし、第十条第一項第一号から第四号まで、第六号及び第七号の事業の   

うちいずれかの事業を行う連合会の会員にあっては、この限りでない。  

4 組合員は、也資金額の払込みについて相殺をもって組合に対抗することができない。  

5 組合員の責任は、その出資金額を限度とする。   

（議決権及び選挙権）  

第十七粂 組合員は、その出資口数の多少にかかわらず、各々一個の議決権及び選挙権を   

有する。ただし、連合会については、会員たる消費生活協同組合の組合員数に基づいて、   

定款で別段の定めをすることができる。  

2 組合員は、定款の定めるところにより、第三十八条第一項又は第二項の規定によりあ   

らかじめ通知のあった事項につき書面又は代理人をもって、議決権又は選挙権を行うこ   

とができる。ただし、組合員又は組合員と同一の世帯に属する者でなければ代理人とな   

ることができない。  

3 組合員は、定款の定めるところにより、前項の規定による書面をもってする議決権又   

は選挙権の行使に代えて、議決権又は選挙権を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す   

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定めるものをい   

う。第二十六条第三項第三号を除き、以下同じ。）により行うことができる。  

4 前二項の規定により議決権又は選挙権を行う者は、これを出席者とみなす。  

5 代理人は、十人以上の組合員を代理することができない。  

6 代理人は、代理権を証する書面を組合に提出しなければならない。この場合において、   

電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定められているときは、当該書   

面の提出に代えて、代理権を当該電磁的方法により証明することができる。   

（過怠金）  

第十八条 組合は、組合員が出資の払込みを怠ったときは、定款の定めるところにより、   

その者に対して過怠金を課することができる。   

（自由脱退）  

第十九条 組合員は、九十日前までに予告し、事業年度末において脱退することができる。  

2 前項の予告期間は、定款でこれを延長することができる。ただし、その期間は、一年   

を超えてはならない。   

（法定脱退）  

第二十条 組合員は、次の事由によって脱退する。   

一 組合員たる資格の喪失   

二 死亡又は解散   

三 除名  

2 除名は、次の各号のいずれかに該当する組合員につき、総会の議決によってこれをす  
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ることができる 。この場合において、組合は、その総会の会日から五日前までに、その  

組合員に対しその旨を通知し、かつ、総会において弁明する機会を与えなければならな   

い。  

－ 長期間にわたって組合の事業を利用しない組合員   

二 出資の払込みその他組合に対する義務を怠った組合員   

三 その他定款で定める行為をした組合員  

3 前項の除名は、除名した組合員にその旨を通知しなければ、これをもってその組合員   

に対抗することができない。   

（払戻請求権）  

第二十一条 脱退した組合員は、定款の定めるところにより、その払込演出資額の全部又   

は一部の払戻しを請求することができる。   

（脱退組合員の払込義務）  

第二十二条 事業年度末において、組合の財産をもってその債務を完済するに足りないと   

きは、その組合は、定款の定めるところにより、その年度内に脱退した組合員に対して、   

未払込出資額の全部又は一部の払込みを請求することができる。   

（時効）  

第二十三条 前二条の規定による請求権は、脱退の暗から二年間これを行わないときは、   

時効によって消滅する。   

（払戻しの停止）  

第二十四条 脱退した組合員が組合に対する債務を完済するまでは、組合は、第二十一条   

の規定による払戻しを停止することができる。   

（出資口数の減少）  

第二十五条 組合員は、定款の定めるところにより、その出資口数を減少することができ   

る。  

2 前項の場合には、第十九条及び第二十一条から第二十三条までの規定を準用する。   

（組合員名簿の作成、備置き及び閲覧等）  

第二十五条の二 組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項を記載   

し、又は記録しなければならない。  

－ 氏名又は名称及び住所   

二 加入の年月日   

三 出資口数及び金額並びにその払込みの年月日  

2 組合は、組合員名簿をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

3 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに  
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これを拒んではならない。  

一 組合員名簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求  

二 組合員名簿が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識   

することができない 方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に   

供されるもので厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）をもって作成されて   

いるときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表   

示したものの閲覧又は謄写の請求  

第四章 管理  

（定款）  

第二十大粂 組合の定款には、次の事項を記載し、又は記録しなければならない。   

一 事業   

二 名称   

三 地域又は職域   

四 事務所の所在地   

五 組合員たる資格に関する規定   

六 組合員の加入及び脱退に関する規定   

七 出資一口の金額及びその払込みの方法並びに一組合員の有することのできる出資口  

数の最高限度に関する規定   

八 第一回払込みの金額   

九 剰余金の処分及び損失の処理に関する規定   

十 準備金の額及びその積立ての方法に関する規定   

十一 組合員の権利義務に関する規定   

十二 事業の執行に関する規定   

十三 役員に関する規定   

十四 総会に関する規定   

十五 事業年度   

十六 公告方法（組合が公告（この法律又は他の法律の規定により官報に掲載する方法  

によりしなければならないものとされているものを除く。）をする方法をいう。以下  

同じ。）   

十七 共済事業を行うときは、その掛金及び共済金の最高限度   

十八 存立の時期又は解散の事由を定めたときは、その時期又は事由   

十九 現物出資をする者を定めたときは、その者の氏名、出資の目的たる財産及びその  

価格並びにこれに対して与える出資口数  

2 行政庁は、模範定款例を定めることができる。  

3 組合は、公告方法として、当該組合の事務所の店頭に掲示する方法のほか、次に掲げ   

る方法のいずれかを定款で定めることができる。   
一  

官報に掲載する方法  
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二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法   

三 電子公告（公告方法のうち、電磁的方法（会社法（平成十七年法律第八十六号）第   

二条第三十四号に規定する電磁的方法をいう。）により不特定多数の者が公告すべき   

内容である情報の提供を受けることができる状態に置く措置であって同号に規定する  

ものをとる方法をいう。以下同じ。）  

4 組合が前項第三号に掲げる方法を公告方法とする旨を定款で定める場合には、その定   

款には、電子公告を公告方法とすることを定めれば足りる。この場合においては、事故   

その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告   

方法として、同項第一号又は第二号に掲げる方法のいずれかを定めることができる。  

5 組合が電子公告により公告をする場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ   

当該各号に定める日までの間、継続して電子公告による公告をしなければならない。   

一一 公告に定める期間内に異議を述べることができる旨の公告 当該期間を経過する日   

二 前号に掲げる公告以外の公告 当該公告の開始後一月を経過する日  

6 組合が電子公告によりこの法律その他の法令の規定による公告をする場合について   

は、会社法第九百四十条第三項、第九百四十一条、第九百四十六条、第九百四十七条、   

第九百五十一条第二項、第九百五十三条及び第九百五十五条の規定を準用する。この場   

合において、同法第九百四十条第三項中「前二項の規定にかかわらず、これら」とある   

のは、「消費生活臨同組合法第二十六条第五項の規定にかかわらず、同項」と読み替え   

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（電子公告の公告期間等）  

第九百四十条  

3 消費生活協同組合法第二十六条第五項の規定にかかわらず、同項の規定により電子公   

告による公告をしなければならない期間（以下この章において r公告期間」という。）   

中公告の中断（不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置かれた情報がその   

状態に置かれないこととなったこと又はその情報がその状態に置かれた後改変されたこ   

とをいう。以下この項において同じ。）が生じた場合において、次のいずれにも該当す   

るときは、その公告の中断は、当該公告の効力に影響を及ぼさない。   

一 公告の中断が生ずることにつき会社が善意でかつ重大な過失がないこと又は会社に  

正当な事由があること。   

二 公告の中断が生じた時間の合計が公告期間の十分の－を超えないこと。   

三 会社が公告の中断が生じたことを知った後速やかにその旨、公告の中断が生じた時  

間及び公告の中断の内容を当該公告に付して公告したこと。   

（電子公告調査）  

第九百四十一条 この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第一項の規定に   

よる公告を除く。以下この節において同じ。）を電子公告によりしようとする会社は、   

公告期間中、当該公告の内容である情報が不特定多数の者が提供を受けることができる   

状態に置かれているかどうかについて、法務省令で定めるところにより、法務大臣の登  
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録を受けた者（以下この節において「調査機関」という。）に対し、調査を行うことを  

求めなければならない。   

（調査の義務等）  

第九百四十六条 調査枚関は、電子公告調査を行うことを求められたときは、正当な理由   

がある場合を除き、電子公告調査を行わなければならない。  

2 調査機関は、公正に、かつ、法務省令で定める方法により電子公告調査を行わなけれ   

ばならない。  

3 調査機関は、電子公告調査を行う場合には、法務省令で定めるところにより、電子公   

告調査を行うことを求めた者（以下この節において「調査委託者」という。）の商号そ   

の他の法務省令で定める事項を法務大臣に報告しなければならない。  

4 調査枚関は、電子公告調査の後遅滞なく、調査委託者に対して、法務省令で定めると   

ころにより、当該電子公告調査の結果を通知しなければならない。   

（電子公告調査を行うことができない場合）  

第九百四十七条 調査機関は、次に掲げる者の電子公告による公告又はその者若しくはそ   

の理事等が電子公告による公告に関与した場合として法務省令で定める場合における当   

該公告については、電子公告調査を行うことができない。   

一 当該調査機関   

二 当該調査機関が株式会社である場合における親株式会社（当該調査機関を子会社と  

する株式会社をいう。）   

三 理事等又は職員（過去二年間にそのいずれかであった者を含む。次号において同じ。）  

が当該調査機関の理事等に占める割合が二分の－を超える法人   

四 理事等又は職員のうちに当該調査機関（法人であるものを除く。）又は当該調査機  

関の代表権を有する理事等が含まれている法人   

（財務諸表等の備置き及び閲覧等）  

第九百五十一条  

2 調査委託著その他の利害関係人は、調査機関に対し、その業務時間内は、いつでも、   

次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするに   

は、当該調査機関の定めた費用を支払わなければならない。   

－ 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求   

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録さ   

れた事項を法務省令で定める方法により表示トたものの閲覧又は謄写の請求   

四 前号の電磁的記垂剥こ記録された事項を電磁的方法であって調査楼蘭の定めたものに  

より提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求   

（改善命令）  

第九百五十三条 法務大臣は、調査機関が第九百四十六条の規定に違反していると認める  
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ときは、その調査権関に対し、電子公告調査を行うべきこと又は電子公告調査の方法そ  

の他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。   

（調査記録簿等の記載等）  

第九百五十五条 調査機関は、法務省令で定めるところにより、調査記録又はこれに準ず   

るものとして法務省令で定めるもの（以下この条において「調査記録簿等」という。）   

を備え、電子公告調査に閲し法務省令で定めるものを記載し、又は記録し、及び当該調   

査記録簿等を保存しなければならない。  

2 調査委託者その他の利害関係人は、調査機関に対し、その業務時間内は、いつでも、   

当該調査機関が前項又は次条第二項の規定により保存している調査記録簿等（利害関係   

がある部分に限る。）について、次に掲げる請求をすることができる。ただし、当該請   

求をするには、当該調査機関の定めた費用を支払わなければならない。   

〃 調査記録簿等が書面をもって作成されているときは、当該書面の写しの交付の請求   

二 調査記録簿等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録  

された事項を電磁的方法であって調査機関の定めたものにより提供することの請求又  

は当該事項を記載した書面の交付の請求   

7 第一項に掲げる事項のほか、組合の定款には、この法律の規定により定款の定めがな   

ければその効力を生じない事項及びその他の事項でこの法律に違反しないものを記載   

し、又は記録することができる。   

（規約）  

第二十六条の二 会計又は業務の執行に関し、組合の運営上重要な事項は、定款で定めな   

ければならない事項を除いて、規約で定めることができる。   

（共済事業規約）  

第二十六条の三 組合は、共済事業を行おうとするときは、規約で、共済事業の種類ごと   

に、その実施方法、共済契約並びに共済掛金及び責任準備金の額の算出方法に関して厚   

生労働省令で定める事項を定めなければならない。  

2 組合が責任共済又は責任共済の契約によって負う共済責任の再共済（以下「責任共済   

等」という。）の事業を行おうとする場合における前項の規定の適用については、同項   

中「共済事業の種類ごとに、その実施方法、共済契約並びに共済掛金及び責任準備金」   

とあるのは、「その実施方法、共済契約及び共済掛金」とする。   

（貸付事業規約）  

第二十六条の四 組合は、貸付事業を行おうとするときは、規約で、その実施方法及び貸   

付けの契約に関して厚生労働省令で定める事項を定めなければならない。   

（定款の備置き及び閲覧等）  

第二十六条の五 組合は、定款及び規約（以下この条において「定款等」という。）をそ  
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の各事務所に備え置かなければならない。  

2 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

一 定款等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求   

二 定款等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された   

事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

3 定款等が電磁的記録をもって作成されている場合であって、各事務所（主たる事務所   

を除く。）における前項第二号に掲げる請求に応ずることを可能とするための措置とし   

て厚生労働省令で定めるものをとっている組合についての第一項の規定の適用について   

は、同項中「各事務所」とあるのは、「主たる事務所」とする。   

（役員の定数）  

第二十七条 組合には役員として理事及び監事を置く。  

2 理事の定数は、五人以上とし、監事の定数は、二人以上とする。  

（役員の選挙）  

第二十八条 役員は、定款の定めるところにより、総会においてこれを選挙する。ただし、   

組合設立当時の役員は、創立総会においてこれを選挙する。  

2 理事は、組合員又は会員たる法人の役員でなければならない。ただし、組合設立当時   

の理事は、組合員になろうとする者又は会員になろうとする法人の役員でなければなら   

ない。  

3 特別の理由があるときには、理事の定数の三分の一以内を限り、前項に該当しない者   

のうちから、これを選挙することができる。  

4 その行う事業の規模が政令で定める基準を超える組合にあっては、監事のうち一人以   

上は、当該組合の組合員又は当該組合の会員たる法人の役員若しくは使用人以外の看で   

あって、その就任の前五年間当該組合の理事若しくは使用人又はその子会社の取締役、   

会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）、執行役若しくは   
使用人でなかったものでなければならない。  

5 前項に規定する「子会社」とは、組合が総株主等の議決権（総株主又は給出資者の議   

決権（株式会社にあっては、株主総会において決議することができる事項の全部につき   

議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法第八百七十九条   

第三項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。）   

をいう。第四章の三において同じ。）の過半数を有する会社をいう。この場合において、   

当該組合及びその－若しくは二以上の子会社又は当該組合の－若しくは二以上の子会社   

がその総株主等の議決権の百分の五十を超える議決権を有する他の会社は、当該組合の   

子会社とみなす。  

6 第四項の組合は、監事の互選をもって常勤の監事を定めなければならない。  

7 役員の選挙は、無記名投票によって行う。  

8 投票は、一人（第十七粂第一項ただし書の規定により選挙権につき定款で別段の定め  
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をする連合会にあっては、選挙権一個）につき一票とする。  

9 第一項の規定にかかわらず、役員は、定款の定めるところにより、総会（組合設立当   

時の役員は、創立総会）において選任することができる。   

（役員の補充）  

第二十九条 理事又は監事のうち、その定数の五分の一を超えるものが欠けたときは、三   

月以内にこれを補充しなければならない。   

（組合と役員との関係）  

第二十九条の二 組合と役員との関係は、委任に関する規定に従う。   

（役員の資格等）  

第二十九条の三 次に掲げる者は、役員となることができない。   

－一 法人   

二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている  

者   

三 この法律、会社法若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八  

年法律第四十八号）の規定に違反し、又は民事再生法（平成十一年法律第二百二十五  

号）第二百五十五条、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しく  

は第二百六十二条の罪若しくは破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条、  

第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の  

罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなっ  

た日から二年を経過しない者   

四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、  

その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予  

中の者を除く。）  

2 前項各号に掲げる者のほか、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、共済事   

業を行う組合の役員となることができない。   

（役員の任期）  

第三十条 理事の任期は、二年以内において定款で定める期間とする。  

2 監事の任期は、四年以内において定款で定める期間とする。  

3 設立当時の役員の任期は、前二項の規定にかかわらず、創立総会において定める期間   

とする。ただし、その期間は、一年を超えてはならない。  

4 前三項の規定は、定款によって、役員の任期を任期中に終了する事業年度のうち最終   

のものに係る決算に関する通常総会の終結の時まで伸長することを妨げない。   

（役員に欠員を生じた場合の措置）  

第三十条のこ この法律又は定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満了又は   

辞任により退任した役員は、新たに選任された役員（次項の一時役員の職務を行うべき  
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者を含む。）が就任するまで、なお役員としての権利義務を有する。  

2 前項に規定する場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがある   

ときは、行政庁は、組合員その他の利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職   

務を行うペき者を選任することができる。   

（役員の職務及び権限等）  

第三十条の三 理事は、法令、定款及び規約並びに総会の決議を遵守し、組合のため忠実   

にその職務を行わなければならない。  

2 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、監事は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。  

3 理事については会社法第三百五十七条第一項、同法第三百六十条第三項の規定により   

読み替えて適用する同条第一項及び同法第三百六十一条の規定を、監事については同法   

第三百四十三粂第一項及び第二項、第三百四十五条第一項から第三項まで、第三百八十   

一条（第一項を除く。）、第三百八十二条、第三百八十三条第一項本文、第二項及び第   

三項並びに第三百八十四条から第三百八十八集までの規定をそれぞれ準用する。この場   

合において、同法第三百四十五条第一項及び第二項中「会計参与」とあるのは「監事」   

と、同法第三百八十二条中「取締役（取締役会設置会社にあっては、取締役会）」とあ   

るのは「理事会」と、同法第三百八十四条中「法務省令」とあるのは「厚生労働省令J   

と、同法第三百八十八条中「監査役設置会社（監査役の監査の範囲を会計に関するもの   

に限定する旨の定款の定めがある株式会社を含む。）」とあり、及び「監査役設置会社」   

とあるのは「組合」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め   

る。  

【準用条文】会社法（読み替え後）   

（取締役の報告義務）  

第三百五十七条 取締役は、株式会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること   

を発見したときは、直ちに、当該事実を株主（監査役設置会社にあっては、監査役）に   

報告しなければならない。  

2 （略）   

（株主による取締役の行為の差止め）  

第三百六十条 六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前   

から引き続き株式を有する株主は、取締役が株式会社の目的の範囲外の行為その他法令   

若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、   

当該行為に・よって当該株式会社に回復することができない損害が生ずるおそれがあると   

きは、当該取締役に対し、当該行為をやめることを請求することができる。  

2・3 （略）   

（取締役の報酬等）  

第三百六十一条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として株式会社から受ける  
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財産上の利益（以下この章において「報酬等」という。）についての次に掲げる事項は、  

定款に当該事項を定めていないときは、株主総会甲決議によって定める。   

－一 報酬等のうち額が確定しているものについては、その額   

二 報酬等のうち額が確定していないものについては、その具体的な算定方法   

三 報酬等のうち金銭でないものについては、その具体的な内容  

2 前項第二号又は第三号に掲げる事項を定め、又はこれを改定する議案を株主総会に提   

出した取締役は、当該株主総会において、当該事項を相当とする理由を説明しなければ   

ならない。   

（監査役の選任に関する監査役の同意等）  

第三百四十三条 取締役は、監査役がある場合において、監査役の選任に関する議案を株   

主総会に提出するには、監査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、その過半数）   

の同意を得なければならなし1。  

2 監査役は、取締役に対し、監査役の選任を株主総会の目的とすること又は監査役の選   

任に関する議案を株主総会に提出することを請求することができる。  

3・4 （略）   

（監事等の選任等についての意見の陳述）  

第三百四十五条 監事は、株主総会において、監事の選任若しくは解任又は辞任について   

意見を述べることができる。  

2 監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される株主総会に出席して、辞任した旨及び   

その理由を述べることができる。  

3 取締役は、前項の者に対し、同項の株主総会を招集する旨及び第二百九十八条第一項   

第一号に掲げる事項を通知しなければならない。  

4・5 （略）   

（監査役の権限）  

第三百八十一条 （略）  

2 監査役は、いつでも、取締役及び会計参与並びに支配人その他の使用人に対して事業   

の報告を求め、又は監査役設置会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。  

3 監査役は、その職務を行うため必要があるときは、監査役設置会社の子会社に対して   

事業の報告を求め、又はその子会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。  

4 前項の子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むことができる。   

（取締役への報告義務）  

第三百八十二条 監査役は、取締役が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれが   

あると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実が   

あると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。  

（取締役会への出席義務等）  
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第三百八十三条 監査役は、取締役会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べ   

なければならない。（ただし書 略）－  

2 監査役は、前条に規定する場合において、必要があると認めるときは、取締役（第三   

百六十六条第一填ただし書に規定する場合にあっては、招集権者）に対し、取締役会の   

招集を請求することができる。  

3 前項の規定による請求があった日から五日以内に、その請求があった日から二週間以   

内の日を取締役会の日とする取締役会の招集の通知が発せられない場合は、その請求を   

した監査役は、取締役会を招集することができる。  

4 （略）   

（株主総会に対する報告義務）、  

第三百八十四条 監査役は、取締役が株主総会に提出しようとする議案、書類その他厚生   

労働省令で定めるものを調査しなければならない。この場合において、法令若しくは定   

款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を株主総会   

に報告しなければならない。   

（監査役による取締役の行為の差止め）  

第三百八十五条 監査役は、取締役が監査役設置会社の目的の範囲外の行為その他法令若   

しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、   

当該行為によって当該監査役設置会社に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該   

取締役に対し、当該行為をやめることを請求することができる。  

2 前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同項の取締役に対し、その行為をやめ   

ることを命ずるときは、担保を立てさせないものとする。   

（監査役設置会社と取締役との聞の訴えにおける会社の代表）  

第三百八十六条 第三百四十九条第四項、第三百五十三条及び第三百六十四条の規定にか   

かわらず、監査役設置会社が取締役（取締役であった者を含む。以下この条において同   

じ。）に対し、又は取締役が監査役設置会社に対して訴えを提起する場合には、当該訴   

えについては、監査役が監査役設置会社を代表する。  

2 第三百四十九条第四項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、監査役が監査役設   

置会社を代表する。   

一 監査役設置会社が第八百四十七条第一項の訴えの提起の請求（取締役の責任を追及  

する訴えの提起の請求に限る。）を受ける場合   

二 監査役設置会社が第八百四十九条第三項の訴訟告知（取締役の責任を追及する訴え  

に係るものに限る。）並びに第八百五十条第二項の規定による通知及び催告（取締役  

の責任を追及する訴えに係る訴訟における和解に関するものに限る。）を受ける場合   

（監査役の報酬等）  

第三百八十七条 監査役の報酬等は、定款にその額を定めていないときは、株主総会の決   

議によって定める。  
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2 監査役が二人以上ある場合において、各監査役の報酬等について定款の定め又は株主   

総会の決議がないときは、当該報酬等は、前項の報酬等の範囲内において、監査役の協   

議によって定める。  

3 監査役は、株主総会において、監査役の報酬等について意見を述べることができる。   

（費用等の請求）  

第三百八十八条 監査役がその職務の執行について組合に対して次に掲げる請未をした   

ときは、当該組合は、当該請求に係る車用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要で   

ないことを証明した場合を除き、これを拒むことができない。   

一 費用の前払の請求   

二 支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求   

三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、相  

当の担保の提供）の請求   

（理事会の権限等）  

第三十条の四 組合は、理事会を置かなければならない。  

2 理事会は、すべての理事で組織する。  

3 組合の業務の執行は、理事会が決する。   

（理事会の決議）  

第三十条の五 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数（これを上回る   

割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上   

回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。  

2 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。  

3 理事会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成し、議   

事録が書面をもって作成されているときは、出席した理事及び監事は、これに署名し、   

又は記名押印しなければならない。  

4 前項の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的記録に記   

録された事項については、厚生労働省令で定める署名文は記名押印に代わる措置をとら   

なければならない。  

5 理事会の決議に参加した理事であって第三項の議事録に異議をとどめないものは、そ   

の決議に賛成したものと推定する。  

6 理事会の招集については、会社法第三百六十六条及び第三百六十八条の規定を準用す   

る。この場合において、 必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法   

（招集権者）  

第三百六十六条 取締役会は、各取締役が招集する。ただし、取締役会を招集する取締役   

を定款又は取締役会で定めたときは、その取締役が招集する。  

2．前項ただし書に規定する場合には、同項ただし書の規定により定められた取締役（以  
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下この章において「招集権者」という。）以外の取締役は、招集権者に対し、取締役会   

の目的である事項を示して、取締役会の招集を請求することができる。  

3 前項の規定による請求があった日から五日以内に、その請求があった日から二週間以   

内の日を取締役会の日とする取締役会の招集の通知が発せられない場合には、その請求   

をした取締役は、取締役会を招集することができる。   

（招集手続）  

第三百六十八条 取締役会を招集する者は、取締役会の日の一週間（これを下回る期間を   

定款で定めた場合にあっては、その期間）前までに、各取締役（監査役設置会社にあっ   

ては、各取締役及び各監査役）に対してその通知を発しなければならない。  

2 前項の規定にかかわらず、取締役会は、取締役（監査役設置会社にあっては、取締役   

及び監査役）の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催することがで   

きる。   

（理事会の決議の省略）  

第三十条の六 組合は、理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合に   

おいて、当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）   

の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案につい   

て異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったもの   

とみなす旨を定款で定めることができる。   

（理事会の議事録）  

第三十条の七 組合は、理事会の日（前条の規定により理事会の決議があったものとみな   

された日を含む。次項において同じ。）から十年間、第三十条の五第三項の議事録又は   

前条の意思表示を記載し、若しくは記録した書面若しくは電磁的記録（以下この粂にお   

いて「議事録等」という。）■をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

2 組合は、理事会の日から五年間、議事録等の写しをその従たる事務所に備え置かなけ   

ればならない。ただし、当該議事録等が電磁的記録をもって作成されている場合であつ   

て、従たる事務所における次項第二号に掲げる請求に応ずることを可能とするための措   

置として厚生労働省令で定めるものをとっているときは、この限りでない。  

3 組合員は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をする   

ことができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのにこれを拒んではな   

らない。   

一 議事録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲  

覧又は謄写の請求   

二 議事録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録され  

た事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

4 組合の債権者は、役員の責任を追及するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、   

組合に対し、議事録等について前項各号に掲げる請求をすることができる。  

5 裁判所は、前項の請求に係る閲覧又は謄写をすることにより、組合又はその子会社（第  
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二十八条第五項に規定する子会社をいう。以下同じ。）に著しい損害を及ぼすおそれが   

あると認めるときは、前項の許可をすることができない。  

6 第四項の許可については、会社法第八百六十八条第一項、第八百六十九条、第八百七   

十条（第一号に係る部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号に   

係る部分に限る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規定   

を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法   

（非訟事件の管轄）  

第八百六十八条 この法律の規定による非訟事件（次項から第五項までに規定する事件を   

除く。）は、会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

2一一5 （略）   

（疎明）  

第八百六十九条 この法律の規定による許可の申立てをする場合には、その原因となる事   

実を疎明しなければならない。   

（陳述の聴取）  

第八百七十条 裁判所は、この法律の規定（第二編第九章第二節を除く。）による非訟事   

件についての裁判のうち、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者   

（第四号及び第六号にあっては、申立人を除く。）の陳述を聴かなければならない。   

叫 この法律の規定により株式会社が作成し、又は備え置いた書面又は電磁的記録につ  

いての閲覧等の許可の申立てについての裁判 当該株式会社   

ニ～十五 （略）   

（理由の付記）  

第八百七十一条 この法律の規定による非訟事件についての裁判には、理由を付さなけれ   

ばならない。（ただし書 略）   

（即時抗告）  

第八百七十二条 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告を   

することができる。   

－～  三 （略）   

四 第八百七十条各号に掲げる裁判 申立人及び当該各号に定める者（同条第二号、第  

五号及び第七号に掲げる裁判にあっては、当該各号に定める者）   

（原裁判の執行停止）  

第八百七十三条 前条の即時抗告は、執行停止の効力を有する。（ただし書 略）  

（非訟事件手続法の規定の適用除外）  
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第八百七十五条 この法律の規定による非訟事件については、非訟事件手続法第十五条の   

規定は、適用しない。   

（最高裁判所規則）  

第八百七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による非訟事件の手続に   

関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。   

（理事会への報告の省略）  

第三十条の八 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通   

知したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。   

（代表理事）  

第三十条の九 理事会は、理事の中から組合を代表する理事（以下この章において「代表   

理事」という。）を選定しなければならない。  

2 代表理事は、組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。  

3 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。  

4 代表理事は、定款又は総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為   

の代理を他人に委任することができる。  

5 代表理事については、第三十条の二並びに会社法第三百五十粂及び第三百五十四条の   

規定を準用する。  

【準用条文】生協法   

（役員に欠員を生じた場合の措置）  

第三十条のこ この法律若しくは定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満了   

又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員とし   

ての権利義務を有する。  

2 役員が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあると   

きは、行政庁は、利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職務を行うべき者を   

選任することができる。  

［準用条文］会社法   

（代表者の行為についての損害賠償責任）  

第三百五十条 株式会社は、代表取締役その他の代表者がその職務を行うについて第三者   

に加えた損害を賠償する責任を負う。   

（表見代表取締役）  

第三百五十四条 株式会社は、代表取締役以外の取締役に社長、副社長その他株式会社を   

代表する権限を有するものと認められる名称を付した場合には、当該取締役がした行為   

について、善意の第三者に対してその責任を負う。  
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（役員の兼職禁止）  

第三十一条 監事は、理事又は組合の使用人と兼ねてはならない。   

（理事の自己契約等）  

第三十一条の二 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な   

事実を開示し、その承認を受けなければならない。   

一一 理事が自己又は第三者のために組合と取引をしようとするとき。   

二 組合が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において組合と当該理  

事との利益が相反する取引をしようとするとき。  

2 民法（明治二十九年法律第八十九号）第百八条の規定は、前項の承認を受けた同項第   

一一号の取引については、適用しない。  

3 第一項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な   

事実を理事会に報告しなければならない。   

（役員の組合に対する損害賠償責任）  

第三十一条の三 役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損   

害を賠償する責任を負う。  

2 前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に   

賛成した理事は、その行為をしたものとみなす。  

3 第一項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除することができない。  

4 前項の規定にかかわらず、第一項の責任は、当該役員が職務を行うにつき善意でかつ   

重大な過失がないときは、賠償の責任を負う額から当該役員がその在職中に組合から職   

務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の一年間当たりの額に相当する   

額として厚生労働省令で定める方法により算定される額に、次の各号に掲げる役員の区   

分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額を限度として、総会の   

決議によって免除することができる。   

一 代表理事 六   

二 代蓑理事以外の理事 四   

三 監事 二  

5 前項の場合には、理事は、同項の総会において次に掲げる事項を開示しなければなら   

ない。   

刑 責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額   

二 前項の規定により免除することができる額の限度及びその算定の根拠   

三 責任を免除すべき理由及び免除額  

6 理事は、第一項の責任の免除（理事の責任の免除に限る。）に関する議案を総会に提   

出するには、各監事の同意を得なければならない。  

7 第四項の決議があった場合において、組合が当該決議後に同項の役員に対し退職慰労   

金その他の厚生労働省令で定める財産上の利益を与えるときは、総会の承認を受けなけ   

ればならない。  
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（役員の第三者に対する損害賠償責任）  

第三十一条の四 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当   

該役員は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

2 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た   

だし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、   

この限りでない。   

一 理事 次に掲げる行為   

イ 第三十一条の七第一項及び第二項の規定により作成すべきものに記載し、又は記  

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

口 虚偽の登記  

ハ 虚偽の公告   

二 監事 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記  

録   

（役員の連帯責任）  

第三十一条の五 役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合におい   

て、他の役員も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とす   

る。   

（役員の責任を追及する訴え）  

第三十一条の六 痩員の責任を追及する訴えについては、会社法第七編第二章第二節（第   

八百四十七粂第二項、第八百四十九条第二項第二号及び第五項並びに第八百五十一条を   

除く。）の規定を準用する。この場合において、同法第八百四十七条第一項及び第四項   

中「法務省令Jとあるのは「厚生労働省令」と、同法第八百五十条第四項中「第五十五   

条、第百二十粂第五項、第四百二十四条（第四百 

を含む。）、第四百六十二条第三項（同項ただし書に規定する分配可能額を超えない部   

分について負う義務に係る部分に限る。）、第四百六十四条第二項及び第四百六十五条   

第二項」とあるのは「消費生活協同組合法第三十一条の三第三項」と読み替えるものと   

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

【準用条文］会社法（読み替え後）   

（責任追及等の訴え）  

第八百四十七条 六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）   

前から引き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めによりその権利を   

行使することができない単元未満株主を除く。）は、株式会社に対し、書面その他の厚   

生労働省令で定める方法により、発起人、設立時取締役、設立時監査役、役員等（第四   

百二十三条第一項に規定する役員等をいう。以下この条において同じ。）若しくは清算   

人の責任を追及する訴え、第百二十条第三項の利益の返還を求める訴え又は第二百十二   

条第一項若しくは第二百八十五条第一項の規定による支払を求める訴え（以下この節に   

おいて「責任追及等の訴え」という。）の提起を請求することができる。ただし、責任  
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追及等の訴えが当該株主若しくは第三者の不正な利益を図り又は当該株式会社に損害を   

加えることを目的とする場合は、この限りでない。  

2 （略）  

3 株式会社が第一項の規定による請求の日から六十日以内に責任追及等の訴えを提起し   

ないときは、当該請求をした株主は、抹式会社のために、責任追及等の訴えを提起する   

ことができる。  

4 株式会社は、第一項の規定による請求の日から六十日以内に責任追及等の訴えを提起   

しない場合において、当該請求をした株主又は同項の発起人、設立時取締役、設立時監   

査役、役員等若しくは清算人から請求を受けたときは、当該請未をした者に対し、遅滞   

なく、責任追及等の訴えを提起しない理由を書面その他の厚生労働省令で定める方法に   

より通知しなければならない。  

5 第一項及び第三項の規定にかかわらず、同項の期間の経過により株式会社に回復する   

ことができない損害が生ずるおそれがある場合には、第一項の株主は、株式会社のため   

に、直ちに責任追及等の訴えを提起することができる。ただし、同項ただし書に規定す   

る場合は、この限りでない。  

6 第三項又は前項の責任追及等の訴えは、訴訟の目的の価額の算定については、財産権   

上の請求でない請求に係る訴えとみなす。  

7 抹主が責任追及等の訴えを提起したときは、裁判所は、被告の申立てにより、当該株   

主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることができる。  

8 被告が前項の申立てをするには、責任追及等の訴えの提起が悪意によるものであるこ   

とを疎明しなければならない。   

（訴えの管轄）  

第八百四十八条 責任追及等の訴えは、株式会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の   

管轄に専属する。   

（訴訟参加）  

第八百四十九条 株主又は株式会社は、共同訴訟人として、又は当事者の一方を補助する   

ため、責任追及等の訴えに係る訴訟に参加することができる。ただし、不当に訴訟手続   

を遅延させることとなるとき、又は裁判所に対し過大な事務負担を及ぼすこととなると   

きは、この限りでない。  

2 抹式会社が、取締役（監査委員を除く。）、執行役及び清算人並びにこれらの看であ   

った者を補助するため、責任追及等の訴えに係る訴訟に参加するには、次の各号に掲げ   

る株式会社の区分に応じ、当該各号に定める者の同意を得なければならない。   

一 監査役設置会社 監査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、各監査役）   

二 （略）  

3 株主は、責任追及等の訴えを提起したときは、遅滞なく、抹式会社に対し、訴訟告知   

をしなければならない。  

4 抹式会社は、責任追及等の訴えを提起したとき、又は前項の訴訟告知を受けたときは、   

遅滞なく、その旨を公告し、又は株主に通知しなければならない。  
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5 （略）   

（和解）  

第八百五十条 民事訴訟法第二百六十七条の規定は、株式会社が責任追及等の訴えに係る   

訴訟における和解の当事者でない場合には、当該訴訟における訴訟の目的については、   

適用しない。ただし、当該株式会社の承認がある場合は、この限りでない。  

2 前項に規定する場合において、裁判所は、株式会社に対し、和解の内容を通知し、か   

つ、当該和解に異議があるときはこ週間以内に異議を述べるべき旨を催告しなければな   

らない。  

3 株式会社が前項の期間内に書面により異議を述べなかったときは、同項の規定による   

通知の内容で株主が和解をすることを承認したものとみなす。  

4 消費生活協同組合法第三十一条の三第三項の規定は、責任追及等の訴えに係る訴訟に   

おける和解をする場合には、適用しない。   

（株主でなくなった者の訴訟追行）  

第八百五十一条 （略）   

（費用等の請求）  

第八百五十二条 責任追及等の訴えを提起した株主が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合   

において、当該責任追及等の訴えに係る訴訟に関し、必要な費用（訴訟費用を除く。）   

を支出したとき又は弁護士若しくは弁護士法人に報酬を支払うべきときは、当該株式会   

社に対し、その費用の額の範囲内又はその報酬額の範囲内で相当と認められる額の支払   

を請求することができる。  

2 責任追及等の訴えを提起した株主が敗訴した場合であっても、悪意があったときを除   

き、当該株主は、当該株式会社に対し、これによって生じた損害を賠償する義務を負わ   

ない。  

3 前二項の規定は、第八百四十九条第一項の規定により同項の訴訟に参加した株主に   

ついて準用する。   

（再審の訴え）  

第八百五十三条 責任追及等の訴えが提起された場合において、原告及び被告が共謀して   

責任追及等の訴えに係る訴訟の目的である株式会社の権利を害する目的をもって判決を   

させたときは、株式会社又は株主は、確定した終局判決に対し、再審の訴えをもって、   

不服を申し立てることができる。  

2 前条の規定は、前項の再審の訴えについて準用する。   

（決算関係書類等の作成等）  

第三十一条の七 組合は、厚生労働省令で定めるところにより、その成立の日における貸   

借対照表を作成しなければならない。  

2 組合は、厚生労働省令で定めるところにより、各事業年度に係る決算関係書類（貸借  
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対照表、損益計算書及び剰余金処分案又は損失処理案をいう。以下同じ。）及び事業報   

告書並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない。  

3 決算関係書類及び事業報告書並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって作成   

することができる。  

4 組合は、決算関係書類を作成した暗から十年問、当該決算関係書類及びその附属明細   

書を保存しなければならない。  

5 第二項の決算関係書類及び事業報告書並びにこれらの附属明細書は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監事の監査を受けなければならない。  

6 前項の規定により監事の監査を受けた決算関係書類及び事業報告書並びにこれらの附   

属明細書（次条第一項の適用がある場合にあっては、同項の監査を受けたもの）は、理   

事会の承認を受けなければならない。  

7 理事は、通常総会の招集の通知に際して、．厚生労働省令で定めるところにより、組合   

員に対し、前項の承認を受けた決算関係書類及び事業報告書（監査報告及び次条第一項   

の適用がある場合にあっては、会計監査報告を含む。）を提供しなければならない。  

8 理事は、監事の意見を記載した書面又はこれに記載すべき事項を記録した電磁的記録   

を添付して決算関係書類及び事業報告書を通常総会に提出し、又は提供し、その承認を   

求めなければならない。  

9 組合は、各事業年度に係る決算関係書類等（決算関係書類及び事業報告書並びにこれ   

らの附属明細書（監査報告及び次条第一項の適用がある場合にあっては、会計監査報告   

を含む。）をいう。以下この条において同じ。）を、通常総会の会日の二週間前の日か   

ら五年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。  

10 組合は、決算関係書類等の写しを、通常総会の会目の二週間前の日から三年間、その   

従たる事務所に備え置かなければならない。ただし、決算関係書類等が電磁的記録で作   

成されている場合であって、従たる事務所における次項第三号及び第四号に掲げる請求   

に応ずることを可能とするための措置として厚生労働省令で定めるものをとっていると   

きは、この限りでない。  

11組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この■場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

一 決算関係書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写  

しの閲覧の請求   

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 決算関係書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記  

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求   

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組合の定めたものにより  

提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

12 組合員及び組合の債権者は、前項第二号又は第四号に掲げる請求をするには、組合の   

定めた費用を支払わなければならない。  

第三十一条の八 共済事業を行う消費生活協同組合であってその事業の規模が政令で定め  
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る基準を超えるもの又は共済事業を行う連合会は、決算関係書類及びその附属明細書に   

ついて、監事の監査のほか、厚生労働省令で定めるところにより、会計監査人の監査を   

受けなければならない。  

2 前項に規定する会計監査人の監査を要する組合については、会社法第四百三十九条及   

び第四百四十四条（第三項を除く。）の規定を準用する。この場合において、同法第四   

百三十九条並びに第四百四十四条第一項、第四項及び第六項中「法務省令」とあるのは  

「厚生労働省令Jと、同条第一項中「その子会社」とあるのは「その子会社等（消費生   

活協同組合法第五十三条の二第二項に規定する子会社等をいう。）」と、「作成すること   

ができる」とあるのは「作成しなければならない」と読み替えるものとするほか、必要   

な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文】会社法（読み替え後）   

（会計監査人設置会社の特則）  

第四百三十九条 会計監査人設置会社については、第四百三十六条第三項の承認を受けた   

計算書類が法令及び定款に従い株式会社の財産及び損益の状況を正しく表示しているも   

のとして厚生労働省令で定める要件に該当する場合には、前条第二項の規定は、適用し   

ない。この場合においては、取締役は、当該計算書類の内容を定時株主総会に報告しな   

ければならない。  

第四百四十四条 会計監査人設置会社は、厚生労働省令で定めるところにより、各事業年   

度に係る連結計算書類（当該会計監査人設置会社及びその子会社等（消費生活協同組合   

法第五十三条の二第二頓に規定する子会社等をいう。）から成る企業集団の財産及び損   

益の状況を示すために必要かつ適当なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以   
下同じ。）を作成しなければならない。  

2 連結計算書類は、電磁的記録をもって作成することができる。  

3 （略）  

4 連結計算書類は、厚生労働省令で定めるところにより、監査役（委員会設置会社にあ   

っては、監査委員会）及び会計監査人の監査を受けなければならない。  

5 会計監査人設置会社が取締役会設置会社である場合には、前項の監査を受けた連結計   

算書類は、取締役会の承認を受けなければならない。  

6 会計監査人設置会社が取締役会設置会社である場合には、取締役は、定時株主総会の   

招集の通知に際して、厚生労働省令で定めるところにより、株主に対し、前項の承認を   

受けた連結計算書類を提供しなければならない。  

7 次の各号に掲げる会計監査人設置会社においては、取締役は、当該各号に定める連結   

計算書類を定時株主総会に提出し、又は提供しなければならない。この場合においては、   

当該各号に定める連結計算書類の内容及び第四境の監査の結果を定時株主総会に報告し   

なければならない。   

一 取締役会設置会社である会計監査人設置会社 等五項の承認を受けた連結計算書類   

二 前号に掲げるもの以外の会計監査人設置会社 等四項の監査を受けた連結計算書類  
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3 会計監査人については、第二十九条の二並びに会社法第三百二十九条第一項、第三百   

三十七条、第三百三十八条第一項及び第二項、第三百三十九条、第三百四十条第一項か   

ら第三項まで、第三百四十四条第一項及び第二項、第三百四十五条第一項から第三項ま   

で、第三百九十六条第一項から第五項まで、第三百九十七条第一項及び第二項、第三百   

九十八条第一項及び第二項並びに第三百九十九条第一項の規定を準用する。この場合に   

おいて、同法第三百四十五条第一項及び第二項中「会計参与」とあるのは「会計監査人」   

と、同法第三百九十六条第一項及び第二項第二号中「法務省令」とあるのは「厚生労働   

省令」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］生協法   

く組合と役員との関係）  

第二十九条の二 組合と役員との関係は、委任に関する規定に従う。  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（選任）  

第三百二十九条 役員（取締役、会計参与及び監査役をいう。以下この節、第三百七十一   

条第四境及び第三百九十四条第三項において同じ。）及び会計監査人は、株主総会の決   

言義によって選任する。  

2 （略）   

（会計監査人の資格等）  

第三百三十七条 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければならない。  

2 会計監査人に選任された監査法人は、その社員の中から会計監査人の職務を行うべき   

者を選定し、これを株式会社に通知しなければならない。この場合においては、次項第   

二号に掲げる者を選定することはできない。  

3 次に掲げる者は、会計監査人となることができない。  

・一 公認会計士法の規定により、第四百三十五条第二項に規定する計算書類について監  

査をすることができない者   

二 株式会社の子会社若しくはその取締役、会計参与、監査役若しくは執行役から公認  

会計士若しくは監査法人の業務以外の業務により継続的な報酬を受けている音叉はそ  

の配偶者   

三 監査法人でその社員の半数以上が前号に掲げる看であるもの   

（会計監査人の任期）  

第三百三十八条 会計監査人の任期は、選任後一年以内に終了する事業年度のうち最終の   

ものに関する定時株主総会の終結の暗までとする。  

2 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該   

定時株主総会において再任されたものとみなす。  

3 （略）  
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（解任）  

第三百三十九条 役員及び会計監査人は、いつでも、株主総会の決議によって解任するこ   

とができる。  

2 前項の規定により解任された者は、その解任について正当な理由がある場合を除き、   

株式会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。   

（監査役等による会計監査人の解任）  

第三百四十条 一監査役は、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、その会計監査人   

を解任することができる。   

－ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。   

二 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。   

三 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと草。  

2 前項の規定による解任は、監査役が二人以上ある場合には、監査役の全員の同意によ   
って行わなければならない。  

3 第一項の規定により会計監査人を解任したときは、監査役（監査役が二人以上ある場   

合にあっては、監査役の互選によって定めた監査役）は、その旨及び解任の理由を解任   

後最初に招集される株主総会に報告しなければならない。  

4・5 （略）   

（会計監査人の選任に関する監査役の同意等）  

第三百四十四条 監査役設置会社においては、取締役は、次に掲げる行為をするには、監  

・査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、その過半数）の同意を得なければならな   

い。   

一 会計監査人の選任に関する議案を株主総会に提出すること。   

二 会計監査人の解任を株主総会の目的とすること。   

三 会計監査人を再任しないことを株主総会の目的とすること。  

2 監査役は、取締役に対し、次に掲げる行為をすることを請求することができる。   

一 会計監査人の選任に関する議案を株主総会に提出すること。   

ニ 会計監査人の選任又は解任を株主総会の目的とすること。   

三 会計監査人を再任しないことを株主総会の目的とすること。  

3 （略）   

（会計監査人等の選任等についての意見の陳述）  

第三百四十五条 会計監査人は、株主総会において、会計監査人の選任若しくは解任又は   

辞任について意見を述べることができる。  

2 会計監査人を辞任した者は、辞任後最初に招集される株主総会に出席して、辞任した   

旨及びその理由を述べることができる。  

3 取締役は、前項の者に対し、同項の株主総会を招集する旨及び第二百九十八条第一項   

第一号に掲げる事項を通知しな■ければならない。  

4－5 （略）  
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（会計監査人の権限等）  

第三百九十六条 会計監査人は、次章の定めるところにより、珠式会社の計算書類及びそ   

の附属明細書、臨時計算書頸並びに連結計算書類を監査する。この場合において、会計   

監査人は、厚生労働省令で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならな   

い。  

2 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は取締役及び会計   

参与並びに支配人その他の使用人に対し、会計に関する報告を求めることができる。   

一 会計帳簿又はこれに歯する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面   

二 会計帳簿女はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該  

電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したもの  

3 会計監査人は、その職務を行うため必要があるときは、会計監査人設置会社の子会社   

に対して会計に関する報告を求め、又は会計監査人設置会社若しくはその子会社の業務   

及び財産の状況の調査をすることができる。  

4 前項の子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告文は調査を拒むことができる。  

5 会計監査人は、その職務を行うに当たっては、次のいずれかに該当する者を使用して   

はならない。  

一 第三百三十七条第三項第一号又は第二号に掲げる者   

二 会計監査人設置会社又はその子会社の取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又  

は支配人その他の使用人である者   

三 会計監査人設置会社又はその子会社から公認会計士又は監査法人の業務以外の業務  

により継続的な報酬を受けている者  

6 （略）   

（監査役に対する報告）  

第三百九十七条 会計監査人は、その職務を行うに際して取締役の職務の執行に閲し不正   

の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見したときは、遅滞   

なく、これを監査役に報告しなければならない。  

2 監査役は、その職務を行うため必要があるときは、会計監査人に対し、その監査に関   

する報告を求めることができる。  

3・4 （略）   

（定時株主総会における会計監査人の意見の陳述）  

第三百九十八条 第三百九十六条第一頓に規定する書類が法令又は定款に適合するかどう   

かについて会計監査人が監査役と意見を異にするときは、会計監査人（会計監査人が監   

査法人である場合にあっては、その職務を行うべき社員。次項において同じ。）は、定   

時株主総会に出席して意見を述べることができる。  

2 定時株主総会において会計監査人の出席を求める決議があったときは、会計監査人は、   

定時株主総会に出席して意見を述べなければならない。  

3・4 （略）  
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（会計監査人の報酬等の決定に関する監査役の関与）  

第三百九十九条 取締役は、会計監査人又は一時会計監査人の職務を行うべき者の報酬等   

を定める場合には、監査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、その過半数）の同   

意を得なければならない。  

2・3 （略）  

4 会計監査人の責任については、第三十一条の三から第三十一条の五までの規定を準用   

する。この場合において、第三十一条の三第四項第三号及び第三十一条の四第二項第二   

号中「監事」とあるのは「監事又は会計監査人」と、同号中「監査報告jとあるのは「監   

査報告又は会計監査報告Jと、第三十一条の五中「役員」’とあるのは「役員又は会計監   

査人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。   

【準用条文］生協法（読み替え後）   

（役員の組合に対する損害賠償責任）  

第三十一条の三 役貞は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損   

害を賠償する責任を負う。  

2 前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に   

賛成した理事は、その行為をしたものとみなす。  

3 第一項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除することができない。  

4 前項の規定にかかわらず、第一項の責任は、当該役員が職務を行うにつき善意でかつ  

重大な過失がないときは、賠償の責任を負う額から当該役員がその在職中に組合から職  

務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の一年間当たりの額に相当する  

額として厚生労働省令で定める方法により算定される額に、次の各号に掲げる役員の区  

釧＝応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た嶺を限度として、総会の  

決議によって免除することができる。  

一 代表理事 六  

二 代表理事以外の理事 四  

三 監事又は会計監査人 二   

前項の場合には、理事は、同項の総会において次に掲げる事項を開示しなければなら  

ない。   

5
・
 
 

ー 責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額   

二 前項の規定により免除することができる額の限度及びその算定の根拠   

三 責任を免除すべこき理由及び免除額  

6 理事は、第一項の責任の免除（理事の責任の免除に限る。）に関する議案を総会に提   

出するには、各監事の同意を得なければならない。  

7 第五項の決諌があった場合において、組合が当該決議後に同項の役員に対し退職慰労   

金その他の厚生労働省令で定める財産上の利益を与えるときは、総会の承認を受けなけ   

ればならない。  
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（役員の第三者に対する損害賠償責任）  

第三十一条の四 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当   

該役員は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

2 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た   

だし、その昔が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、   

この限りでない。   

－一 理事 次に掲げる行為  

イ 第三十一条の七第一項及び第二項の規定により作成すべきものに記載し、又は記  

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

口 虚偽の登記  

ハ 虚偽の公告   

二 監事又は会計監査人 監査報告文は会計監査報告に記載し、又は記録すべき重要な  

事項についての虚偽の記載又は記録   

（役員の連帯責任）  

第三十一条の五 役員又は会計監査人が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負   

う場合において、他の役員又は会計監査人も当該損害を賠償する責任を負うときは、こ   

れらの者は、連帯債務者とする。  

5 会計監査人の責任を追及する訴えについては、第三十一条の六の規定を準用する。こ   

の場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］生協法   

（役員の責任を追及する訴え）  

第三十一条の六 役員の責任を追及する訴えについては、会社法第七編第二章第二節（第   

八百四十七条第二項、第八百四十九条第二項第二号及び第五項並びに第八百五十一条を   

除く。）の規定を準用する。この場合において、同法第八百四十七条第一項及び第四項   

中「法務省令」とあるのは「厚生労働省令」と、同法第八百五十条第四境中「第五十五   

条、第百二十条第五項、第四百二十四条（第四百八十六条第四項において準用する場合   

を含む。）、第四百六十二条第三項（同項ただし書に規定する分配可能額を超えない部   

分について負う義務に係る部分に限る。）、第四百六十四条第二項及び第四百六十五条   

第二項」とあるのは「消費生活協同組合法第三十一条の三第三項」と読み替えるものと   

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

第三十一条の九 会計監査人が欠けた場合又は定款で定めた会計監査人の員数が欠けた場   

合において、遅滞なく会計監査人が選任されないときは、監事は、一時会計監査人の職   

務を行うべき者を選任しなければならない。  

2 前項の一時会計監査人の職務を行うべき者については、会社法第三百三十七条及び第   

三百四十条第一項から第三項までの規定を準用する。  
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【準用条文】会社法   

（会計監査人の資格等）  

第三百三十七条 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければならない。  

2 会計監査人に選任された監査法人は、その社員の中から会計監査人の職務を行うぺき   

者を選定し、これを株式会社に通知しなければならない。この場合においては、次項第   

二号に掲げる者を選定することはできない。  

3 次に掲げる者は、会計監査人となることができない。   

一 公認会計士法の規定により、第四百三十五条第二項に規定する計算書類について監  

査をすることができない者．   

二 株式会社の子会社若しくはその取締役、会計参与、監査役若しくは執行役から公認  

会計士若しくは監査法人の業務以外の業務により推続的な報酬を受けている音叉はそ  

の一里偶者   

三 監査法人でその社員の半数以上が前号に掲げる看であるもの   

（監査役等による会計監査人の解任）  

第三百四十条 監査役は、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、その会計監査人   

を解任することができる。   

－ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。   

ニ 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。   

三 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。  

2 前項の規定による解任は、監査役が二人以上ある場合には、監査役の全員の同意によ   

って行わなければならない。  

3 第一項の規定により会計監査人を解任したときは、監査役（監査役が二人以上ある場   

合にあっては、監査役の互選によって定めた監査役）は、その旨及び解任の理由を解任   

後最初に招集される株主総会に報告しなければならない。  

4・5 （略）   

（会計帳簿等の作成等）  

第三十二条 組合は、厚生労働省令で定めるところにより、適時に、正確な会計l阪簿を作   

成しなければならない。  

2 組合は、会計帳簿の閉鎖の時から十年間、その会計帳簿及びその事業に関する重要な   

資料を保存しなければならない。  

3 組合員は、総組合員の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、   

その割合）以上の同意を得て、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

一 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面の   

閲覧又は謄写の帝求   

二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該  

電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧  
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又は謄写の請求   

（役員の解任）  

第三十三条 組合員は、総組合員の五分の－（これを下回る割合を定款で定めた場合にあ  

1）ては、その割合）以上の連署をもって、役員の解任を請求することができるものとし、   

その請求につき総会において出席者の過半数の同意があったときは、その請求に係ろ役   

員は、その職を失う。  

2 前項の規定による解任の請求は、解任の理由を記載した書面を組合に提出してしなけ   

ればならない。  

3 第一項の規定による解任の請求があった場合には、理事は、その請求を総会の議に付   

し、かつ、総会の会日から十日前までに、その請求に係る役員に前項の規定による書面   

を送付し、かつ、総会において弁明する機会を与えなければならない。  

4 前項の場合に？いては、第三十五条第二項及び第三十六条第二項の規定を準用する。   

この場合において、第三十五条第二項中「組合員が総組合員の五分の一（これを下回る   

割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の同意を得て、会議の目的たる事   

項及び招集の理由を記載した書面を理事会に提出して総会の招集を請求したとき」とあ   

るのは「第三十三条第一項の規定による役員の解任の請求があった場合」と、第三十六   

条第二項中「理事の職務を行う者がないとき、又は前条第二項の請求があった場合にお   

いて、」とあるのは「第三十三条第一項の規定による役員の解任の請求があった場合に   

おいて、理事の職務を行う者がないとき又は」と読み替えるものとする。  

［準用条文］生協法（読み替え後）  

第三十五条  

2 第三十三条第一項の規定による役員の解任の請求があった場合は、理事会は、その請   

求のあった日から二十日以内に、臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

第三十六条  

2 第三十三条第一項の規定による役員の解任の請求があった場合において、理事の職務   

を行う者がないとき又は理事が正当な理由がないのに総会招集の手続をしないときは、   

監事は、総会を招集しなければならない。   

（総会の招集）  

第三十四条 通常総会は、定款の定めるところにより、毎事業年度一回招集しなければな   

らない。  

第三十五条 臨時総会は、必要があるときは、定款の定めるところにより、いつでも招集   

することができる。  

2 組合員が総組合員の五分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ   

の割合）以上の同意を得て、会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事   

会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった日から二十日  
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以内に臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

3 前項の場合において、電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定めら   

れているときは、当該書面の提出に代えて、当該書面に記載すべき事項及び理由を当該   

電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該組合員は、当該書面   

を提出したものとみなす。  

4．前項前段の電磁的方法（厚生労働省令で定める方法を除く。）により行われた当該書   

面に記載すべき事項及び理由の提供は、理事会の使用に係る電子計算機に備えられたフ   

ァイルへの記録がされた時に当該理事会に到達したものとみなす。  

第三十六条 総会は、この法律に別段の定めがある場合を除き、理事が招集する。  

2 理事の職務を行う者がないとき、又は前条第二項の請求があった場合において、理事   

が正当な理由がないのに総会招集の手続をしないときは、監事は、総会を招集しなけれ   

ばならない。   

（総会招集の手続）  

第三十七条 理事（理事以外が総会を招集する場合にあっては、その者。次条において「総   

会招集者」という。）は、総会を招集する場合には、次に掲げる事項を定めなければな   

らない。   

一 総会の日時及び場所   

二 総会の目的である事項があるときは、当該事項   

三 前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項  

2 前項各号に掲げる事項の決定は、前条第二項（第三十三条第四項において準用する場   

合を含む。）又は第四十七条の二第四項の規定により監事が総会を招集するときを除き、   

理事会の決議によらなければならない。  

第三十八粂 総会を招集するには、総会招集者は、その総会の会日の十日前までに 、組合   

員に対して書面をもってその通知を発しなければならない。  

2 総会招集者は、前項の書面による通知の発出に代えて、厚生労働省令で定めるところ   

により、組合員の承諾を待て、電磁的方法により通知を発することができる。この場合   

において、当該総会招集者は、同項の書面による通知を発したものとみなす。  

3 前二項の通知には、前条第一項各号に掲げる事項を記載し、又は記録しなければなら   

ない。   

（通知文は催告）  

第三十九条 組合の組合員に対してする通知又は催告は、組合員名簿に記載し、又は記録   

したその者の住所に、その者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を組合に通知   

したときは、その場所又は連絡先にあてて発すれば足りる。  

2 組合員及び組合の債権者は、前項に掲げる書類の閲覧を求めることができる。  

（総会の議決事項）  
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第四十条 次の事項は、総会の議決を経なければならない。   

一一 定款の変更   

規約の設定、変更及び廃止   

三 組合の解散及び合併   

四 毎事業年度の事業計画の設定及び変更   

五 収支予算   

六 出資一口の金額の減少   

七 事業報告書並びに決算関係書類その他組合の財産及び損益の状況を示すために必要  

かつ適当なものとして厚生労働省令で定めるもの   

八 組合員の除名及び役員の解任   

九 連合会への加入又は脱退   

十 その他定款で定める事項  

2 総会においては、第三十八条第一項又は第二項の規定により、あらかじめ通知した事   

項についてのみ議決をすることができる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、こ   

の限りでない。  

3 規約の変更のうち、軽微な事項その他の厚生労働省令で定める事項に係るものについ   

ては、第一項の規定にかかわらず、定款で、総会の議決を経ることを要しないものとす   

ることができる。この場合においては、総会の議決を経ることを要しない事項の範囲及   

び当該変更の内容の組合員に対する通知、公告その他の周知の方法を定款で定めなけれ   

ばならない。  

4 定款の変更（厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）は、行政庁の認可を受   

けなければ、その効力を生じない。  

5 第二十六条の三第一項に規定する規約の設定、変更又は廃止は、行政庁の認可を受け   

なければ、その効力を生じない。  

6 第二十六条の四に規定する規約の設定、変更又は廃止は、行政庁の認可を受けなけれ   

ば、その効力を生じない。   

7 共済事業に係る第四項及び第五項の認可並びに貸付事業に係る第四項及び前項の認可   

については第五十八条の規定を、これらの事業以外の事業に係る第四項の認可について   

は同条及び第五十九条の規定を準用する。   

8 組合は、第四項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞な   

くその旨を行政庁に届け出なければならない。   

（総会の通常議決方法）  

第四十一条 総会の議事は、この法律又は定款若しくは規約に特別の定めのある場合を除   

いて、出席者の議決権の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところ   

による。  

2 議長は、総会において、そのつど、これを選任する。  

3 議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。  

（総会の特別議決方法）  
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第四十二条 次の事項は、総組合員の半数以上が出席し、その議決権の三分の二以上の多   

数による議決を必要とする。   

一 定款の変更   

二 組合の解散及び合併   

三 組合員の除名   

四 事業の全部の譲渡、第五十粂の二第一項の規定による共済事業の全部の譲渡及び同  

条第二項の規定による共済契約の全部の移転   

五 第三十一条の三第四項（第三十一条の八第四項において準用する場合を含む。）の  

規定による責任の免除   

（役員の説明義務）  

第四十三条 役員は、総会において、組合員から特定の事項について説明を求められた場   

合には、当該事項について必要な説明をしなければならない。ただし、当該事項が総会   

の目的である事項に閲しないものである場合、その説明をすることにより組合員の共同   

の利益を著しく害する場合その他正当な理由がある場合として厚生労働省令で定める場   

合は、この限りでない。   

（延期又は続行の決議）  

第四十四条 総会においてその延期又は続行について決議があった場合には、第三十七条   

及び第三十八条の規定は、適用しない。   

（総会のち義事録）  

第四十五条 総会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成   

しなければならない。  

2 組合は、総会の会日から十年間、前項の議事録をその主たる事務所に備え置かなけれ   

ばならない。  

3 組合は、総会の全日から去年間、第一項の議事録の写しをその従たる事務所に備え置   

かなければならない。ただし、当該議事録が電磁的記録をもって作成されている場合で   

あって、従たる事務所における次項第二号に掲げる請求に応ずることを可能とするため   

の措置として厚生労働省令で定めるものをとっているときは、この限りでない。  

4 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

一 第一項の議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写  

しの閲覧又は謄写の請求   

二 第一項の議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記   

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求   

（総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴え）  

第四十六条 総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについては、会社  
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法第八百三十条、第八百三十一条、第八百三十四条（第十六号及び第十七号に係る部分  

に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条第一項及び第三項、第八百三十七  

条、第八百三十八条並びに第八百四十六条の規定を準用する。この場合において、同法  

第八百三十一条第仙項中「株主等（当該各号の株主総会等が創立総会又は種類創立総会  

である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設立時監査役）」とあ  

るのは、「組合員、理事、監事又は清算人」と読み替えるものとするほか、必要な技術  

的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）  

第八百三十条 抹主総会若しくは種類抹主総会又は創立総会若しくは種類創立総会（以下   

この節及び第九百三十七条第一項第一号トにおいて「株主総会等」という。）の決議に   

ついては、決議が存在しないことの確認をJ訴えをもって請求することができる。 

2 株主総会等の決議については、決議の内容が法令に違反することを理由として、決議   

が無効であることの確認を、訴えをもって請求することができる。   

（株主総会等の決議の取消しの訴え）  

第八百三十一条 次の各号に掲げる場合には、組合員、理事、監事又は清算人は、抹主総   

会等の決議の日から三箇月以内に、訴えをもって当該決議の取消しを請求することがで   

きる。当該決議の取消しにより理事、監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類   

株主総会の決議である場合にあっては消費生活協同組合法第三十条の二（同法第七十二   

条において準用する場合を含む。）の規定により理事、監査役又は清算人としての権利   

義務を有する者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっ   

ては設立時取締役又は設立時監査役を含む。）となる者も、同様とする。   

一 株主総会等の招集の手続又は決議の方法が法令若しくは定款に違反し、又は著しく  

不公正なとき。   

二 抹主総会等の決議の内容が定款に違反するとき。   

三 株主総会等の決議について特別の利害関係を有する者が議決権を行使したことによ  

って、著しく不当な決議がされたとき。  

2 前項の訴えの提起があった場合において、株主総会等の招集の手続又は決議の方法が   

法令又は定款に違反するときであっても、裁判所は、その違反する事実が重大でなく、   

かつ、決議に影響を及ぼさないものであると認めるときは、同項の規定による請求を棄   

却することができる。   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

十大 株主総会等の決議が存在しないこと又は株主総会等の決議の内容が法令に違反す  

ることを理由として当該決議が無効であることの確認の訴え 当該株式会社   

十七 株主総会等の決議の取消しの訴え 当該株式会社＿  
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（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組軌こ関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が理事、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は当   

該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2  く略）  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時  

l±係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十大条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。   

（総代会）  

第四十七条 五百人以上の組合員を有する組合は、定款の定めるところにより、総会に代   

わるべき総代会を設けることができる。  

2 総代は、定款の定めるところにより、組合員のうちからこれを選挙する。  

3 総代の定数は、その選挙の時における組合員の総数の十分の一（組合員の総数が千人   

を超える組合にあっては、百人）以上でなければならない。  

4 総代の選挙については、第二十八条第七項及び第八項の規定を準用する。  

5 総代の任期は、三年以内において定款で定める期間とする。  

6 総代会には、総会に関する規定を準用する。この場合において、第十七粂第二項ただ   

し書中「組合員又は組合員と同一の世帯に属する者」とあるのは「組合員」と、同条第   

五項中「十人」とあるのは「三人」と読み替えるものとする。・  
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［準用条文］生協法（読み替え後）   

（議決権及び選挙権）  

第十七条  

2 組合員は、定款の定めるところにより、第三十七条のこ第一項又は第二項の規定によ   

り、あらかじめ通知のあった事項につき書面又は代理人をもって、議決権又は選挙権を   

行うことができる。ただし、組合員でなければ代理人となることができない。  

5 代理人は、三人以上の組合員を代理することができない。  

7 総代会においては、前項の規定にかかわらず、総代の選挙をすることができない。  

第四十七条の二 総代会において組合の解散又は合併の議決があったときは、理事は、当   

該議決の日から十日以内に、組合員に当該議決の内容を通知しなければならない。  

2 組合員が総組合員の五分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ   

の割合）以上の同意を得て、会議の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を理   

事会に提出して、総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった目から三   

週間以内に総会を招集すべきことを決しなければならない。この場合において、書面の   

提出は、前項の通知に係る事項についての総代会の議決の目から一月以内にしなければ   

ならない。  

3 前項の規定による書面の提出については、第三十五条第三項及び第四項の規定を準用   

する。  

4 第二項の請求の日から二週間以内に理事が正当な理由がないのに総会招集の手続をし   

ないときは、監事は、総会を招集しなければならない。  

5 第二項又は前項の総会において第一項の通知に係る事項を承認しなかった場合には、   

当該事項についての総代会の議決は、その効力を失う。   

（家族の発言権）  

第四十八条 消費生活協同組合の組合員と同一の世帯に属する者は、定款の定めるところ   

により、総会に出席し発言することができる。ただし、第十七条第二項の規定による場   

合を除くほか、議決権及び選挙権を有しない。   

（出資一口の金額の減少の手続）  

第四十九条 組合は、出資一口の金額の減少を議決したときは、その議決の日から二週間   

以内に財産目録及び貸借対照表を作成し、かつ、これらをその主たる事務所に備え置か   

なければならない。  

2 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

一 前項の財産目録及び貸借対照表が書面をもって作成されているときは、当該書面の  
閲覧の請求   

二 前項の財産目録及び貸借対照表が電磁的記録をもって作成されているときは、当該  
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電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧  

の請求  

3 組合は、第一項の期間内に、債権者に対して、次に掲げる事項を官報に公告し、かつ、   

知れている債権者（政令で定めるものを除く。）には、各別にこれを催告しなければな   

らない。   

一 出資一口の金額の減少の内容   

二 債権者が一定の期間内に異議を述べることができる旨  

4 前項第二号の一定の期間は、一月を下ってはならない。  

5 第三項の規定にかかわらず、組合が同項の規定による公告を、官報のほか、第二十六   

条第三項の規定による定款の定めに従い、同項第二号又は第三号のいずれかに掲げる公   

告方法によりするときは、第三項の規定による各別の催告は、することを要しない。  

第四十九条の二 債権者が前条第三項第二号の一定の期間内に異議を述べなかったとき   

は、出資一口の金額の減少を承認したものとみなす。  

2 債権者が異議を述べたときは、組合は、弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はそ   

の債権者に弁済を受けさせることを目的として、信託会社等（信託会社（信託業法（平   

成十六年法律第百五十四号）第二粂第二項に規定する信託会社をいう。）及び信託業務   

を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三   

号）第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう。）をいう。）に相当の財産を信託し   

なければならない。ただし、出資一口の金額の減少をしてもその債権者を害するおそれ   

がないときは、この限りでない。   

（出資一口の金額の減少の無効の訴え）  

第五十条 組合の出資一口の金額の減少の無効の訴えについては、会社法第八百二十八条   

第一項（第五号に係る部分に限る。）及び第二項（第五号に係る部分に限る。）、第八百   

三十四条（第五号に係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条から   

第八百三十九条まで並びに第八百四十六条の規定を準用する。この場合において、必要   

な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法   

（会社の組織に関する行為の無効の訴え）  

第八百二十八条 次の各号に掲げる行為の無効は、当該各号に定める期間に、訴えをもっ   

てのみ主張することができる。   

五 秩式会社における資本金の鎮の減少 資本金の額の減少の効力が生じた日から六箇  

月以内  

2 次の各号に掲げる行為の無効の訴えは、当該各号に定める者に限り、提起することが   

できる。   

五 前項第五号に掲げる行為 当該株式会社の株主等、破産管財人又は資本金の額の減  

少について承認をしなかった債権者  
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（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

五 株式会社における資本金の額の減少の無効の訴え 当該株式会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 前項の規定は、会社の組織に関する訴えであって、債権者が提起することができるも   

のについて準用する。  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（無効又は取消しの判決の効力）  

第八百三十九条 会社の組織に関する訴え（第八百三十四条第一号から第十二号まで、第   

十八号及び第十九号に掲げる訴えに限る。）に係る請求を認容する判決が確定したとき   

は、当該判決において無効とされ、又は取り消された行為（当該行為によって会社が設   

立された場合にあっては当該設立を含み、当該行為に際して株式又は新株予約権が交付   

された場合にあっては当該株式又は新株予約権を含む。）は、将来に向かってその効力   

を失う。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。  
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（共済事業の譲渡等）  

第五十粂の二 共済事業を行う組合が共済事業（この事業に附帯する事業を含む。以下こ   

の条において同じ。）の全部又は一部を譲渡するには、総会の議決によらなければなら   

ない。  

2 共済事業を行う組合は、総会の議決により契約をもって責任準備金の算出の基礎が同   

じである共済契約の全部を包括して、共済事業を行う他の組合に移転することができる。  

3 共済事業を行う組合は、前項に規定する共済契約を移転する契約をもって共済事業に   

係る財産を移転することを定めることができる。  

4 第一項に規定する共済事業の全部又は一部の譲渡及び前項に規定する共済事業に係る   

財産の移転については、第四十九条から前条までの規定を準用する。  

5 第一項の規定により組合がその共済事業の全部若しくは一部を譲渡したとき、又は第   

二項の規定により組合がその葵済事業に係る共済契約の全部を包括して移転したとき   

は、遅滞なく、その旨を行政庁に届け出なければならない。   

（区分経理）  

第五十条の三 共済事業を行う組合は、共済事業に係る経理とその他の経理とを区分しな   

ければならない。  

2 共済事業のうち責任共済等の事業を行う組合は、当該事業に係る経理とその他の経理   

とを区分しなければならない。  

3 第十条第一項第六号又は第七号の事業のうち、病院又は診療所を営む事業、介護保険   

法（平成九年法律第首二十三号）第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者   

の指定を受けて実施する事業その他の厚生労働省令で定める事業を行う組合は、当該事   

業（当該事業から生じた利益をその財振に充てることが適当な事業であって厚生労働省   

令で定めるものを併せ行う場合には、当該併せ行う事業を含む。第五十一条のこにおい   

て「医療福祉等事業」という。）に係る経理とその他の経理とを区分しなければならな   

い。   

（共済事業に係る経理の他の経理への資金運用等の禁止）  

第五十条の四 組合は、共済事業に係る経理からそれ以外の事業に係る経理へ資金を運用   

し、又は共済事業に係る経理に属する資産を担保に供してそれ以外の事業に係る経理に   

属する資金を調達してはならない。ただし、厚生労働大臣の承認を受けた場合は、この   

限りでない。  

2 地域又は職域が都道府県の区域内の組合に係る前項の承認の申請は、当該都道府県の   

知事を経由して行わなければならない。   

（健全性の基準）  

第五十条の五 行政庁は、共済事業を行う消費生活協同組合であってその組合員の総数が   

政令で定める基準を超えるもの又は共済事業を行う連合会の共済事業の健全な運営に資   

するため、次に掲げる額を用いて、当該組合の経営の健全性を判断するための基準とし  
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て共済金、返戻金その他の給付金（以下「共済金等」という。）の支払能力の充実の状  

況が適当であるかどうかの基準その他の基準を定めることができる。  

一一 出資の総額、準備金の額その他の厚生労働省令で定めるものの額を用いて厚生労働   

省令で定めるところにより計算した額  

二 共済契約に係る共済事故の発生その他の理由により発生し得る危険であって通常の   

予測を超えるものに対応する額として厚生労働省令で定めるところにより計算した額   

（共済事業の健全かつ適切な運営の確保）  

第五十条の六 共済事業を行う組合は、この法律及び他の法律に定めるもののほか、厚生   

労働省令で定めるところにより、その共済事業に係る重要な事項の利用者への説明、そ   

の共済事業に関して取得した利用者に関する情報の適正な取扱い、その共済事業を第三   

者に委託する場合における当該共済事業の的確な遂行その他の共済事業の健全かつ適切   

な運営を確保するための措置を講じなければならない。   

（責任準備金）  

第五十条の七 共済事業を行う組合は、毎事業年度末において、その事業の種類ごとに、   

共済契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、厚生労働省令で定めるところ   

により、責任準備金を積み立てなければならない。   

（支払備金）  

第五十条の八 共済事業を行う組合は、毎事業年度末において、共済金等で、共済契約に   

基づいて支払義務が発生したものその他これに準ずるものとして厚生労働省令で定める   

ものがある場合であって、共済金等の支出として計上していないものがあるときは、厚   

生労働省令で定めるところにより、支払備金を積み立てなければならない。   

（価格変動準備金）  

第五十条の九 共済事業を行う組合は、毎事業年度末において、 その所有する資産で第五   

十条の三第一項の規定により共済事業に係るものとして区分された経理に属するものの   

うちに、価格変動による損失が生じ得るものとして厚生労働省令で定める資産（次項に   

おいて「特定資産」という。）があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、価   

格変動準備金を積み立てなければならない。ただし、その全部又は一部の金額について   

積立てをしないことについて行政庁の認可を受けた場合における当該認・可を受けた金額   

については、この限りでない。  

2 前項の価格変動準備金は、特定資産の売買等による損失（売買、評価換え及び外国為   

替相場の変動による損失並びに償還損をいう。）の額が特定資産の売買等による利益（売   

買、評価換え及び外国為替相場の変動による利益並びに償還益をいう。）の額を超える   

場合においてその差額のてん補に充てる場合を除いては、取り崩してはならない。ただ   

し、行政庁の認可を受けたときは、この限りでない。  

（契約者割戻し）  
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第五十条の十 共済事業を行う組合は、契約者割戻し（共済契約者に対し、共済掛金及び   

共済掛金として収受する金銭を運用することによって得られる収益のうち、共済金等の   

支払、事業費の支出その他の費用に充てられないものの全部又は一部を分配することを   

第二十六条の三第一項の規約で定めている場合において、その分配をいう。以下同じ。）   

を行う場合は、公正かつ衡平な分配をするための基準として厚生労働省令で定める基準   

に従い、行わなければならない。  

2 契約者割戻しに充てるための準備金の積立てその他契約者割戻しに閲し必要な事項   

は、厚生労働省令で定める。   

（共済計理人の連任等）  

第五十粂の十一 共済事業を行う組合（厚生労働省令で定める要件に該当する組合を除   

く。）は、理事会において共済計理人を選任し、共済掛金の算出方法その他の事項に係   

る共済の数理に関する事項として厚生労働省令で定めるものに関与させなければならな   

い。  

2 共済計理人は、共済の数理に関して必要な知識及び経験を有する者として厚生労働省   

令で定める要件に該当する者でなければならない。  

第五十条の十二 共済計理人は、毎事業年度末において、次に掲げる事項について、厚生   

労働省令で定めるところにより確認し、その結果を記載した意見書を理事会に提出しな   

ければならない。   

－ 厚生労働省令で定める共済契約に係る責任準備金が健全な共済の数埋に基づいて積  

み立てられているかどうか。   

二 契約者割戻しが公正かつ衡平に行われているかどうか。   

三 その他厚生労働省令で定める事項  

2 共済計理人は、前項の意見書を理事会に提出したときは、遅滞なく、その写しを行政   

庁に提出しなければならない。  

3 行政庁は、共済計理人に対し、前項の意見書の写しについて説明を求め、そ■の他その   

職務に属する事項について意見を求めることができる。  

4 前三項に定めるもののほか、第一項の意見書に閲し必要な事項は、厚生労働省令で定   

める。  

第五十条の十三 行政庁は、共済計理人が、この法律又はこの法律に基づいてする行政庁   

の処分に違反したときは、当該組合に対し、その解任を命ずることができる。   

（資産運用の方法等）  

第五十粂の十四 共済事業を行う組合は、その資産のうち第五十条の三第一項の規定によ   

り共済事業に係るものとして区分された経理に属するものを厚生労働省令で定める方法   

及び割合以外の方法及び割合で運用してはならない。ただし、厚生労働大臣の承認を受   

けたときは、この限りでない。  

2 第五十条の四第二項の規定は、前項の承認の申請に準用する。  
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（貸付事業を行う組合の純資産額）  

第五十一条 貸付事業を行う組合（職域による消費生活協同組合であってその組合員の総   

数が政令で定める基準を超えないものを除く。）の純資産額は、当該貸付事業を適正に   

実施するため必要かつ適当なものとして政令で定める金額以上でなければならない。  

2 前項の政令で定める金額は、五千万円を下回ってはならない。  

3 第一項の純資産額は、厚生労働省令で定めるところにより計算するものとする。   

（医療福祉等事業に関する積立金）  

第五十一条の二 組合は、医療福祉等事業に関し、毎事業年度、損益計算において利益を   

生じたときは、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残   

余の額は、積立金として整理しなければならない。  

2 前項の積立金は、医療福祉等事業の費用に充てる場合を除いては、取り崩してはなら   

ない。   

（会計の原則）  

第五十一条の三 組合の会計は、一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものとす   

る。   

（剰余金の積立て等）  

第五十一条の四 組合は、定款で定める額に達するまでは、毎事業年度の剰余金の十分の  

－（共済事業を行う組合にあっては、五分の－）以上を準備金として積み立てなければ   

ならない。  

2 前項の定款で定める準備金の額は、出資総額の二分の－（共済事業を行う組合にあつ   

ては、出資総額）を下ってはならない。  

3 第一項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を除いてこれを取り崩してはならない。  

4 組合は、毎事業年度の剰余金の二十分の一以上を翌事業年度に繰り越さなければなら   

ない。  

5 前項の規定により繰り越した剰余金は、第十条第一項第五号の事業の費用に充てるも   

のとする。ただし、その剰余金の全部又は一部を、組合員が相互の協力の下に地域にお   

いて行う子育て支援、家事に係る援助その他の活動であって組合員の生活の改善及び文   

化の向上に資するものを助成する事業の費用に充てることを妨げない。   

（剰余金の割戻し）  

第五十二条 組合は、損失をてん補し、前条に定める金額を控除した後でなければ剰余金   

を割り戻してはならない。  

2 剰余金の割戻しは、定款の定めるところにより、組合員の組合事業の利用分量又は払   

い込んだ出資額に応ずるほか、これを行ってはならない。  

3 組合が組合員の利用分量に応じて剰余金の割戻しを行うときは、事業別にその率を定   

めることができる。  
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4 組合が払い込んだ出資額に応じて剰余金の割戻しを行うときは、年一割を超えてはな   

らない。   

（剰余金の払込充当）  

第五十三条 組合は、組合員が期日の到来した出資の払込みを終えるまで、その組合員に   

割り戻すべき剰余金をその払込みに充てることができる。   

（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）  

第五十三条の二 共済事業を行う組合は、毎事業年度、業務及び財産の状況に関する事項   

として厚生労働省令で定めるものを記載した説明書類を作成し、当該組合の事務所（主   

として共済事業以外の事業の用に供される事務所その他の厚生労働省令で定める事務所   

を除く。以下この粂において同じ。）に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない。  

2 前項の組合が子会社その他当該組合と厚生労働省令で定める特殊の関係にある者（以   

下「子会社等」という。）を有する場合には、当該組合は、毎事業年度、同項の説明書   

類のほか、当該組合及び当該子会社等の業務及び財産の状況に関する事項として厚生労   

働省令で定めるものを当該組合及び当該子会社等につき連結して記載した説明書類を作   

成し、当該組合の事務所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない。  

3 前二項に規定する説明書類は、電磁的記録をもって作成することができる。  

4 第一項又は第二項に規定する説明書類が電磁的記録をもって作成されているときは、   

組合の事務所において、当該電磁的記録に記録された情報を電磁的方法により不特定多   

数の者が提供を受けることができる状態に置く措置として厚生労働省令で定めるものを   

とることができる。この場合においては、これらの規定に規定する説明書類を、これら   

の規定により備え置き、公衆の縦覧に供したものとみなす。  

5 前各項に定めるもののほか、第一項又は第二項の説明書類を公衆の縦覧に供する期間   

その他これらの規定の適用に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

6 第一項の組合は、同項又は第二項に規定する事項のほか、共済事業の利用者が当該組   

合及び当該子会社等の業務及び財産の状況を知るために参考となるべき事項の開示に努   

めなければならない。   

（財務基準）  

第五十三条の三 第五十条の三から前条までに定めるもののほか、組合がその財務を適正   

に処理するために必要な事項は、厚生労働省令で定める。・  

第四章の二 共済契約に係る契約条件の変更   

（契約条件の変吏の申出）  

第五十三条の四 共済事業を行う組合は、その業務又は財産の状況に照らしてその共済事   

業の継続が困難となる蓋然性がある場合には、行政庁に対し、当該組合に係る共済契約   

（変更対象外契約を除く。）について共済金額の削減その他の契約条項の変更（以下こ  
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の章において「契約条件の変更」という。）を行う旨の申出をすることができる。  

2 前項の組合は、同項の申出をする場合には、契約条件の変更を行わなければ共済事業   

の継続が困難となる蓋然性があり、共済契約者等の保護のため契約条件の変更がやむを   

得ない旨及びその理由を、書面をもって示さなければならない。  

3 行政庁は、第一項の申出に理由があると認めるときは、その申出を承認するものとす   

る。  

4 第一項に規定する「変更対象外契約」とは、契約条件の変更の基準となる日において   

既に共済事故が発生している共済契約（当該共済事故に係る共済金の支払により消滅す   

ることとなるものに限る。）その他の政令で定める共済契約をいう。   

（業務の停止等）  

第五十三条の五 行政庁は、前条第三項の規定による承認をした場合において、共済契約   

者等の保護のため必要があると認めるときは、当該組合に対し、期間を定めて、共済契   

約の解約に係る業務の停止その他必要な措置を命ずることができる。   

（契約条件の変更の限度）  

第五十三条の六 契約条件の変更は、契約条件の変更の基準となる日までに積み立てるべ   

き責任準備金に対応する共済契約に係る権利に影響を及ぼすものであってはならない。  

2 契約条件の変更によって変更される共済金等の計算の基礎となる予定利率について   

は、共済契約者等の保護の見地から共済事業を行う組合の資産の運用の状況その他の事   

情を勘案して政令で定める率を下回ってはならない。   

（契約条件の変更の議決）  

第五十三条の七 共済事業を行う組合は、契約条件の変更を行おうとするときは、第五十   

三条の四第三項の規定による承認を得た後、契約条件の変更につき、総会の議決を経な   

ければならない。  

2 前項の議決には、第四十二条の規定を準用する。  

3 第一項の議決を行う場合には、同項の組合は、第三十八条第一項又は第二項の通知に   

おいて、会議の目的たる事項のほか、契約条件の変更がやむを得ない理由、契約条件の   

変更の内容、契約条件の変更後の業務及び財産の状況の予測、共済契約者等以外の債権   

者に対する債務の取扱いに関する事項、経営責任に関する事項その他の厚生労働省令で   

定める事項を示さなければならない。  

4 第一項の議決を行う場合において、契約条件の変更に係る共済契約に関する契約者割   

戻しその他の金銭の支払に関する方針があるときは、前項の通知において、その内容を   

示さなければならない。  

5 前項の方針については、その内容を定款に記載し、又は記録しなければならない。   

（契約条件の変更における総会の特別議決等に関する特例）  

第五十三条の八 前条第一項の議決又はこれとともに行う第四十二条第一号、第二号若し   

くは第四号に掲げる事項に係る議決は、同条（前条第二項において準用する場合を含む。）  
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の規定にかかわらず、出席した組合員の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、   

仮にすることができる。  

2 前項の規定により仮にした議決（以下この条において「仮議決」という。）があった   

場合においては、組合員に対し、当該仮議決の趣旨を通知し、当該仮議決の日から一月   

以内に再度の総会を招集しなければならない。  

3 前項の総会において第一項に規定する多数をもって仮議決を承認した場合には、当該   

承認のあった時に、当該仮議決をした事項に係る議決があったものとみなす。   

（契約条件の変更に係る書面の備置き等）  

第五十三条の九 共済事業を行う組合は、第五十三条の七第一項の議決を行うべき日の二   

週間前から第五十三条の十四第一項の規定による公告の日まで、契約条件の変更がやむ   

を得ない理由、契約条件の変更の内容、契約条件の変更後の業務及び財産の状況の予測、   

共済契約者等以外の債権者に対する債務の取扱いに関する事項、経営責任に関する事項   

その他の厚生労働省令で定める事項並びに第五十三条の七第四項の方針がある場合にあ   

ってはその方針を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録をその各事務所に備え置か   

なければならない。  

2 組合員及び共済契約者は、組合に対して、その実務取扱時間内は、いつでも、次に掲   

げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当   

該組合の定めた費用を支払わなければならない。   

－・前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組合の定めたものにより  

提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（共済調査人）  

第五十三条の十 行政庁は、第五十三条の四第三項の規定による承認をした場合において、   

必要があると認めるときは、共済調査人を選任し、共済調査人をして、契約条件の変更   

の内容その他の事項を調査させることができる。  

2 前項の場合においては、行政庁は、共済調査人が調査すべき事項及び行政庁に対して   

調査の結果の報告をすべき期限を定めなければならない。  

3 行政庁は、共済調査人が調査を適切に行っていないと認めるときは、共済調査人を解   

任することができる。  

4 共済調査人については、民事再生法第六十条及び第六十一条第一項の規定を準用する。   

この場合において、同項中「裁判所」とあるのは、「行政庁」と読み替えるものとする。  

〔準用条文］民事再生法（読み替え後）   

（監督委員の注意義務）  

第六十条 監督委員は、善良な管理者の注意をもって、その職務を行わなければならない。  
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2 監督委員が前項の注意を怠ったときは、その監督委員は、利害関係人に対し、連帯し   

て損害を賠償する責めに任ずる。   

（監督委員の報酬等）  

第六十一条 監督委員は、費用の前払及び行政庁が定める報酬を受けることができる。  

5 前項において準用する民事再生法第六十一条第一項に規定する費用及び報酬は、第五   

十三条の四第三項の規定による承認に係る組合（次条第一項及び第九十八条の七におい   

て「被調査組合」という。）の負担とする。   

（共済調査人の調査等）  

第五十三条の十一 共済調査人は、被調査組合の役員及び任用人並びにこれらの者であつ   

た者に対し、被調査組合の業務及び財産の状況（これらの看であった者については、そ   

の者が当該被調査組合の業務に従事していた期間内に知ることの 

． 

とができる。  

2 共済調査人は、その職務を行うため必要があるときは、官庁、公共団体その他の者に   

照会し、又は協力を求めることができる。   

（共済調査人の秘密保持義務）  

第五十三条の十二 共済調査人は、その職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならな   

い。共済調査人がその職を退いた後も、同様とする。  

2 共済調査人が法人であるときは、共済調査人の職務に従事するその役員及び職員は、   

その職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その役員又は職員が共済調査   

人の職務に従事しなくなった後においても、同様とする。   

（契約条件の変更に係る承認）  

第五十三条の十三 

五十三条の八第三項の規定により第五十三条の七第一項の議決があったものとみなされ   

る場合を含む。）には、遅滞なく、当該議決に係る契約条件の変更について、行政庁の   

承認を求めなければならない。  

2 行政庁は、当該組合において共済事業の継続のために必要な措置が講じられた場合で   

あって、かつ、第五十三条の七第一項の議決に係る契約条件の変更が当該組合の共済事   

業の継続のために必要なものであり、共済契約者等の保護の見地から適当であると認め   

られる場合でなければ、前項の承壱忍をしてはならない。   

（契約条件の変更の通知及び異議申立て等）  

第五十三条の十四 共済事業を行う組合は、前条第叫項の承認があった場合には、当該承   

認があった日から二週間以内に、第五十三条の七第一項の議決に係る契約条件の変更の   

主要な内容を公告するとともに、契約条件の変更に係る共済契約者（以下この粂におい  
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て「変更対象契約者」という。）に対し、同項の議決に係る契約条件の変更の内容を、   

書面をもって、通知しなければならない。  

2 前項の場合においては、契約条件の変更がやむを得ない理由を示す書類、契約条件の   

変更後の業務及び財産の状況の予測を示す書類、共済契約者等以外の債権者に対する債   

務の取扱いに関する事項を示す書類、経営責任に関する事項を示す書類その他の厚生労   

働省令で定める書類並びに第五十三条の七第四項の方針がある場合にあってはその方針   

の内容を示す書類を添付し、変更対象契約者で異議がある者は、一定の期間内に異議を   

述べるべき旨を、前項の書面に付記しなければならない。  

3 前項の期間は、一月を下ってはならない。  

4 第二項の期間内に異議を述べた変更対象契約者の数が変更対象契約者の総数の十分の   

－を超え、かつ、当該異議を述べた変更対象契約者の共済契約に係る債権の額に相当す   

る金額として厚生労働省令で定める金額が変更対象契約者の当該金額の総額の十分の－   

を超えるときは、契約条件の変更をしてはならない。  

5 第二項の期間内に異議を述べた変更対象契約者の数又はその者の前項の厚生労働省令   

で定める金額が、同項に定める割合を超えないときは、当該変更対象契約者全員が当該   

契約条件の変更を承認したものとみなす。   

（契約条件の変更の公告等）  

第五十三条の十五 共済事業を行う組合は、契約条件の変更後、遅滞なく、契約条件の変   

更をしたことその他の厚生労働省令で定める事項を公告しなければならない。契約条件   

の変更をしないこととなったときも、同様とする。  

2 前項の組合は、契約条件の変更後三月以内に、当該契約条件の変更に係る共済契約者   

に対し、当該契約条件の変更後の共済契約者の権利及び義務の内容を通知しなければな   

らない。  

第四章の三 子会社等   

（共済事業兼業組合の子会社の範囲等）  

第五十三条の十六 共済事業を行う消費生活協同組合（第十条第三項の規定により同項の   

他の事業を行うことができない ものとされた消費生活協同組合を除く。以下この条及び   

次条において「共済事業兼業組合」という。）は、次に掲げる業務を専ら営む国内の会   
社（第一号に掲げる業務を営む会社にあっては、主として当該共済事業兼業組合の行う   

事業のためにその業務を営んでいるものに限る。次項において「子会社対象会社」とい   

う。）を除き、共済事業に相当する事業を行い、又は共済事業若しくは共済事業に相当   

する事業に従属し、付随し、若しくは関連する業務を営む会社を子会社としてはならな   

い。   

一 共済事業兼業組合の行う共済事業に従属する業務として厚生労働省令で定めるもの  

（第三項及び次条第一項において「共済兼業従属業務」という。）   

二 共済事業兼業組合の行う共済事業に付随し、又は関連する業務として厚生労働省令  
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で定めるもの（次条第一頓において「共済兼業関連業務」という。）  

2 前項の規定は、子会社対象会社以外の会社が、共済事業兼業組合又はその子会社の担   

保権の実行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により当該共   

済事業兼業組合の子会社となる場合には、適用しない。ただし、当該共済事業兼業組合   

は、その子会社となった会社が当該事由の生じた日から一年を経過する日までに子会社   

でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。  

3 第一項の場合において、会社が主として共済事業兼業組合の行う事業のために共済兼   

業従属業務を営んでいるかどうかの基準は、厚生労働大臣が定める。  

第五十三条の十七 共済事業兼業組合又はその子会社は、特定会社（共済事業に相当する   

事業を行い、又は共済事業若しくは共済事業に相当する事業に従属し、付随し、若しく   

は関連する業務を営む会社をいう。以下この条において同じ。）である国内の会社（共   

済兼業従属業務又は共済兼業関連業務を専ら営む会社を除く。以下この条において同   

じ。）の議決権については、合算して、その基準議決権数（当該特定会社である国内の   
会社の総株主等の議決権に百分の十を乗じて得た議決権の数をいう。以下この条におい   

て同じ。）を超える議決権を取得し、又は保有してはならない。  

2 前項の規定は、共済事業兼業組合又はその子会社が、担保権の実行による株式又は持   

分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により、特定会社である国内の会社の議決   

権をその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなる場合には、適用しない。   

ただし、当該共済事業兼業組合又はその子会社は、合算してその基準議決権数を超えて   

取得し、又は保有することとなった部分の議決権については、当該共済事業兼業組合が   

あらかじめ行政庁の承認を受けた場合を除き、その取得し、又は保有することとなった   

日から一年を超えてこれを保有してはならない。  

3 前項ただし書の場合において、行政庁がする同項の承壱忍の対象には、共済事業兼業組   

合又はその手会社が特定会社である国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決   

権の百分の五十を超えて取得し、又は保有することとなった議決権のうち当該百分の五   

十を超える部分の議決権は含まれないものとし、．行政庁が当該承認をするときは、・当該   

共済事業兼業組合又はその子会社が合算してその基準議決権数を超えて取得し、又は保   

有することとなった議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を速やかに処   

分することを条件としなければならない。  

4 共済事業兼業組合又はその子会社は、次の各号に掲げる場合には、第一項の規定にか   

かわらず、当該各号に定める日に有することとなる特定会社である国内の会社の議決権   

がその基準議決権数を超える場合であっても、当該各号に定める日以後、当該議決権を   

その基準議決権数を超えて保有することができる。ただし、行政庁は、当該共済事業兼   

業組合又はその子会社が、次の各号に掲げる場合に特定会社である国内の会社の議決権   

を合算してその総株主等の議決権の百分の五十を超えて有することとなるときは、当該   

各号に規定する認可をしてはならない。   

－ 当該共済事業兼業組合が第六十九条第一項の認可を受けて合併をしたとき（当該共  

済事業兼業組合が存続する場合に限る。） その合併の効力が生じた日   

二 第六十九条第一項の認可を受けて当該共済事業兼業組合が合併により設立されたと  
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き その設立された日  

5 行政庁は、前項各号に規定する認可をするときは、当該各号に定める日に共済事業兼   

業組合又はその子会社が合算してその基準議決権数を超えて有することとなる特定会社   

である国内の会社の議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を、当該各号   

に定める日から五年を経過する日までに当該行政庁が定める基準に従って処分すること   

を条件としなければならない。  

6 共済事業兼業組合又はその子会社が、特定会社である国内の会社の議決権を合算して   

その基準議決権数を超えて有することとなった場合には、その超える部分の議決権は、   

当該共済事業兼業組合が取得し、又は保有するものとみなす。  

7 前各項の場合において、共済事業兼業組合又はその子会社が取得し、文は保有する議   

決権には、金銭又は有価証券の信託に係る信託財産として所有する抹式又は持分に係る   

議決権（委託者又は受益者が行任し、又はその行使について当該組合若しくはその子会   

社に指図を行うことができるもりに限る。）その他厚生労働省令で定める議決権を含ま   

ないものとし、信託財産である株式又は持分に係る議決権で、当該組合又はその子会社   

が委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行うことができる   

もの（厚生労働省令で定める議決権を除く。）を含むものとする。  

（共済事業専業組合の子会社の範囲等）  

第五十三条の十八 第十条第三項の規定により同項の他の事業を行うことができない もの   

とされた共済事業を行う組合（以下この条及び次条において「共済事業専業組合」とい   

う。）は、次に掲げる会社（次項において「子会社対象会社」という。）以外の会社を   

子会社としてはならない。   

一 次に掲げる業務を専ら営む会社（イに掲げる業務を営む会社にあっては、主として  

当該共済事業専業組合の行う事業のためにその業務を営んでいるものに限る。）  

イ 共済事業専業組合の行う事業に従属する業務として厚生労働省令で定めるもの  

（第三項及び次条第一項において「共済専業従属業務」という。）  

ロ 共済事業専業組合の行う事業に付随し、又は関連する業務として厚生労働省令で  

定めるもの（次条第一項において「共済専業関連業務」という。）   

二 前号に掲げる会社のみを子会社とする持株会社（私的独占の禁止及び公正取引の確   

保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第九条第五項第一号に規定する持株   

会社をいう。）で厚生労働省令で定めるもの（当該持株会社になることを予定してい  

る会社を含む。）  

2 前項の規定は、子会社対象会社以外の会社が、共済事業専業組合又はその子会社の担   

保権の実行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により当該共   

済事業専業組合の子会社となる場合には、適用しない。ただし、当該共済事業専業組合   

は、その子会社となった会社が当該事由の生じた日から一年を経過する日までに子会社   

でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。  

3 第一項第一号の場合において、会社が主として共済事業専業組合の行う事業のために   

共済専業従属業務を営んでいるかどうかの基準は、厚生労働大臣が定める。  
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第五十三条の十九 共済事業専業組合又はその子会社は、国内の会社（共済専業従属業務   

又は共済専業関連業務を専ら営む会社及び前条第一項第二号に掲げる会社を除く。以下   

この項において同じ。）の議決権については、合算して、その基準議決権数（当該国内   

の会社の総株主等の議決権に百分の十を乗じて得た議決権の数をいう。）を超える議決   

権を取得し、又は保有してはならない。  

2 第五十三条の十七第二項から第七項までの規定は、共済事業専業組合について準用す   

る。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第五十三条の十九第一項」   

と、「特定会社である国内の会社の議決権をその基準議決権数」とあるのは「国内の会   

社（同項に規定する国内の会社をいう。以下この条において同じ。）の議決権をその基   

準議決権数（同項に規定する基準議決権数をいう。以下この条において同じ。）」と、   

同条第三項中「特定会社である国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第四項   

中「第一項の規定」とあるのは「第五十三条の十九第一項の規定」と、「特定会社であ   

る国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第五項及び第六項中「特定会社であ   

る国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第七項中「前各項」とあるのは「第   

五十三条の十九第一項及び同条第二項において読み替えて準用する第五十三条の十七第   

二項から前項まで」と読み替えるものとする。  

［準用条文】生協法（読み替え後）  

第五十三条の十七  

2 第五十三条の十九第一項の規定は、共済事業兼業組合又はその子会社が、担保権の実   

行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により、国内の会社（同   

項に規定する国内の会社をいう。以下この条において同じ。）の議決権をその基準議決   

権数（同項に規定する基準議決権数をいう。以下この条において同じ。）を超えて取得   

し、又は保有することとなる場合には、適用しない。ただし、当該共…斉事業兼業組合又   

はその子会社は、合算してその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなつ   

た部分の議決権については、当該共済事業兼業組合があらかじめ行政庁の承認を受けた   

場合を除き、その取得し、又は保有することとなった日から一年を超えてこれを保有し   

てはならない。  

3 前項ただし書の場合において、行政庁がする同項の承認の対象には、共済事業兼業組   

合又はその子会社が国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決権の百分の五十   

を超えて取得し、又は保有することとなった議決権のうち当該百分の五十を超える部分   

の議決権は含まれないものとし、行政庁が当該承認をするときは、当該共済事業兼業組   

合又はその子会社が合算して盲の基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとな   

った議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を速やかに処分することを条   

件としなければならない。  

4 共済事業兼業組合又はその子会社は、次の各号に掲げる場合には、第五十三条の十九   

第一項の規定にかかわらず、当該各号に定める目に有することとなる国内の会社の議決   

権がその基準議決権数を超える場合であっても、当該各号に定める日以後、当該議決権   

をその基準議決権数を超えて保有することができる。ただし、行政庁は、当該共済事業   

兼業組合又はその子会社が、次の各号に掲げる場合に国内の会社の議決権を合算してそ  
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の総株主等の議決権の百分の五十を超えて有することとなるときは、当該各号に規定す   

る認可をしてはならない。   

一 当該共済事業兼業組合が第六十九条第一項の認可を受けて合併をしたとき（当該共   

済事菓組合が存続する場合に限る。） その合併の効力が生じた日   

二 第六十九条第一項の認可を受けて当該共済事業兼美組合が合併により設立されたと  

き その設立された日  

5 行政庁は、前項各号に規定する認可をするときは、当該各号に定める日に共済事業兼   

業組合又はその手会社が合算してその基準議決権数を超えて有することとなる国内の会   

社の議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を、当該各号に定める日から   

五年を経過する日までに当該行政庁が定める基準に従って処分することを条件としなけ   

ればならない。  

6 共済事業兼業組合又はその子会社が、国内の会社の議決権を合算してその基準議決権   

数を超えて有することとなった場合には、その超える部分の議決権は、当該共済事業兼   

業組合が取得し、又は保有するものとみなす。  

7 第五十三条の十九第一項及び同条第二項において読み替えて準用する第五十三条の十   

七第二項から前項までの場合において、共済事業兼業組合又はその子会社が取得し、又   

は保有する議決権には、金銭又は有価証券の信託に係る信託財産として所有する株式又   

は持分に係る議決権（委託者又は受益者が行使し、又はその行使について当該組合若し   

くはその子会社に指図を行うことができるものに限る。）その他厚生労働省令で定める   

議決権を含まないものとし、信託財産である株式又は持分に係る議決権で、当該組合又   

はその子会社が委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行う   

ことができるもの（厚生労働省令で定める議決権を除く。）及び社債、株式等の振替に   

関する法律（平成十三年法律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項   

の規定により発行者に対抗することができない株式に係る議決権を含むものとする。  

第玉章 設立   

（設立者）  

第五十四条 消費生活協同組合を設立するにはその組合員になろうとする者二十人以上   

が、連合会を設立するには二以上の組合が発起人となり、設立趣意書、定款案、事業計   

画書及び発起人名簿を作成し、賛成者を募らなければならない。   

（共済事業を行う組合の出資の総額）  

第五十四条の二 共済事業を行う消費生活協同組合であってその組合員の総数が政令で定   

める基準を超えるもの又は共済事業を行う連合会の出資の総額は、厚生労働省令で定め   

る区分に応じ、厚生労働省令で定める額以上でなければならない。  

2 前項の厚生労働省令で定める額は、消費生活協同組合の出資の総額にあっては一億円、   

連合会の出資の総額にあっては十億円を、それぞれ下回ってはならない。  
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（創立総会の招集）  

第五十五条 発起人は、経営をしていくのに適当と思われる人数の賛成者ができたとき、   

又は発起人のみを会員とする連合会を設立しようとするときは、定款案を会議の日時及   

び場所とともに公告し、創立総会を開かなければならない。  

2 前項の賛成者の数は、消費生活協同組合にあっては、少なくとも三百人を必要とする。   

ただし、特別の理由があるときは、この限りでない。  

3 第一項の公告は、全日の少なくとも二週間前までにしなければならない。   

（創立総会の議事）  

第五十六条 創立総会では、定款及び事業計画を議決し、理事及び監事を選挙し、その他   

設立に必要な事項を決定しなければならない。  

2 創立総会の議事は、組合員たる資格を有する者で、その会日までに発起人に対し、設   

立の同意を申し出たものの半数以上が出席し、その議決権の三分の二以上でこれを決す   

る。  

3 創立総会においてその延期又は続行の決議があった場合には、前条第一項の規定によ   

る公告をすることを要しない。  

4 創立総会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成しな   

ければならない。  

5 創立総会については、第十七条並びに第四十一条第二項及び第三項の規定を準用する。  

第五十六粂の二 創立総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて   

は、会社法第八百三十条、第八百三十一条、第八百三十四条（第十六号及び第十七号に   

係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条第一項及び第三項、第八   

百三十七条、第八百三十八条並びに第八百四十六条の規定を準用する。この場合におい   

て、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］生協法   

（議決権及び選挙権）  

第十七条 組合員は、その出資口数の多少にかかわらず、各々一個の議決権及び選挙権を   

有する。ただし、連合会については、会員たる消費生活協同組合の組合員数に基づいて、   

定款で別段の定めをすることができる。  

2 組合員は、定款の定めるところにより、第三十七条の二第一項又は第二項の規定によ   

り、あらかじめ通知のあった事項につき書面又は代理人をもって、議決権又は選挙権を   

行うことができる。ただし、組合員又は組合員と同一の世帯に属する看でなければ代理   

人となることができない。  

3 組合員は、定款の定めるところにより、前項の規定による書面をもってする議決権又   

は選挙権の行使に代えて、議決権又は選挙権を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す   

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定めるものをい   

う。第二十六条第三項第三号を除き、以下同じ。）により行うことができる。  

4 前二項の規定により議決権又は選挙権を行う者は、これを出席者とみなす。  
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5 代理人は、十人以上の組合員を代理することができない。  

6 代理人は、代理権を証する書面を組合に提出しなければならない。この場合において、   

電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定められているときは、当該書   

面の提出に代えて、代理権を当該電磁的方法により証明することができる。   

（議決権の喪失）  

第四十条 組合と組合員との関係につき議決をなす場合には、その組合員は、諌決権を有   

しない。   

（総会の通常議決方法）  

第四十一条 （略）  

2 議長は、総会において、そのつど、これを選任する。  

3 議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。  

［準用条文】会社法   

（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）  

第八百三十条 株主総会若しくは種類株主総会又は創立総会若しくは種類創立総会（以下   

この節及び第九百三十七条第一項第一号トにおいて「株主総会等」という。）の決議に   

ついては、決議が存在しないことの確認を、訴えをもって請求することができる。  

2 株主総会等の決議については、決議の内容が法令に違反することを理由として、決議   

が無効であることの確認を、訴えをもって請求することができる。   

（株主総会等の決議の取消しの訴え）  

第八百三十一条 次の各号に掲げる場合には、株主等（当該各号の株主総会等が創立総会   

又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設立   

時監査役）は、株主総会等の決議の日から三箇月以内に、訴えをもって当該決議の取消   

しを請求することができる。当該決議の取消しにより取締役、監査役又は清算人（当該   

決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては第三百四十六条第一項   

（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の規定により取締役、監査役   

又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会   

の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立時監査役を含む。）となる者も、同   

様とする。   

一 株主総会等の招集の手続又は決議の方法が法令若しくは定款に違反し、又は著しく  

不公正なとき。   

ニ 株主総会等の決議の内容が定款に違反するとき。   

三 株主総会等の決議について特別の利害関係を有する者が議決権を行使したことによ  

って、著しく不当な決議がされたとき。  

2 前項の訴えの提起があった場合において、株主総会等の招集の手続又は決議の方法が   
法令又は定款に違反するときであっても、裁判所は、その違反する事実が重大でなく、   

かつ、決議に影響を及ぼさないものであると認めるときは、同項の規定による請求を棄  
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却することができる。   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

十六 株主総会等の決議が存在しないこと又は株主総会等の決議の内容が法令に違反す  

ることを理由として当該決議が無効であることの確認の訴え 当該株式会社   

十七 株主総会等の決議の取消しの訴え 当該株式会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 （略）  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を時償する   

責任を負う。   

（設立認可の申請）  

第五十七条 発起人は、創立総会終了の後遅滞なく、設立趣意書、定款、事業計画書、創   

立総会議事録の謄本及び役員名簿を行政庁に提出して、設立の認可を申請しなければな   

らない。  
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2 発起人は、行政庁の要求があるときは、組合の設立に関する報告書を提出しなければ   

ならない。   

（設立の認可）  

第五十八粂 行政庁は、前条第一項の申請があったときは、その組合が第二条第一項各号   

に掲げる要件を欠く場合、設立の手続又は定款若しくは事業計画の内容が法令又は法令   

に基づいてする行政庁の処分に違反する場合及びその組合が事業を行うに必要な経営的   

基礎を欠く等その事業の目的を達成することが著しく困難であると認められる場合を除   

いては、その設立を認可しなければならない。   

（認可の期間）  

第五十九条 第五十七条第一項の申請があったときは、行政庁は、申請書を受理した日か   

ら二月以内に、発起人に対し、認可又は不認可の通知を発しなければならない。  

2 行政庁が前項の期間内に同項の通知を発しなかったときは、その期間満了の日に、第   

五十七粂第一項の認可があったものとみなす。この場合には、発起人は、行政庁に対し、   

認可に関する証明書の交付を請求することができる。  

3 行政庁が設立認可の申請に閲し発起人に報告を求め、又は第三者に照会を発した場合   

には、前項の期間は、その報告又は回答のあった日から、これを起算する。この場合に   

おいて、第三者に照会を発したときは、行政庁は、第一項の期間内に、発起人に如しそ   

の旨の通知を発しなければならない。  

4 行政庁が不認可の決定をするときは、その理由を通知書に記載しなければならない。  

5 発起人が不認可の取消しを求める訴えを提起した場合において、裁判所がその取消し   

の判決をしたときは、その判決確定の日に第五十七粂第一項の申請書が受理されたもの   

とみなして、第一項から第三項までの規定を適用する。   

（認可の失効）  

第五十九条の二 第五十七条第一項の認可は、認可のあった日から六月以内に主たる事務   

所の所在地において設立の登記の申請がなされないときは、その効力を失う。  

（事務引継）  

第六十条 第五十七粂第一項の認可があったときは、発起人は遅滞なく、その事務を理事   

に引き継がなければならない。  

2 理事は、前項の規定による引継ぎを受けたときは、遅滞なく、組合員に出資の第一回   

の払込みをさせなければならない。  

3 現物出資者は、第一回の払込みの期日に出資の目的たる財産の全部を給付しなければ   

ならない。ただし、登記登録その他の権利の設定又は移転をもって第三者に対抗するた   

めの必要な行為は、組合成立の後にこれをすることを妨げない。   

（成立の時期）  

第六十一条 組合は、主たる事務所の所在地において、設立の登記をすることによって成  
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立する。   

（設立の無効の訴え）  

第六十一条の二 組合の設立の無効わ訴えについては、会社法第八百二十八条第一項（第   

一一号に係る部分に限る。）及び第二項（第剛号に係る部分に限る。）、第八百三十四条（第   

一一号に係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条第一項及び第三項、   

第八百三十七条から第八百三十九条まで並びに第八百四十六条の規定を準用する。  

［準用条文］会社法   

（会社の組織に関する行為の無効の訴え）  

第八百二十八条 次の各号に掲げる行為の無効は、当該各号に定める期間に、訴えをもっ   

てのみ主張することができる。   

一 会社の設立 会社の成立の日から二年以内  

2 次の各号に掲げる行為の無効の訴えは、当該各号に定める者に限り、提起することが   

できる。   

－ 前項第一号に掲げる行為 設立する株式会社の株主等（株主、取締役又は清算人（監  

査役設置会社にあっては株主、取締役、監査役又は清算人、委員会設置会社にあって  

は株主、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）又は設立  

する持分会社の社員等（社員又は清算人をいう。以下この項において同じ。）   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

一  会社の設立の無効の訴え 設立する会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 （略）  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。  

（弁論等の必要的併合）  

－73－   



第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（無効又は取消しの判決の効力）  

第八百三十九条 会社の組織に関する訴え（第八百三十四条第一号から第十二号まで、第   

十八号及び第十九号に掲げる訴えに限る。）に係る請求を認容する判決が確定したとき   

は、当該判決において無効とされ、又は取り消された行為（当該行為によって会社が設   

立された場合にあっては当該設立を含み、当該行為に際して株式又は新株予約権が交付   

された場合にあっては当該株式又は新株予約権を含む。）は、将来に向かってその効力   

を失う。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組鰍こ関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。  

第六章 解散及び清算   

（解散の事由）  

第六十二条 組合は、次の事由によって解散する。   

一 総会の議決   

二 定款に定めた存立時期の満了又は解散事由の発生   

三 目的たる事業の成功の不能   

四 組合の合併   

五 組合についての破産手続開始の決定   

六 第九十五条第三項の規定による解散の命令  

2 前項第一号又は第三号に掲げる事由による解散は、行政庁の認可を受けなければ、そ   

の効力を生じない。  

3 前項の場合には、共済事業又は貸付事業を行う組合にあっては第五十七粂第二項及び   

第五十八条の規定を、その他の組合にあっては第五十七条第二項、第五十八条及び第五   

十九条の規定を準用する。   

（解散組合の継続）  

第六十三条 存立時期の満了によって解散した場合には、組合員の三分の二以上の同意を   

得て組合を継続することができる。ただし、存立時期満了の日より一月以内に認可を申  
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請しなければならない。  

2 前項の継続に同意しない組合員は、組合継続の時において脱退したものとみなす。  

3 第一項の場合には、第五十八条及び第五十九条の規定を準用する。   

（組合員の減少による解散）  

第六十四条 第六十二条第一項の事由によるほか、消費生活協同組合は、組合員（第十四   

条第二項から第四項までの規定による組合員を除く。）が二十人未満になったことによ   

って、連合会は、会員が一人になったこと又は第十四条第五項第二号の規定による会員   

のみになったことによって解散する。  

2 組合は、前項の規定により解散したときは、遅滞なくその旨を行政庁に届け出なけれ   

ばならない。   

（合併契約）  

第六十五条 組合は、他の組合と合併をすることができる。この場合においては、合併を   

する組合は、合併契約を締結しなければならない。   

（吸収合併）  

第六十六条 組合が吸収合併（組合が他の組合とする合併であって、合併により消滅する   

組合の権利義務の全部を合併後存続する組合に承継させるものをいう。以下この章及び   

次章において同じ。）をする場合には、吸収合併契約において、 次に掲げる事項を定め   

なければならない。  

・－ 吸収合併後存続する組合（以下この章及び次章において「吸収合併存続組合」とい  

う。）及び吸収合併により消滅する組合（以下この章及び次章において「吸収合併消  

滅組合」という。）の名称及び住所   

二 吸収合併存続組合の地域又は職域黎び出資一口の金額   

三 吸収合併消滅組合の組合員に対する出資の割当てに関する事項   

四 吸収合併消滅組合の組合員に対して支払をする金額を定めたときは、その定め   

五 吸収合併がその効力を生ずべき日（以下この章において「効力発生日」という。）   

六 その他厚生労働省令で定める事項   

（新設合併）  

第六十七条 二以上の組合が新設合併（二以上の組合がする合併であって、合併により消   

滅する組合の権利義務の全部を合併により設立する組合に承継させるものをいう。以下   

この章及び次章において同じ。）をする場合には、新設合併契約において、次に掲げる   

事項を定めなければならない。   

一 新設合併により消滅する組合（以下この章及び次章において「新設合併消滅組合」  

という。）の名称及び住所   

二 新設合併により設立する組合（以下この葦及び次章において「新設合併設立組合」  

という。）の事業、名称、地域又は職域、主たる事務所の所在地及び出資一口の金額   

三 新設合併消滅組合の組合員に対する出資の割当てに関する事項  
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四 新設合併消滅組合の組合員に対して支払をする金額を定めたときは、その定め  

五 その他厚生労働省令で定める事項   

（吸収合併消滅組合の手続）  

第六十八条 吸収合併消滅組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から吸収合併の効力が   

生ずる日までの間、吸収合併契約の内容その他厚生労働省令で定める事項を記載し、又   

は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。   

－ 第三項の総会の会日の二週間前の日   

二 第四項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第四項におし、  

て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 吸収合併消滅組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併消滅組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併消滅組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

－ 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって厚生労働省令で定めるも  

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 吸収合併消滅組合は、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、合併契約の承   

認を受けなければならない。  

4 吸収合併消滅組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。  

5 吸収合併消滅組合は、吸収合併存続組合との合意により、効力発生日を変更すること   

ができる。  

6 前項の場合には、吸収合併消滅組合は、変更前の効力発生日（変更後の効力発生日が   

変更前の効力発生日前の日である場合にあっては、当該変更後の効力発生日）の前日ま   

でに、変更後の効力発生日を公告しなければならない。  

7 第五項の規定により効力発生日を変更したときは、変更後の効力発生日を効力発生日   

とみなしてヾ この粂、次条及び第七十条の規定を適用する。   

（吸収合併存続組合の手続）  

第六十八粂の二 吸収合併存続組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から吸収合併の効   

力が生じた日後六月を経過する日までの間、吸収合併契約の内容その他厚生労働省令で   

定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置か   

なければならない。   

－ 吸収合併契約について総会の決議によってその承認を受けなければならないとき  

は、当該総会の全日の二週間前の日   

二 第五項の規定による公告又は通知の日のいずれか早い日   

三 第六項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第六項におい  
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て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 吸収合併存続組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併存続組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併存続組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

一 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併存続組合の定め  

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 吸収合併存続組合は、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、吸収合併契約   

の承認を受けなければならない。ただし、吸収合併消滅組合の総組．合員の数が吸収合併   

存続組合の総組合員の数の五分の一を超えない場合であって、かつ、吸収合併消滅組合   

の最終の貸借対照表により現存する総資産額が吸収合併存続組合の最終の貸借対照表に   

より現存する総資産額の五分の一を超えない場合の合併については、この限りでない。  

4 吸収合併存続組合が前項ただし書の規定により総会の決議を経ないで合併をする場合   

において、 吸収合併存続組合の総組合員の六分の一以上の組合員が次項の規定による公   

告又は通知の日から二週間以内に合併に反対する旨を吸収合併存続組合に対し通知した   

ときは、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、 吸収合併契約の承認を受けな   

ければならない。  

5 吸収合併存続組合が第三項ただし書の規定により総会の決議を経ないで合併をする場   

合には、吸収合併存続組合は、効力発生日の二十日前までに、合併をする旨並びに吸収   

合併消滅組合の名称及び住所を公告し、又は組合員に通知しなければならない。  

6 吸収合併存続組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。  

7 吸収合併存続組合は、吸収合併の効力が生じた日後遅滞なく、吸収合併により吸収合   

併存続組合が承継した吸収合併消滅組合の権利義務その他の吸収合併に関する事項とし   

て厚生労働省令で定める事項を記簸し、又は記録した書面又は電磁的記録を作成しなけ   

ればならない。  

8 吸収合併存続組合は、吸収合併の効力が生じた日から六月間、前項の書面又は電磁的   

記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

9 吸収合併存続組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併存続組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併存続組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

一 第七項の書面の閲覧の請求   

二 第七項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 第七項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示した  

ものの閲覧の請求   

四 第七項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併存続組合の定  
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めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（新設合併消滅組合の手続）  

第六十八条の三 新設合併消滅組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から新設合併設立   

組合の成立の日までの間、新設合併契約の内容その他厚生労働省令で定める事項を記載   

し、又は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。   

一 策三項の総会の会日の二週間前の日   

二 第四項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第四項におい  

て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 新設合併消滅組合の組合員及び債権者は、当該新設合併消滅組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該新設合併消滅組合の定めた費用を支払わ■なければな   

らない。   

一 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本文は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併消滅組合の定め  

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 新設合併消滅組合は、総会の決議によって、新設合併契約の承認を受けなければなら   

ない。  

4 新設合併消滅組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。   

（新設合併設立組合の手続等）  

第六十八条の四 前章（第六十一条を除く。）の規定は、新設合併設立組合の設立につい   

ては、適用しない。  

2 合併によって組合を設立するには、各組合の総会において組合員又は会員たる組合の   

役員のうちから選任した設立委員が共同して定款を作成し、役員を選任し、その他設立   

に必要な行為をしなければならない。  

3 前項の規定による設立委員の選任については、第四十二条の規定を準用する。  

4 第二項の規定による役員は、合併しようとする組合の組合員又は会員たる組合の役員   

のうちから、これを選任しなければならない。  

5 第二項の規定による役員の選任については、第二十八条第三項、第四項及び第六項の   

規定を準用する。  

6 新設合併設立組合は、成立の日後遅滞なく、新設合併により新設合併設立組合が承継   

した新設合併消硬組合の権利義務その他の新設合併に関する事項として厚生労働省令で   

定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を作成しなければならない。  

7 新設合併設立組合は、成立の日から六月間、前項の書面又は電磁的記録をその主たる   

事務所に備え置かなければならない。  

8 新設合併設立組合の組合員及び債権者は、当該新設合併設立組合に対して、その業務  
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取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第  

四号に掲げる請求をするには、当該新設合併設立組合の定めた費用を支払わなければな  

らない。  

一 第六項の書面の閲覧の請求  

二 第六項の書面の謄本又は抄本の交付の請求  

三 第六項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示した   

ものの閲覧の請求  

四 第六項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併設立組合の定   

めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（合併の認可）  

第六十九条 組合の合併については、行政庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。  

2 前項の認可については、共済事業又は貸付事業を行う組合にあっては第五十七条第二   

項及び第五十八条の規定を、その他の組合にあっては第五十七条第二項、第五十八条及   

び第五十九条の規定を準用する。   

（合併の効果）  

第七十条 吸収合併存続組合は、効力発生日又は前条第一項の行政庁の認可を受けた日の   

いずれか遅い日に、吸収合併消滅組合の権利義務（その組合がその行う事業に閲し、行   

政庁の許可、認可その他の処分・に基づいて有する権利義務を含む。次項において同じ。）   

を承継する。  

2 新設合併設立組合は、その成立の日に、新設合併消滅組合の権利義務を承継する。   

（合併の無効の訴え）  

第七十一条 組合の合併の無効の訴えについては、会社法第八百二十八条第一項（第七号   

及び第八号に係る部分に限る。）及び第二項（第七号及び第八号に係る部分に限る。）、   

第八百三十四条（第七号及び第八号に係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第   

八百三十六条から第八百三十九条まで、第八百四十三条（第一項第三号及び第四号並び   

に第二項ただし書を除く。）並びに第八百四十六条の規定を、この条において準用する   

同法第八百四十三条第四項の申立てについては、同法第八百六十八条第五項、第八百七   

十条（第十五号に係る部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号   

に係る部分に限る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規   

定を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法   

（会社の組織に関する行為の無効の訴え）  

第八百二十八条 次の各号に掲げる行為の無効は、当該各号に定める期間に、訴えをもっ   

てのみ主張することができる。   

七 会社の吸収合併 吸収合併の効力が生じた日から六箇月以内   

八 会社の新設合併 新設合併の効力が生じた日から六箇月以内  
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2 次の各号に掲げる行為の無効の訴えは、当該各号に定める者に限り、提起することが   

できる。   

七 前項第七号に掲げる行為 当該行為の効力が生じた日において吸収合併をする会社   

の株主等若しくは社員等であった音叉は吸収合併後存続する会社の株主等、社員等、   

破産管財人若しくは吸収合併について承認をしなかった債権者   

八 前項第八号に掲げる行為 当該行為の効力が生じた日において新設合併をする会社   

の株主等若しくは社員等であった者又は新設合併により設立する会社の株主等、社員   

等、破産管財人若しくは新設合併について承認をしなかった債権者   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と絵称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

七 会社の吸収合併の無効の訴え 吸収合併後存続する会社   

八 会社の新設合併の無効の訴え 新設合併により設立する会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 前項の規定は、会社の組織lこ関する訴えであって、債権者が提起することができるも   

のについて準用する。  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七粂 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（無効又は取消しの判決の効力）  

第八百三十九条 会社の組織に関する訴え（第八百三十四条第一号から第十二号まで、第  
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十八号及び第十九号に掲げる訴えに限る。）に係る請求を認容する判決が確定したとき  

は、当該判決において無効とされ、又は取り消された行為（当該行為によって会社が設  

立された場合にあっては当該設立を含み、当該行為に際して株式又は新株予約権が交付  

された場合にあっては当該株式又は新株予約権を含む。）は、将来に向かってその効力  

を失う。   

（合併又は会社分割の無効判決の効力）  

第八百四十三条 次の各号に掲げる行為の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定し   

たときは、当該行為をした会社は、当該行為の効力が生じた日後に当該各号に定める会   

社が負担した債務について、連帯して弁済する責任を負う。   

一 会社の吸収合併 吸収合併後存続する会社   

会社の新設合併 新設合併により設立する会社   

三・四 （略）  

2 前項に規定する場合には、同項各号に掲げる行為の効力が生じた日後に当該各号に定   

める会社が取得した財産は、当該行為をした会社の共有に属する。（ただし書き 略）  

3 第一項及び前項本文に規定する場合には、各会社の第一項の債務の負担部分及び前項   

本文の財産の共有持分は、各会社の協議によって定める。  

4 各会社の第一項の債務の負担部分又は第二項本文の財産の共有持分について、前項の   

協議が調わないときは、裁判所は、各会社の申立てにより、第一項各号に掲げる行為の   

効力が生じた時における各会社の財産の額その他一切の事情を考慮して、これを定める。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。   

（非訟事件の管轄）  

第八百六十八条  

5 第八百四十三条第四項の申立てに係る事件は、同条第一項各号に掲げる行為の無効の   

訴えの第一審の受訴裁判所の管轄に属する。   

（陳述の聴取）  

第八百七十条 裁判所は、この法律の規定（第二編第九章第二節を除く。）による非訟事   

件についての裁判のうち、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者   

（第四号及び第六号にあっては、申立人を除く。）の陳述を聴かなければならない。   

十五 第八百四十三条第四項の申立てについての裁判 同項に規定する行為をした会社   

（理由の付記）  

第八百七十一条 この法律の規定による非訟事件についての裁判には、理由を付さなけれ   

ばならない。  
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（即時抗告）  

第八百七十二条 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告を   

することができる。   

四 第八百七十条各号に掲げる裁判 申立人及び当該各号に定める者（同条第二号、第  

五号及び第七号に掲げる裁判にあっては、当該各号に定める者）   

（原裁判の執行停止）  

第八百七十三条 前条の即時抗告は、執行停止の効力を有する。   

（非訟事件手続法の規定の適用除外）  

第八百七十五条 この法律の規定による非訟事件については、非訟事件手続法第十五条の   

規定は、適用しない。   

（最高裁判所規則）  

第八百七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による非訟事件の手続に   

関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。   

（清算人）  

第七十二条 組合が解散したときは、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除   

いては、理事が、その清算人となる。ただし、総会において他人を選任したときは、こ   

の限りでない。   

（会社法等の準用）  

第七十三粂 組合の解散及び清算については、会社法第四百七十五条（第三号を除く。）、   

第四首七十六条、第四百七十八条第二項及び第四項、第四百七十九条第一項及び第二項   

（各号列記以外の部分に限る。）、第四百八十一条、第四百八十三条第四項及び第五項、   
第四百八十四条、第四百八十五条、第四百八十九条第四項及び第五項、第四百九十二条   

第一項から第三項まで、第四百九十九条から第五首三条まで、第五百七粂、第八百六十   

八条第一項、第八百六十九条、第八百七十条（第二号及び第三号に係る部分に限る。）、   

第八百七十一条、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）、第八百七十四条（第   

一号及び第四号に係る部分に限る。）、第八百七十五条並びに第八百七十六条の規定を、   

組合の清算人については、第二十九条の二、第二十九条の三、第三十条の二、第三十条   

の三第一項及び第二項、第三十条の四から第三十一条のこまで（第三十条の七第二項を   

除く。）、第三十一条の三第→項から第三項まで、第三十一条の四第一項及び第二項（第   

一号に係る部分に限る。）、第三十一条の五、第三十一条の七（第一項及び第十項を除   

く。）、第三十五条第二項から第四項まで、第三十六条、第三十七条第二項、第四十三   

粂並びに第四十五条第二項から第四項まで並びに同法第三百五十七粂第一項、同法第三   

百六十条第三項の規定により読み替えて適用する同条第一項並びに同法第三百六十一   

条、第三百八十一条第二項、第三百八十二条、第三百八十三粂第一項本文、第二項及び  
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第三項、第三百八十四条から第三百八十六条まで並びに第五百八条の規定を、組合の清  

算人の責任を追及する訴えについては、同法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二  

項、第八百四十九条第二項第二号及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）の規定を  

準用する。この場合において、第三十一条の七第二項中「貸借対照表、損益計算書及び  

剰余金処分案又は損失処理案」とあるのは「貸借対照表」と、「事業報告書」とあるの  

は「事務報告書」と、同条第三項及び第五項から第八項までの規定中「事業報告書」と  

あるのは「事務報告書」と、同条第九項中「事業報告書」とあるのは「事務報告書」と、  

「二週間」とあるのは「一週間」と、「五年間」とあるのは「清算結了の登記の暗まで  

の間」と、同法第三百八十二条中「取締役（取締役会設置会社にあ っては、取締役会）」  

とあるのは「清算人会」と、同法第三百八十四条中「法務省令」とあるのは「厚生労働  

省令」と、同法第四百七十五条第一号中「第四百七十一条第四号」とあるのは「消費生  

活協同組合法第六十二条第一項第四号」と、同法第四百七十八条第二項中「前項」とあ  

るのは「消費生活協同組合法第七十二条」と、同法第四百七十九条第二項各号列記以外  

の部分中「次に掲げる株主」とあるのは「総組合員の五分の一（これを下回る割合を定  

款で定めた場合にあっては、その割合）以上の同意を得た組合員」と、同法第四百八十  

三条第四項中「第四百七十八条第一項第一号」とあるのは「消費生活協同組合法第七十  

二条」と、同法第四百九十二条第一項中「法務省令」とあるのは「厚生労働省令」と、  

同法第四百九十九条第一項中「官報に公告し」とあるのは「公告し」と、同法第五百七  

条第一項並びに第八百四十七条第n項及び第四項中「法務省令」とあるのは「厚生労働  

省令」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（清算の開始原因）  

第四百七十五条 抹式会社は、次に掲げる場合には、この章の定めるところにより、清算   

をしなければならない。   

一 解散した場合（消費生活協同組合法第六十二条第一項第四号に掲げる事由によっ  

て解散した場合及び破産手続開始の決定により解散した場合であって当該破産手続が  

終了していない場合を除く。）   

設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合   

三 （略）   

（清算株式会社の能力）  

第四百七十六条 前条の規定により清算をする株式会社（以下「清算株式会社」という。）   

は、清算の目的の範囲内において、清算が結了するまではなお存続するものとみなす。   

（清算人の就任）  

第四百七十八条  

2 消責生活協同組合法第七十二条の規定により清算人となる者がないときは、裁判所は、   

利害関係人の申立てにより、清算人を選任する。  

4 第一項及び第二項の規定にかかわらず、第四百七十五条第二号又は第三号に掲げる場  

＿83－   



合に該当することとなった清算株式会社については、裁判所は、利害関係人の申立てに  

より、清算人を選任する。   

（清算人の解任）  

第四百七十九条 清算人（前条第二噴から第四項までの規定により裁判所が選任したもの   

を除く。）は、いつでも、株主総会の決諌によって解任することができる。  

2 重要な事由があるときは、裁判所は、絵組合員の五分の－（これを下回る割合を定款   

で定めた場合にあっては、その割合）以上の同意を得た組合員の申立てにより、清算人   

を解任することができる。   

（清算人の職務）  

第四百八十一条 清算人は、次に掲げる職務を行う。   

一 現務の結了   

二 債権の取立て及び債務の弁済   

三 残余財産の分配   

（清算株式会社の代表）  

第四百八十三条．  

4 消費生活協同組合法第七十二条の規定により取締役が清算人となる場合において、代   

表取締役を定めていたときは、当該代表取締役が代表清算人となる。  

5 裁判所は、第四百七十八条第二項から第四項までの規定により清算人を選任する場合   

には、その清算人の中から代表清算人を定めることができる。   

（清算株式会社についての破産手続の開始）  

第四百八十四条 清算株式会社の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らかに   

なったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。  

2 清算人は、清算株式会社が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財人に   

その事務を引き♯いだときは、その任務を終了したものとする。  

3 前項に規定する場合において、清算株式会社が既に債権者に支払い、又は株主に分配   

したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。   

（裁判所の選任する清算人の報酬）  

第四百八十五条 裁判所は、第四百七十八条第二噴から第四境までの規定により清算人を   

選任した場合には、清算株式会社が当該清算人に対して支払う報酬の琴を定めることが   

できる。   

（清算人会の権限等）  

第四百八十九条  

4 清算人会は、その選定した代表清算人及び第四百八十三条第四項の規定により代表清   

算人となった者を解職することができる。  
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5 第四百八十三条第五項の規定により裁判所が代表清算人を定めたときは、清算人会は、   

代表清算人を選定し、又は解職することができない。   

（財産目録等の作成等）  

第四百九十二条 清算人（清算人会設置会社にあっては、第四百八十九条第七項各号に掲   

げる清算人）は、その就任後遅滞なく、清算株式会社の財産の現況を調査し、厚生労働   

省令で定めるところにより、第四百七十五条各号に掲げる場合に該当することとなった   

日における財産目録及び貸借対照表（以下この条及び次条において「財産目録等」とい   

う。）を作成しなければならない。  

2 清算人会設置会社においては、財産目録等は、清算人会の承認を受けなければならな   

い。  

3 清算人は、財産目録等（前項の規定の適用がある場合にあっては、同項の承認を受け   

たもの）を株主総会に提出し、又は提供し、その承認を受けなければならない。   

（債権者に対する公告等）  

第四百九十九条 清算株式会社は、第四百七十五条各号に掲げる場合に該当することとな   

った後、遅滞なく、当該清算株式会社の債権者に対し、一定の期間内にその債権を申し   

出るべき旨を公告し、かう、知れている債権者には、各別にこれを催告しなければなら   

ない。ただし、当該期間は、ニ箇月を下ることができない。  

2 前項の規定による公告には、当該債権者が当該期間内に申出をしないときは清算から   

除斥される旨を付記しなければならない。   

（債務の弁済の制限）  

第五百条 清算株式会社は、前条第一項の期間内は、債務の弁済をすることができない。   

この場合において、清算株式会社は、その債務の不履行によって生じた責任を免れるこ   

とができない。  

2 前項の規定にかかわらず、清算株式会社は、前条第一項の期間内であっても、裁判所   

の許可を得て、少額の債権、清算株式会社の財産につき存する担保権によって担保され   

る債権その他これを弁済しても他の債権者を害するおそれがない債権に係る債務につい   

て、その弁済をすることができる。この場合において、当該許可の申立ては、清算人が   

二人以上あるときは、その全員の同意によってしなければならない。   

（条件付債権等に係る債務の弁済）  

第五百一条 清算株式会社は、条件付債権、存続期間が不確定な債権その他その額が不確   

定な債権に係る債務を弁済することができる。この場合においては、これらの債権を評   

価させるため、裁判所に対し、鑑定人の選任の申立てをしなければならない。  

2 前項の場合には、清算株式会社は、同項の鑑定人の評価に従い同項の債権に係る債務   

を弁済しなければならない。  

3 第一項の鑑定人の選任の手続に関する費用は、清算株式会社の負担とする。当該鑑定   

人による鑑定のための呼出し及び質問に関する費用についても、同様とする。  
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（債務の弁済前における残余財産 の分配の制限）  

第五百二条 清算株式会社は、当該清算株式会社の債務を弁済した後でなければ、その財   

産を株主に分配することができない。ただし、その存否又は暮引こついて争いのある債権   

に係る債務についてその弁済をするために必要と認められる財産を留保した場合は、こ   

の限りでない。   

（清算からの除斥）  

第五百三条 清算株式会社の債権者（知れている債権者を除く。）であって第四百九十九   

条第一項の期間内にその債権の申出をしなかったものは、清算から除斥される。  

2 前項の規定により清算から除斥された債権者は、分配がされていない残余財産に対し   

てのみ、弁済を請求することができる。  

3 清算株式会社の残余財産を株主の一部に分配した場合には、当該株主の受けた分配と   

同一の割合の分配を当該株主以外の株主に対してするために必要な財産は、前項の残余   

財産から控除する。  

第五百七条 清算株式会社は、清算事務が終了したときは、遅滞なく、厚生労働省令で定   

めるところにより、決算報告を作成しなければならない。  

2 清算人会設置会社においては、決算報告は、清算人会の承認を受けなければならない。  

3 清算人は、決算報告（前項の規定の適用がある場合にあっては、同項の承認を受けた   

もの）を株主総会に提出し、又は提供し、その承認を受けなければならない。  

4 前項の承認があったときは、任務を怠ったことによる清算人の損害賠償の責任は、免   

除されたものとみなす。ただし、清算人の職務の執行に閲し不正の行為があったときは、   

この限りでない。   

（非訟事件の管轄）  

第八百六十八条 この法律の規定による非訟事件（次項から第五項までに規定する事件を   

除く。）は、会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。   

（疎明）  

第八百六十九条 この法律の規定による■許可の申立てをする場合には、その原因となる事   

実を疎明しなければならない。   

（陳述の聴取）  

第八百七十条 裁判所は、この法律の規定（第二編第九章第二節を除く。）による非訟事   

件についての裁判のうち、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者   

（第四号及び第六号にあっては、申立人を除く。）の陳述を聴かなければならない。   

二 第三召四十六条第二項、第三百五十一条第二項若しくは第四百一条第三項（第四百  

三条第三項及び第四百二十条第三頓において準用する場合を含む。）の規定により選   

任された一時取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、執行役若しくは代表執・  
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行役の職務を行うべき者、清算人、第四百七十九条第四項において準用する第三百四   

十六条第二項若しくは第四百八十三条第六項において準用する第三百五十一条第二項   

の規定により選任された一時清算人若しくは代表清算人の職務を行うべき者、検査役   

又は第八百二十五条第二項（第八百二十七条第二項において準用する場合を含む。）   

の管理人の報酬の額の決定 当該会社及び報酬を受ける者  

三 清算人又は社債管理者の解任についての裁判 当該清算人又は社債管理者   

（理由の付記）  

第八百七十一条 この法律の規定による非訟事件についての裁判には、理由を付さなけれ   

ばならない。ただし、次に掲げる裁判については、この限りでない。   

一 前条第二号に掲げる裁判   

二 第八百七十四条各号に掲げる裁判   

（即時抗告）  

第八百七十二条 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告を   
することができる。   

四 第八百七十条各号に掲げる裁判 中立人及び当該各号に定める者（同条第二号、第  

五号及び第七号に掲げる裁判にあっては、当該各号に定める者）   

（不服申立ての制限）  

第八百七十四条 次に掲げる裁判に対しては、不服を申し立てることができない。   

－ 第八百七十条第二号に規定する一時取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、  

執行役若しくは代表執行役の職務を行うべき者、清算人、代表清算人、清算持分会社  

を代表する清算人、同号に規定する一時清算人若しくは代表清算人の職務を行うべき  

者、検査役、第五百一条第一項（第八百二十二条第三項において準用する場合を含む。）  

若しくは第六百六十二条第一項の鑑定人、第五百八条第二項（第八百二十二条第三項  

において準用する場合を含む。） 

する者、社債管理者の特別代理人又は第七百十四条第三項の事務を承継する社債管理  

者の選任又は選定の裁判   

四 この法律の規定による許可の申立てを認容する裁判（第八百七十条第一号及び第十  

二号に掲げる裁判を除く。）   

（非訟事件手続法の規定の適用除外）  

第八百七十五条 この法律の規定による非訟事件については、非訟事件手続法第十五条の   

規定は、適用しない。   

（最高裁判所規則）  

第八百七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による非訟事件の手続に   

関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。  
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［準用条文］生協法（読み替え後）   

（組合と役員との関係）  

第二十九条の二 組合と役員との関係は、委任に関する規定に従う。   

（役員の資格等）  

第二十九条の三 次に掲げる者は、役員となることができない。   

一 法人   

二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている  

者   

三 この法律、会社法若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八  

年法律第四十八号）の規定に違反し、又は民事再生法（平成十一年法律案二百二十五  

号）第二百五十五条、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しく  

は第二百六十二条の罪若しくは破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条、  

、第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の  

罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつ  

た日からこ年を経過しない者   

四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、  

その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予  

中の者を除く。）  

2 前項各号に掲げる者のほか、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、共済事   

業を行う組合の役員となることができない。   

（役員に欠員を生じた場合の措置）  

第三十条のこ この法律若しくは定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満了   

又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員とし   

ての権利義務を有する。  

2 役員が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあると   

きは、行政庁は、利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職務を行うべき者を   

選任することができる。   

（役員の職務及び権限等）  

第三十条の三 理事は、法令、定款及び規約並びに総会の決議を遵守し、組合のため息実   

にその職務を行わなければならない。  

2 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、監事は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。   

（理事会の権限等）  

第三十条の四 組合は、理事会を置かなければならない。  

2 理事会は、すべての理事で組織する■。  

3 組合の業務の執行は、理事会が決する。  
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（理事会の決議）  

第三十条の五 埋事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数（これを上回る   

割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上   

回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。  

2 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。  

3 理事会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成し、議   

事録が書面をもって作成されているときは、出席した理事及び監事は、これに署名し、   

又は記名押印しなければならない。  

4 前項の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的記録に記   

録された事項については、厚生労働省令で定める署名又は記名押印に代わる措置をとら   

なければならない。  

5 理事会の決議に参加した理事であって第三項の議事録に異議をとどめないものは、そ   

の決議に賛成したものと推定する。  

6 理事会の招集については、会社法第三百六十六条及び第三百六十八条の規定を準用す   

る。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。   

（理事会の決議の省略）  

第三十条の六 組合は、理事が埋事会の決議の目的である事項について提案をした場合に   

おいて、当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）   

の全員が書面又は電磁的記毒剥こより同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案につい   

て異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったもの   

とみなす旨を定款で定めることができる。   

（理事会の議事録）  

第三十条の七 組合は、理事会の日（前条の規定により理事会の決議があったものとみな   

された日を含む。次垣において同じ。）から十年間、第三十条の五第三項の議事録又は   

前条の意思表示を記載し、若しくは記録した書面若しくは電磁的記録（以下この条にお   

いて「議事録等」という。）をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

2 （略）  

3 組合員は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をする   

ことができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのにこれを拒んではな   

らない。   

一 議事録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲  

覧又は謄写の請求   

二 議事録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録され  

た事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

4 組合の債権者は、役員の責任を追及するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、   

組合に対し、議事録等について前項各号に掲げる請求をすることができる。  

5 裁判所は、前項の請求に係る閲覧又は謄写をすることにより、組合に著しい損害を及  
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ぼすおそれがあると認めるときは、同項の許可をすることができない。  

6 第四項の許可については、会社法第八百六十八条第一項、第八百六十九条、第八百七   

十条（第一号に係る部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号に   

係る部分に限る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規定   

を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。   

（理事会への報告の省略）  

第三十条の八 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通   

知したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。   

（代表理事）  

第三十条の九 理事会は、理事の中から組合を代表する理事（以下「代表理事」という。）   

を選定しなければならない。  

2 代表理事は、組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。  

3 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。  

4 代表理事は、定款又は総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為   

の代理を他人に委任することができる。  

5 代表理事については、第三十条の二並びに会社法第三百五十条及び第三百五十四条の   

規定を準用する。   

（役員の兼聴禁止）  

第三十一条 監事は、理事又は組合の使用人と兼ねてはならない。   

（理事の自己契約等）  

第三十一条のこ 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な   

事実を開示し、その承認を受けなければならない。   

一 理辛が自己又は第三者のために組合と取引をしようとするとき。   

ニ 組合が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において組合と当該理  

事との利益が相反する取引をしようとするとき。  

2 民法（明治二十九年法律第八十九号）第百八条の規定は、前項の承認を受けた同項第   

一号の取引については、適用しない。  

3 第一項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な   

事実を理事会に報告しなければならない。   

（役員の組合に対する損害賠償責任）  

第三十一条の三 役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損   

害を賠償する責任を負う。  

2 前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に   

賛成した理事は、その行為をしたものとみなす。  

3 第一項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除することができない。  
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（役員の第三者に対する損害賠償責任）  

第三十一条の四 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当   

該役員は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

2 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た   

だし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、   

この限りでない。   

一 理事 次に掲げる行為  

イ 第三十一条の七第一項及び第二項の規定により作成すべきものに記載し、又は記  

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

口 虚偽の登記  

ハ 虚偽の公告   

二 （略）   

（役員の連帯責任）  

第三十一条の五 役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合におい   

て、他の役員も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とす   

る。   

（決算関係書類等の提出、備置き及び閲覧等）  

第三十一条の七 （略）  

2 組合は、厚生労働省令で定めるところにより、各事業年度に係る決算関係書類（貸借   

対照表をいう。以下同じ。）及び事務報告書並びにこれらの附属明細書を作成しなけれ   

ばならない。  

3 決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって作成   

することができる。  

4 組合は、決算関係書類を作成した時から十年間、当該決算関係書類及びその附属明細   

書を保存しなければならない。  

5 第二項の決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附属明細書は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監事の監査を受けなければならない。  

6 前項の規定により監事の監査を受けた決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附   

属明細書（次条第一項の適用がある場合にあっては、同項の監査を受けたもの）は、理   

事会の承認を受けなければならない。  

7 理事は、通常総会の招集の通知に際して、厚生労働省令で定めるところにより、組合   

員に対し、前項の承認を受けた決算関係書類及び事務報告書（監査報告又は次条第一項   

の適用がある場合にあっては会計監査報告を含む。）を提供しなければならない。  

8 理事は、監事の意見を記載した書面又はこれに記載すべき事項を記録した電磁的記録   

を添付して決算関係書類及び事務報告書を通常総会に提出し、又は提供し、その承認を   

求めなければならない。  

9 組合は、各事業年度に係る決算関係書類等（決算関係書類及び事務報告書並びにこれ  
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らの附属明細書（監査報告又は次条第一項の適用がある場合にあっては会計監査報告を   

含む。）をいう。以下この条において同じ。）を通常総会の日の一週間前の日から清算   

結了の登記の暗までの聞、主たる事務所に備え置かなければならない。  

岩 （略）  

＝ 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、   

当該組合の定めた費用を支払わなければならない。   

一 決算関係書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写  

しの閲覧の請求   

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 決算関係書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記  

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求   

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組合の定めたものにより  

提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

第三十五条  

2 組合員が総組合員の五分の－（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ   

の割合）以上の同意を得て、会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事   

会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった日から二十日   

以内に、臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

3 前項の場合において、電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定めら   

れているときは、当該書面の提出に代えて、当該書面に記載すべき事項及び理由を当該   

電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該組合員は、当該書面   

を提出したものとみなす。  

4 前項前段の電磁的方法（厚生労働省令で定める方法を除く。）により行われた当該書   

面に記載すべき事項及び理由の提供は、理事会の使用に係る電子計算機に備えられたフ   

ァイルへの記録がされた時に当該理事会に到達したものとみなす。  

第三十六条 総会は、この法律に別段の定めがある場合を除き、理事が招集する。  

2 理事の職務を行う者がないとき、又は前条第二項の請求があった場合において、理事   

が正当な理由がないのに総会招集の手続をしないときは、監事は、総会を招集しなけれ   

ばならない。   

（総会招集の手続）  

第三十七条  

2 前項各号に掲げる事項の決定は、前条第二項（第三十三条第四項において準用する場   

合を含む。）又は第四十七条のこ第四境の規定により監事が総会を招集するときを除き、   

理事会の決議によらなければならない。  

（理事等の説明義務）  
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第四十三条 役員は、総会において、組合員から特定の事項について説明を求められた場   

合には、当該事項について必要な説明をしなければならない。ただし、当該事項が総会   

の目的である事項に関しないものである場合、その説明をすることにより組合員の共同   

の利益を著しく害する場合その他正当な理由がある場合として厚生労働省令で定める場   

合は、この限りでない。   

（総会の議事録）  

第四十五条  

2 組合は、総会の会日から十年間、前項の議事録をその主たる事務所に備え置かなけれ   

ばならない。  

3 組合は、総会の全日から五年間、第一項の議事録の写しをその従たる事務所に備え置   

かなければならない。ただし、当該議事録が電的記録をもって作成されている場合であ   

って、従たる事務所における次項第二号に掲げる請求に応じることを可能とするための   

措置として厚生労働省令で定めるものをとっているときは、この限りでない。  

4 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのに   

これを拒んではならない。   

－  第一項の議事録が書面をもって件成されているときは、当該書面又は当該書面の写  

しの閲覧又は謄写の請求   

二 第一項の議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記  

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（取締役の報告義務）  

第三百五十七条 取締役は、株式会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること   

を発見したときは、直ちに、当該事実を株主（監査役設置会社にあっては、監査役）に   

報告しなければならない。   

（株主による取締役の行為の差止め）  

第三百六十条 六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前   

から引き続き株式を有する抹主は、取締役が株式会社の目的の範囲外の行為その他法令   

若し〈は定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、   

当該行為によって当該株式会社に回復することができない損害が生ずるおそれがあると   

きは、当該取締役に対し、当該行為をやめることを請求することができる。   

（取締役の報酬等）  

第三百六十一条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として抹式会社から受ける   

財産上の利益（以下この章において「報酬等」という。）についての次に掲げる事項は、   

定款に当該事項を定めていないときは、株主総会の決議によって定める。   

一 報酬等のうち額が確定しているものについては、その額  
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二 報酬等のうち額が確定していないものについては、その具体的な算定方法   

三 報酬等のうち金銭でないものについては、その具体的な内容  

2 前項第二号又は第三号に掲げる事項を定め、又はこれを改定する議案を株主総会に提   

出した取締役は、当該株主総会において、当該事項を相当とする理由を説明しなければ   

ならない。   

（監査役の権限）  

第三百八十一条  

2 監査役は、いつでも、取締役及び会計参与並びに支配人その他の使用人に対して事業   

の報告を求め、又は監査役設置会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。  

（取締役への報告義務）  

第三百八十二条 監査役は、取締役が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれが   

あると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実が   

あると認めるときは、遅滞なく、その旨を清算人会に報告しなければならない。  

（取締役会への出席義務等）  

第三百八十三条 監査役は、取締役会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べ   

なければならない。（ただし書 略）  

2 監査役は、前条に規定する場合において、必要があると認めるときは、取締役（第三   

百六十六条第一項ただし書に規定する場合にあっては、招集権者）に対し、取締役会の   

招集を請求することができる。  

3 前項の規定による請求があった日から五日以内に、その請求があった日から二週間以   

内の日を取締役会の日とする取締役会の招集の通知が発せられない場合は、その請求を   

した監査役は、取締役会を招集することができる。   

（株主総会に対する報告義務）  

第三百八十四条 監査役は、取締役が株主総会に提出しようとする議案、書類その他厚生   

労働省令で定めるものを調査しなければならない。この場合において、法令若しくは定   

款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を株主総会   

に報告しなければならない。   

（監査役による取締役の行為の差止め）  

第三百八十五条 監査役は、取締役が監査役設置会社の目的の範囲外の行為その他法令若   

しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、   

当該行為によって当該監査役設置会社に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該   

取締役に対し、当該行為をやめることを請求することができる。  
2 前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同項の取締役に対し、その行為をやめ   

ることを命ずるときは、担保を立てさせないものとする。  
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（監査役設置会社と取締役との問の訴えにおける会社の代表）  

第三百八十六条 第三百四十九条第四項、第三百五十三条及び第三百六十四条の規定にか   

かわらず、監査役設置会社が取締役（取締役であった者を含む。以下この条において同   

じ。）に対し、又は取締役が監査役設置会社に対して訴えを提起する場合には、当該訴   

えについては、監査役が監査役設置会社を代表する。  

2 第三百四十九条第四項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、監査役が監査役設   

置会社を代表する。   

－ 監査役設置会社が第八百四十七条第一項の訴えの提起の請求（取締役の責任を追及  

する訴えの提起の請求に限る。）を受ける場合   

二 監査役設置会社が第八百四十九条第三項の訴訟告知（取締役の責任を追及する訴え  

に係るものに限る。）並びに第八百五十条第二項の規定による通知及び催告（取締役  

の責任を追及する訴えに係る訴訟における和解に関するものに限る。）を受ける場合  

第五百八条 清算人（清算人会設置会社にあっては、第四百八十九条第七項各号に掲げる   

清算人）は、清算株式会社の本店の所在地における清算結了の登記の暗から十年間、清   

算株式会社の帳簿並びにその事業及び清算に関する重要な資料（以下この条において「帳   

簿資料」という。）を保存しなければならない。  

2 裁判所は、利害関係人の申立てにより、前項の清算人に代わって帳簿資料を保存する   

者を選任することができる。この場合においては、同項の規定は、適用しない。  

3 前項の規定により選任された者は、清算株式会社の本店の所在地における清算結了の   

登記の時から十年間、帳簿資料を保存しなければならない。  

4 第二項の規定による選任の手続に関する費用は、清算株式会社の負担とする。   

（責任追及等の訴え）  

第八百四十七条 六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）   

前から引き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めによりその権利を   

行使することができない単元未満株主を除く。）は、株式会社に対し、書面その他の厚   

生労働省令で定める方法により、発起人、設立時取締役、設立時監査役、役員等（第四   

百二十三条第一項に規定する役員等をいう。以下この条において同じ。）若しくは清算   

人の責任を追及する訴え、第百二十条第三墳の利益の返還を求める訴え又は第二百十二   

条第一項若しくは第二百八十五条第一項の規定による支払を求める訴え（以下この節に   

おいて「責任追及等の訴え」という。）の提起を請求することができる。ただし、責任   

追及等の訴えが当該抹主著しくは第三者の不正な利益を図り又は当該株式会社に損害を   

加えることを目的とする場合は、この限りでない。  

2 （略）  

3 株式会社が第一項の規定による請求の日から六十日以内に責任追及等の訴えを提起し   

ないときは、当該請求をした株主は、株式会社のために、責任追及等の訴えを提起する   

ことができる。  

4 抹式会社は、第一項の規定による請求の日から六十日以内に責任追及等の訴えを提起   

しない場合において、当該請求をした株主又は同項の発起人、設立時取締役、設立時監  
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査役、役員等若しくは清算人から請求を受けたときは、当該請求をした者に対し、遅；帯   

なく、責任追及等の訴えを提起しない理由を書面その他の厚生労働省令で定める方法に   

より通知しなければならない。  

5 第一項及び第三項の規定にかかわらず、同項の期間の経過により株式会社に回復する   

ことができない損害が生ずるおそれがある場合には、第一項の株主は、株式会社のため   

に、直ちに責任追及等の訴えを提起することができる。ただし、同項ただし書に規定す   

る場合は、この限りでない。  

6 第三項又は前項の責任追及等の訴えは、訴訟の目的の価額の算定については、財産権   

上の請求でない請求に係る訴えとみなす。  

7 株主が責任追及等の訴えを提起したときは、裁判所は、被告の申立てにより、当該株   

主に対し、相当の担保を立てるぺきことを命ずることができる。  

8 被告が前項の申立てをするには、責任追及等の訴えの提起が悪意によるものであるこ   

とを疎明しなければならない。   

（訴えの管轄）  

第八百四十八乗 責任追及等の訴えは、株式会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の   

管轄に専属する。   

（訴訟参加）  

第八百四十九条 株主文は株式会社は、共同訴訟人として、又は当事者の一方を補助する   

ため、責任追及等の訴えに係る訴訟に参加することができる。ただし、不当に訴訟手続   

を遅延させることとなるとき、又は裁判所に対し過大な事務負担を及ぼすこととなると   

きは、この限りでない。  

2 株式会社が、取締役（監査委員を除く。）、執行役及び清算人並びにこれらの看であ   

った者を補助するため、責任追及等の訴えに係る訴訟に参加するには、次の各号に掲げ   

る株式会社の区分に応じ、■当該各号に定める者の同意を得なければならない。  

一 監査役設置会社 監査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、各監査役）  

ニ （略）  

3 株主は、責任追及等の訴えを提起したときは、遅滞なく、株式会社に対し、訴訟告知   

をしなければならない。  

4 株式会社は、責任追及等の訴えを提起したとき、又は前項の訴訟告知を受けたときは、   

遅滞なく、その旨を公告し、又は株主に通知しなければならない。  

5 （略）   

（和解）  

第八百五十条 民事訴訟法第二百六十七条の規定は、株式会社が責任追及等の訴えに係   

る訴訟における和解の当事者でない場合には、当該訴訟たおける訴訟の目的については、   

適用しない。ただし、当該株式会社の承認がある場合は、この限りでない。  

2 前項に規定する場合において、裁判所は、株式会社に対し、和解の内容を通知し、か   

つ、当該和解に異議があるときは二週間以内に異議を述べるべき旨を催告しなければな  
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らない。  

3 株式会社が前項の期間内に書面により異議を述べなかったときは、同項の規定による   

通知の内容で株主が和解をすることを承認したものとみなす。  

4 第五十五条、第百二十条第五項、第四百二十四条（第四百八十六条第四項において準   

用する場合を含む。）、第四百六十二条第三項（同項ただし書に規定する分配可能額を   

超えない部分について負う義務に係る部分に限る。）、第四百六十四条第二項及び第四   

百六十五条第二項の規定は、責任追及等の訴えに係る訴訟における和解をする場合には、   

適用しない。   

（抹主でなくなった者の訴訟追行）  

第八百五十一条 （略）   

（費用等の請求）  

第八百五十二条 責任追及等の訴えを提起した株主が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合   

において、当該責任追及等の訴えに係る訴訟に関し、必要な費用（訴訟費用を除く。）   

を支出したとき又は弁護士若しくは弁護士法人に報酬を支払うべきときは、当該株式会   

社に対し、その費用の額の範国内又はその報酬額の範囲内で相当と認められる額の支払   

を請求することができる。  

2 責任追及等の訴えを提起した株主が敗訴した場合であっても、悪意があったときを除   

き、当該株主は、当該株式会社に対し、これによって生じた損害を賠償する義務を負わ   

ない。  

3 前二項の規定は、第八百四十九条第一項の規定により同項の訴訟に参加した株主につ   

いて準用する。   

（再審の訴え）  

第八百五十三条 責任追及等の訴えが提起された場合において、原告及び被告が共謀して   

責任追及等の訴えに係る訴訟の一目的である株式会社の権利を害する目的をもって判決を   

させたときは、株式会社又は株主は、・確定した終局判決に対し、再審の訴えをもって、   

不服を申し立てることができる。  

2 前条の規定は、前項の再審の訴えについて準用する。  

第七章 登記   

（設立の登記）  

第七十四条 組合の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、出資の第一回の   

払込みがあった日から二週間以内にしなければならない。  

2 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。   

一 第二十六条第一項第一号から第三号までに掲げる事項   

二 事務所の所在場所  
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三 出資一口の金額及びその払込みの方法並びに出資の経口数及び払い込んだ出資の総   

額  

四 存立時期を定めたときは、その時期  

五 代表権を有する者の氏名、住所及び資格  

六 公告方法  

七 第二十六条第三項の定款の定めが電子公告を公告方法とする旨のものであるとき   

は、次に掲げる事項   

イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提供を  

受けるために必要な事項であって会社法第九百十一条第三項第二十九号イに規定す  

るもの   

ロ 第二十六条第四項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め   

（変更の登記）  

第七十五条 組合において前条第二項各号に掲げる事項に変吏が生じたときは、二週間以   

内に、その主たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければならない。  

2 前条第二項第三号に掲げる事項申出資の総口数及び払い込んだ出資の総額の変更の登   

記は、前項の規定たかかわらず、主たる事務所の所在地において、毎事業年度末日現在   

により、事業年度終了後四週間以内にこれをすることができる。   

（他の登記所の管轄区域内への主たる事務所の移転の登記）  

第七十六条 組合がその主たる事務所を他の登記所の管轄区域内に移転したときは、二週   

間以内に、旧所在地においては移転の登記をし、新所在地においては第七十四条第二項   

各号に掲げる事項を登記しなければならない。   

（職務執行停止の仮処分等の登記）  

第七十七条 組合を代表する理事の職務の執行を停止し、若しくはその職務を代行する者   

を選任する仮処分命令又はその仮処分命令を変更し、若しくは取り消す決定がされたと   

きは、その主たる事務所の所在地において、その登記をしなければならない。   

（吸収合併の登記）  

第七十八条 組合が吸収合併をしたときは、その効力が生じた日から二週間以内に、その   
主たる事務所の所在地において、吸収合併消滅組合については解散の登記をし、吸収合   

併存続組合については変更の登記をしなければならない。   

（新設合併の登記）  

第七十八粂の二 二以上の組合が新設合併をする場合には、次に掲げる日のいずれか遅い   

日から二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、新設合併消滅組合につい七   

は解散の登記をし、新設合併設立組合については設立の登記をしなければならない。   

－ 第六十八粂の三第三項の総会の決議の日   

二 第六十八粂の三第四項において準用する第四十九条及び第四十九条のこの規定によ  
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る手続が終了した目  

三 新設合併消滅組合が合意により定めた目  

四 第六十九条第一項の認可を受けた日   

（解散の登記）  

第七十九条 第六十二条第一項（第四号から第六号までを除く。）の規定により組合が解   

散したときは、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、解散の登記をしな   

ければならない。   

（清算結了の登記）  

第八十条 清算が結了したときは、第七十三条において準用する会社法第五首七条第三項   

の承認の日から二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、清算結了の登記を   

しなければならない。   

（従たる事務所の所在地における登記）  

第八十一条 次の各号に掲げる場合（当該各号に規定する従たる事務所が主たる事務所の   

所在地を管轄する登記所の管轄区域内にある場合を除く。）には、当該各号に定める期   

間内に、当該従たる事務所の所在地において、従たる事務所の所在地における登記をし   

なければならない。   

二 組合の設立に際して従たる事務所を設けた場合（次号に掲げる場合を除く。） 主  

たる事務所の所在地における設立の登記をした目から二週間以内   

新設合併設 
二 立組合が合併に際して従たる事務所を設けた場合 第七十八条のこに規  

定する日から三週間以内   

三 組合の成立後に従たる事務所を設けた場合 従たる事務所を設けた日から三週間以  

内  

2 従たる事務所の所在地における登記においては、次に掲げる事項を登記しなければな   

らない。ただし、従たる事務所の所在地を管轄する登記所の管轄区域内に新たに従たる   

事務所を設けたときは、第三号に掲げる事項を登記すれば足りる。   

一 名称   

二 主たる事務所の所在場所   

三 従たる事務所（その所在地を管轄する登記所の管轄区域内にあるものに限る。）の  

所在場所  

3 前項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、三週間以内に、当該従たる事務所の所   

在地において、 変更の登記をしなければならない。   

（他の登記所の管轄区域内への従たる事務所の移転の登記）  

第八十二条 組合がその従たる事務所を他の登記所の管轄区域内に移転したときは、旧所   

在地（主たる事務所の所在地を管轄する登記所の管轄区域内にある場合を除く。）にお   
いては三週間以内に移転の登記をし、新所在地（主たる事務所の所在地を管轄する登記  

＿所の管轄区域内にある場合を除く。以下この条において同じ。）においては四週間以内  
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に前条第二項各号に掲げる事項を登記しなければならない。ただし、従たる事務所の所  

在地を管轄する登記所の管轄区域内に新たに従たる事務所を移転したときは、新所在地  

においては、同項第三号に掲げる事項を登記すれば足りる。   

（従たる事務所における変更の登記等）  

第八十三粂 第七十八条、第七十八条の二及び第八十条に規定する場合には、これらの規   

定に規定する日から三週間以内に、従たる事務所の所在地においても、これらの規定に   

規定する登記をしなければならない。ただし、吸収合併存続組合についての変更の登記   

は、第八十一条第二項各号に掲げる事項に変更が生じた場合に限り、するものとする。   

（登記簿）  

第八十四条 各登記所に、消費生活協同組合登記簿及び消費生活協同組合連合会登記簿を   

備える。   

（設立の登記の申請）  

第八十五条 設立の登記は、組合を代表すべき者の申請によってする。  

2 設立の登記の申請書には、定款並びに出資の総口数及び出資第一回の払込みのあった   

ことを証する書面並びに組合を代表すべき者の資格を証する書面を添付しなければなら   

ない。   

（変更の登記の申請）  

第八十六条 第七十四条第二項各号に掲げる事項の変更の登記の申請書には、当該事項の   

変更を証する書面を添付しなければならない。  

2 出資一口の金額の減少による変更の登記の申請書には、前項に規定する書面のほか、   

第四十九条第三項の規定による公告及び催告（同条第五項の規定により公告を官報のほ   

か第二十六条第三項の規定による定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲げる公告   

方法によってした組合にあっては、これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を   

述べた債権者があるときは、その債権者に対し弁済し若しくは相当の担保を供し若しく   

はその債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該   

出資一口の金額の減少をしてもその債権者を害するおそれがないことを証する書面を添   

付しなければならない。   

（吸収合併による変更の登記の申請）  

第八十七粂 吸収合併による変更の登記の申請書には、第七十四条第二項各号に掲げる事   

項の変更を証する書面のはか、次に掲げる書面を添付しなければならない。   

－ 第六十八条第四項及び第六十八条の二第六項において準用する第四十九条第三項の   

規定による公告及び催告（第六十八粂第四項及び第六十八条の二第六項におヤ、て準用  

する第四十九条第五項の規定により公告を官報のほか第二十六条第三項の規定による  

定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲げる公告方法によってした組合にあって  

は、これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、  
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その債権者に対し弁済し若しくは相当の担保を供し若しくはその債権者に弁済を受け   

させることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該吸収合併をしてもその債   

権者を害するおそれがないことを証する書面  

二 吸収合併消滅組合（当該登記所の管轄区域内に主たる事務所があるものを除く。）   

の登記事項証明書   

（新設合併による設立の登記の申請）  

第八十八条 新設合併による設立の登記の申請書には、第八十五条第二項に規定する書面   

のほか、次に掲げる書面を添付しなければならない。   

一一 第六十八条の三第三項の規定による新設合併契約の承認があったことを証する書面   

二 第六十八条の三第四項において準用する第四十九条第三項の規定による公告及び催  

告（第六十八条の三第四項において準用する第四十九条第五項の規定により公告を官  

報のほか第二十六条第三項の規定による定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲  

げる公告方法によってした組合にあっては、これらの方法による公告）をしたこと並  

びに異議を述べた債権者があるときは、その債権者に対し弁済し若しくは相当の担保  

を供し若しくはその債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託し  

たこと又は当該新設合併をしてもその債権者を害するおそれがないことを証する書面   

三 新設合併消滅組合（当該登記所の管轄区域内に主たる事務所があるものを除く。）  

の登記事項証明書   

（解散の登記の申請）  

第八十九条 第七十九条の規定による解散の登記の申請書には、解散の事由を証する書面   

を添付しなければならない。  

2 行政庁が組合の解散を命じた場合における解散の登記は、その行政庁の嘱託によって   

これをする。   

（清算結了の登記の申請）  

第八十九条の二 清算結了の登記の申 請書には、第七十三条において準用する会社法第五   

百七条第三項の規定による決算報告書の承認があったことを証する書面を添付しなけれ   

ばならない。   

（登記の嘱託）  

第九十条 組合の総会又は創立総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴え   

に係る請求を認容する判決が確定した場合については、会社法第九百三十七条第一項（第   

一号トに係る部分に限る。）の規定を準用する。この場合において、必要な技術的読替   

えは、政令で定める。  

2 組合の出資一口の金額の減少の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合   

については、会社法第九百三十七条第一項（第一号こに係る部分に限る。）の規定を準   

用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

3 組合の設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合については、会社  
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法第九百三十七条第一項（第一号イに係る部分に限る。）の規定を準用する。この場合   

において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

4 組合の合併の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合については、会社   

法第九百三十七粂第三項（第二号及び第三号に係る部分に限る。）及び第四項の規定を   

準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

【準用条文］会社法  

第九百三十七条 次に掲げる場合には、裁判所書記官は、職権で、遅滞なく、会社の本店   

（第一号トに規定する場合であって当該決議によって第九百三十条第二項各号に掲げる   

事項についての登記がされているときにあっては、本店及び当該登記に係る支店）の所   

在地を管轄する登記所にその登記を嘱託しなければならない。   

一 次に掲げる訴えに係る請求を認容する判決が確定したとき。  

イ 会社の設立の無効の訴え  

こ 株式会社における資本金の額の減少の無効の訴え  

ト 株主総会等の決議した事項についての登記があった場合における次に掲げる訴え  

（1） 株主総会等の決議が存在しないこと又は株主総会等の決議の内容が法令に  

違反することを理由として当該決議が無効であることの確認の訴え  

（2） 株主総会等の決議の取消しの訴え  

3 次の各号に掲げる訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合には、裁判所書記官   

は、職権で、遅滞なく、各会社の本店の所在地を管轄する登記所に当該各号に定める登   

記を嘱託しなければならない。   

ニ 会社の吸収合併の無効の訴え 吸収合併後存続する会社についての変更の登記及び  

吸収合併により消滅する会社についての回復の登記   

三 会社の新設合併の無効の訴え 新設合併により設立する会社についての解散の登記  

及び新設合併により消滅する会社についての回復の登記  

4 前項に規定する場合において、同項各号に掲げる訴えに係る請求の目的に係る組織変   

更、合併又は会社分割により第九百三十条第二項各号に掲げる事項についての登記がさ   

れているときは、各会社の支店の所在地を管轄する登記所にも前項各号に定める登記を   

嘱託しなければならない。   

（登記の期間）  

第九十一条 登記すべき事項のうち行政庁の認可を要するものの登記の期間については、   

その認可書の到達した日から起算する。ただし、第五十九条第二項及び第五項（第六十   

二条第三項において準用する場合を含む。）の場合には、認可に関する証明書の到達し   

た日から起算する。   

（商業登記法の準用）  

第九十二条 組合の登記については、商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第一   

条の三から第五条まで、第七粂から第十五条まで、第十七条から第二十三粂のこまで、   

第二十四条（第十五号及び第十六号を除く。）、第二十五条から第二十七粂まで、第四  
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十八条から第五十三条まで、第七十一条第一項及び第三項、第七十九条、第八十二条、  

第八十三粂並びに第百三十二条から第百四十八条までの規定を準用する。この場合にお  

いて、同法第二十五条中「訴え」とあるのは「訴え又は行政庁に対する請求」と、同条  

第三項中「その本店の所在地を管轄する地方裁判所」とあるのは「訴えについてはその  

本店の所在地を管轄する地方裁判所に、行政庁に対する請求については当該行政庁」と、  

同法第四十八条第二項中「会社法第九百三十条第二項各号」とあるのは「消費生活協同  

組合法第八十一条第二項各号」と、同法第七十一条第三項ただし書中「会社法第四百七  

十八条第一項第一号の規定により清算抹式会社の清算人となったもの（同法第四百八十  

三条第四項に規定する場合にあっては、同項の規定により清算株式会社の代表清算人と  

なったもの）」とあるのは「消費生活協同組合法第七十二条本文の規定による清算人」  

と読み替えるものとする。  

［準用条文］商業登記法（読み替え後）   

（登記所）  

第一条の三 登記の事務は、当事者の営業所の所在地を管轄する法務局若しくは地方法務   

局若しくはこれらの支局又はこれらの出張所（以下単に「登記所」という。）がつかさ   

どる。   

（事務の委任〉  

第二条 法務大臣は、－の登記所の管轄に属する事務を他の登記所に委任することができ   

る。   

（事務の停止）  

第三条 法務大臣は、登記所においてその事務を停止しなければならない事由が生じたと   

きは、期間を定めて、その停止を命ずることができる。   

（登記官）  

第四条 登記所における事務は、登記官（登記所に勤務する法務事務官のうちから、法務   

局又は地方法務局の長が指定する者をいう。以下同じ。）が取り扱う。   

（登記官の除斥）  

第五条 登記官又はその配偶者若しくは四親等内の親族（配偶者又は四親等内の親族であ   

った者を含む。以下この条において同じ。）が登記の申請人であるときは、当該登記官   

は、当該登記をすることができない。登記官又はその配偶者若しくは四親等内の親族が   

申請人を代表して申請するときも、同様とする。   

（登記簿等の持出禁止）  

第七条 登記簿及びその附属書類（第十七条第四項に規定する電磁的記録（電子的方式、   

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ   

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）及び第十九  
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条のこに規定する登記の申請書に添付すべき電磁的記録（以下「第十九条のこに規定す  

る電磁的記録」という。）を含む。以下この条、第九条、第十一条の二、第百四十条及  

び第古四十一条において同じ。）は、事変を避けるためにする場合を除き、登記所外に  

持ち出してはならない。ただし、登記簿の附属書類については、裁判所の命令又は嘱託  

があったときは、この限りでない。   

（登記簿の滅失と回復）  

第八条 登記簿の全部又は一部が滅失したときは、法務大臣は、一定の期間を定めて、登   

記の回復に必要な処分を命ずることができる。   

（登記簿等の滅失防止）  

第九条 登記簿又はその附属書類が滅失するおそれがあるときは、法務大臣は、必要な処   

分を命ずることができる。   

（登記事項証明書の交付等）  

第十条 何人も、手数料を納付して、登記簿に記録されている事項を証明した書面（以下   

「登記事項証明書」という。）の交付を請求することができる。  

2 前項の交付の請求は、法務省令で定める場合を除き、他の登記所の登記官に対しても   

することができる。  

3 登記事項証明書の記載事項は、法務省令で定める。   

（登記事項の概要を記載した書面の交付）  

第十一条 何人も、手数料を納付して、登記簿に記録されている事項の概要を記載した書   

面の交付を請求することができる。   

（附属書類の閲覧）  

第十一条のこ 登記簿の附属書類の閲覧について利害関係を有する者は、手数料を納付し   

て、その閲覧を請求することができる。この場合において、第十七条第四境に規定する   

電磁的記録又は第十九条のこに規定する電磁的記壷剥こ記録された情報の閲覧は、その情   

報の内容を法務省令で定める方法により表示したものを閲覧する方法により行う。   

（印鑑証明）  

第十二条 第二十条の規定により印鑑を登記所に提出した者又は支配人、破産法（平成十   

大年法律第七十五号）の規定により会社につき選任された破産管財人若しくは保全管理   

人、民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）の規定により会社につき選任された   

管財人若しくは保全管理人、会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）の規定により   

選任された管財人若しくは保全管理人若しくは外国倒産処理≠続の承認援助に関する法   

律（平成十二年法律第百二十九号）の規定により会社につき選任された承認管財人若し   

くは保全管理人でその印鑑を登記所に提出した者は、手数料を納付して、その印鑑の証   

明書の交付を請求することができる。  
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2 第十条第二項の規定は、前項の証明書に準用する。   

（電磁的記録の作成者を示す措置の確認に必要な事項等の証明）  

第十二条の二 前条第一項に規定する者（以下この条において「印鑑提出者」という。）   

は、印鑑を提出した登記所が法務大臣の指定するものであるときは、この条に規定する   

ところにより次の事項（第二号の期間については、法務省令で定めるものに限る。）の   

証明を請求することができる。ただし、代表権の制限その他の事項でこの項の規定によ   

る証明に適しないものとして法務省令で定めるものがあるときは、この限りでない。   

－ 電磁的記録に記録することができる情報が印鑑提出者の作成に係るものであること  

を示すために講ずる措置であって、当該情報が他の情報に改変されているかどうかを  

確認することができる等印鑑提出者の作成に係るものであることを確実に示すことが  

できるものとして法務省令で定めるものについて、当該印鑑提出者が当該措置を講じ  

たものであることを確認するために必要な事項   

二 この項及び第三項の規定により証明した事項について、第八項の規定による証明の  

請求をすることがセきる期間  

2 前項の規定による証明の請求は、同項各号の事項を明らかにしてしなければならない。  

3 第一項の規定により証明を請求した印鑑提出者は、併せて、自己に係る登記事項であ   

って法務省令で定めるものの証明を請求することができる。  

4 第一項の規定により証明を請求する印鑑提出者は、政令で定める場合を除くほか、手   
数料を納付しなければならない。  

5 第一項及び第三項の規定による証明は、法務大臣の指定する登記所の登記官がする。   

ただし、これらの規定による証明の請求は、第一項の登記所を経由してしなければなら   

ない。  

6 第一項及び前項の指定は、告示してしなければならない。  

7 第一項の規定により証明を請求した印鑑提出者は、同項第二号の期間中において同項   

第一号の事項が当該印鑑提出者が同号の措置を講じたものであることを確認するために   

必要な事項でなくなったときは、第五項本文の登記所に対し、第一項の登記所を経由し   

て、その旨を届け出ることができる。   
8 何人でも、第五項本文の登記所に対し、次の事項の証明を請求することができる。   

一 第一項及び第三項の規定により証明した事項の変更（法務省令で定める軽微な変更  

を除く。）の有無   

二 第一項第二号の期間の経過の有無   

三 前項の届出の有無及び届出があったときはその年月日   

四 前三号に準ずる事項として法務省令で定めるもの   

9 第一項及び第三項の規定による証明並びに前項の規定による証明及び証明の請求は、   

法務省令で定めるところにより、登記官が使用する電子計算機と請求をする者が使用す   

る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信する方法その他の方法によって行  

うものとする。   

岩 前項に規定する証明及び証明の請求については、行政手続等における情報通信の技術   

の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術利用法」とい  
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う。）第三条及び第四条の規定は、適用しない。   

（手数料）  

第十三条 第十条から前条までの手数料の額は、物価の状況、登記事項証明書の交付等に   

要する実費その他一切の事情を考慮して、政令で定める。  

2 第十条から前条までの手数料の納付は、登記印紙をもってしなければならない。ただ   

し、法務省令で定める方法で登記事項証明書又は印鑑の証明書の交付を請求するときは、   

法務省令で定めるところにより、現金をもってすることができる。   

（当事者申請主義）  

第十四条 登記は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、当事者の申請又は官庁の嘱   

託がなければ、することができない。   

（嘱託による登記）  

第十五条 第五条、第十七条から第十九条のこまで、第二十一条、第二十二条、第二十三   

条の二、第二十四条、第四十八条から第五十集まで（第九十五条、第百十一条及び第百   

十八条において準用する場合を含む。）、第五十一条第一項及び第二項、第五十二条、   

第七十八条第一項及び第三項、第八十二条第二項及び第三項、第八十三条、第八十七条   

第一項及び第二項、第八十八条、第九十一条第一項及び第二項、第九十二条、第百三十   

二条並びに第百三十四条の規定は、官庁の嘱託による登記の手続について準用する。   

（登記申請の方式）  

第十七条 登記の申請は、書面でしなければならない。  

2 申請書には、次の事項を記載し、申請人又はその代表者（当該代表者が法人である場   

合にあっては、その職務を行うべき者）若しくは代理人が記名押印しなければならない。   

一 申請人の氏名及び住所、申請人が会社であるときは、その商号及び本店並びに代表  

者の氏名又は名称及び住所（当該代表者が法人である場合にあっては、その職務を行  

うべき者の氏名及び住所を含む。）   

ニ 代理人によって申請するときは、その氏名及び住所   

三 登記の事由   

四 登記すべき事項   

五 登記すべき事項につき官庁の許可を要するときは、許可書の到達した年月日   

六 登録免許税の額及びこれにつき課税標準の金額があるときは、その金額   

七 年月日   

八 登記所の表示  

3 会社の支店の所在地においてする登記の申請書には、その支店をも記載しなければな   

らない。  

4 第二項第四号に掲げる事項又は前項の規定により申請書に記載すべき事項を記録した   

電磁的記録（法務省令で定めるものに限る。）が申請書とともに提出されたときは、前   

二項の規定にかかわらず、当該申請書には、当該電磁的記録に記録された事項を記載す  
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ることを要しない。   

（申請書の添付書面）  

第十八条 代理人によって登記を申請するには、申請書（前条第四項に規定する電磁的記   

録を含む。以下同じ。）にその権限を証する書面を添付しなければならない。  

第十九条 官庁の許可を要する事項の登記を申請するには、申請書に官庁の許可書又はそ   

の認証がある謄本を添附しなければならない。   

（申請書に添付すべき電磁的記録）  

第十九条の二 登記の申請書に添付すべき定款、議事録若しくは最終の貸借対照表が電磁   

的記録で作られているとき、又は登記の申請書に添付すべき書面につきその作成に代え   

て電磁的記録の作成がされているときは、当該電磁的記録に記録された情報の内容を記   

録した電磁的記録（法務省令で定めるものに限る。）を当該申請書に添付しなければな   

らない。   

（印鑑の提出）  

登記の申請書に押印すべき者は、あらかじめ、その印鑑を登記所に提出しなけ   第二十条  

ればならない。改印したときも、同様とする。  

2 前項の規定は、委任による代理人によって登記の申請をする場合には、委任をした音   

叉はその代表者について適用する。  

3 前二項の規定は、会社の支店の所在地においてする登記の申請については、適用しな   

い。   

（受付）  

第二十一条 登記官は、登記の申請書を受け取ったときは、受付帳に登記の種類、申請人   

の氏名、会社が申請人であるときはその商号、受付の年月日及び受付番号を記載し、申   

請書に受付の年月日及び受付番号を記載しなければならない。 

2 情報通信技術利用法第三条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を   

使用してする登記の申請については、前項の規定中申請書への記載に関する部分は、適   

用しない。  

3 登記官は、二以上の登記の申請書を同時に受け取った場合又は二以上の登記の申請書   

についてこれを受け取った時の前後が明らかでない場合には、受付帳にその旨を記載し   

なければならない。   

（受領証）  

第二十二条 登記官は、登記の申請書その他の書面（第十九条のこに規定する電磁的記録   

を含む。）を受け取った場合において、申請人の請求があったときは、受領証を交付し   

なければならない。  
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（登記の順序）  

第二十三条 登記官は、受附番号の順序に従って登記をしなければならない。   

（登記官による本人確認）  

第二十三条のこ 登記官は、登記の申請があった場合において、申請人となるべき者以外   

の者が申請していると疑うに足りる相当な理由があると認めるときは、次条の規定によ   

り当該申請を却下すべき場合を除き、申請人又はその代表者若しくは代理人に対し、出   

頭を求め、質問をし、又は文書め提示その他必要な情報の提供を求める方法により、当   

該申請人の申請の権限の有無を調査しなければならない。  

2 登記官は、前項に規定する申請人又はその代表者若しくは代理人が遠隔の地に居住し   

ているとき、その他相当と認めるときは、他の登記所の登記官に同項の調査を嘱託する   

ことができる。   

（申請の却下）  

第二十四条 登記官は、次の各号のいずれかに掲げる事由がある場合には、理由を付した   

決定で、登記の申請を却下しなければならない。ただし、当該申請の不備が補正するこ   

とができるものである場合において、登記官が定めた相当の期間内に、申請人がこれを   

補正したときは、この限りでない。   

一 申請に係る当事者の営業所の所在地が当該申請を受けた登記所の管轄に属しないと  

き。   

ニ 申請が登記すべき事項以外の事項の登記を目的とするとき。   

三 申請に係る登記がその登記所において既に登記されているとき。   

四 申請中権限を有しない者の申請によるとき。   

玉 算二十一条第三項に規定する場合において、当該申請に係る登記をすることにより  

同項の登記の申請書のうち他の申請書に係る登記をすることができなくなるとき。   

六 申請書がこの法律に基づく命令又はその他の法令の規定により定められた方式に適  

合しないとき。   

七 第二十条の規定による印鑑の提出がないとき、又は申請書、委任による代理人の権  

限を証する書面若しくは第三十条第二項若しくは第三十一条第二項に規定する譲渡人  

の承諾書に押された印鑑が第二十条の規定により提出された印鑑と異なるとき。   

八 申請書に必要な書面（第十九条のこに規定する電磁的記録を含む。）を添付しない  

とき。   

九 申請書又はその添付書面（第十九条のこに規定する電磁的記録を含む。以下同じ。）  

の記載又は記録が申請書の添付書面又は登記簿の記載又は記録と合致しないとき。   

十 登記すべき事項につき無効又は取消しの原因があるとき。   

十一 申請につき経由すべき登記所を経由しないとき。   

十二 同時にすべき他の登記の申請を同時にしないとき。   

十三 申請が第二十七条の規定により登記することができない商号の登記を目的とする  

とき。   

十四 申請が法令の規定により使用を禁止された商号の登記を目的とするとき。  
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（提訴期間経過後の登記）  

第二十五条 登記すべき事項につき訴え又は行政庁に対する請求をもってのみ主張するこ   

とができる無効又は取消しの原因がある場合において、その訴え又は行政庁に対する請   

求がその提起期間内に提起されなかったときは、前条第十号の規定は、適用しない。  

2 前項の場合の登記の申請書には、同項の訴え又は行政庁に対する請求がその提起期間   

内に提起されなかったことを証する書面及び登記すべき事項の存在を証する書面を添附   

しなければならない。この場合には、第十八条の書面を除き、他の書面の添附を要しな   

い。  

3 会社は、訴えについてはその主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所に、行政庁   

に対する請求については当該行政庁に、第一項の訴え又は行政庁に対する請求がその提   

起期間内に提起されなかったことを証する書面の交付を請求することができる。   

（行政区画等の変更）  

第二十六条 行政区画、郡、区、市町村内の町若しくは字又はそれらの名称の変更があつ   

たときは、その変更による登記があったものとみなす。   

（同一の所在場所における同一の商号の登記の禁止）  

第二十七条 商号の登記は、その商号が他人の既に登記した商号と同一であり、かつ、そ   

の営業所（会社にあっては、本店。以下この条において同じ。）の所在場所が当該他人   

の商号の登記に係る営業所の所在場所と同一であるときは、することができない。   

（支店所在地における登記）  

第四十八条 本店及び支店の所在地において登記すべき事項について支店の所在地におい   

てする登記の申請書には、本店の所在地においてした登記を証する書面を添付しなけれ   

ばならない。この場合においては、他の書面の添付を要しない。  

2 支店の所在地において消費生活協同組合法第八十一条第二項各号に掲げる事項を登記   

する場合には、会社成立の年月日並びに支店を設置し又は移転した旨及びその年月日を   

も登記しなければならない。  

第四十九条 法務大臣の指定する登記所の管轄区域内に本店を有する会社が本店及び支店   

の所在地において登記すべき事項について支店の所在地においてする登記の申請は、そ   

の支店が法務大臣の指定する他の登記所の管轄区域内にあるときは、本店の所在地を管   

轄する登記所を経由してすることができる。  

2 前項の指定は、告示してしなければならない。  

3 第一項の規定による登記の申請と本店の所在地における登記の申請とは、同時にしな   

ければならない。  

4 申請書の添付書面に関する規定は、第一項の規定による登記の申請については、適用   

しない。  

5 第一項の規定により登記を申請する者は、手数料を納付しなければならない。  
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6 前項の手数料の額は、物価の状況、次条第二項及び第三項の規定による通知に要する   

実費その他一切の事情を考慮して、政令で定める。  

7 第十三条第二項の規定は、第五項の規定による手数料の納付に準用する。  

第五十条 本店の所在地を管轄する登記所においては、前条第一項の登記の申請について   

第二十四条各・号のいずれかに掲げる事由があるときは、その申請を却下しなければなら   

ない。前条第五項の手数料を納付しないときも、同様とする。  

2 本店の所在地を管轄する登記所においては、前条第一項の場合において、本店の所在   

地において登記すべき事項を登記したときは、遅滞なく、同項の登記の申請があった旨   

を支店の所在地を管轄する登記所に通知しなければならない。ただし、前項の規定によ   

りその申請を却下したときは、この限りでない。  

3 前項本文の場合において、前条第一項の登記の申請が設立の登記の申請であるときは、   

本店の所在地を管轄する登記所においては、会社成立の年月日をも通知しなければなら   

ない。  

4 前二項の規定による通知があったときは、当該支店の所在地を管轄する登記所の登記   

官が前条第一項の登記の申請書を受け取ったものとみなして、第二十一条の規定を適用   

する。  

（本店移転の登記）  

第五十一条 本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地における登記の申   

請は、旧所在地を管轄する登記所を経由してしなければならない。第二十条第一項又は   

第二項の規定により新所在地を管轄する登記所にする印鑑の提出も、同様とする。  

2 前項の登記の申請とl日所在地における登記の申請とは、同時にしなければならない。  

3 第一項の登記の申請書には、第十八条の書面を除き、他の書面の添付を要しない。  

第五十二条 旧所在地を管轄する登記所においては、前条第二項の登記の申請のいずれか   

につき第二十四条各号のいずれかに掲げる事由があるときは、これらの申請を共に却下   

しなければならない。  

2 旧所在地を管轄する登記所においては、前項の場合を除き、遅滞なく、前条第一項の   

登記の申請書及びその添付書面並びに同項の印鑑を新所在地を管轄する登記所に送付し   

なければならない。  

3 新所在地を管轄する登記所においては、前項の申請書の送付を受けた場合において、   

前条第一項の登記をしたとき、又はその登記の申請を却下したときは、遅滞なく、その   

旨を旧所在地を管轄する登記所に通知しなければならない。  

4 旧所在地を管轄する登記所においては、前項の規定により登記をした旨の通知を受け   

るまでは、登記をすることができない。  

5 新所在地を管轄する登記所において前条第一項の登記の申請を却下したときは、旧所   

在地における登記の申請は、却下されたものとみなす。  

第五十三条 新所在地における登記においては、会社成立の年月日並びに本店を移転した  
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旨及びその年月日をも登記しなければならない。   

（解散の登記）  

第七十一条 解散の登記において登記すべき事項は、解散の旨並びにその事由及び年月日   

とする。  

2 （略）  

3 代表清算人の申請に係る解散の登記の申請書には、その資格を証する書面を添付しな   

ければならない。ただし、当該代表清算人が消費生活協同組合法第七十二条本文の規定   

による清算人であるときは、この限りでない。   

（合併の登記）  

第七十九条 吸収合併による変更の登記又は新設合併による設立の登記においては、合併   

をした旨並びに吸収合併により消滅する会社（以下「吸収合併消滅会社」という。）又   

は新設合併により消滅する会社（以下「新設合併消滅会社」という。）の商号及び本店   

をも登記しなければならない。  

第八十二条 合併による解散の登記の申請に？いては、吸収合併後存続する会社（以下「吸   

収合併存続会社」という。）又は新設合併により設立する会社（以下「新設合併設立会   

社」という。）を代表すべき者が吸収合併消滅会社又は新設合併消滅会社を代表する。  

2 本店の所在地における前項の登記の申請は、当該登記所の管轄区域内に吸収合併存続   

会社又は新設合併設立会社の本店がないときは、その本店の所在地を管轄する登記所を   

経由してしなければならない。  

3 本店の所在地における第一項の登記の申請と第八十条又は前条の登記の申請とは、同   

時にしなければならない。  

4 申請書の添付書面に関する規定並びに第二十条第一項及び第二項の規定は、本店の所   

在地における第一項の登記の申請については、適用しない。  

第八十三条 吸収合併存続会社又は新設合併設立会社の本店の所在地を管轄する登記所に   

おいては、前条第三項の登記の申請のいずれかにつき第二十四条各号のいずれかに掲げ   

る事由があるときは、これらの申請を共に却下しなければならない。  

2 吸収合併存続会社又は新設合併設立会社の本店の所在地を管轄する登記所において   

は、前条第二項の場合において、吸収合併による変更の登記又は新設合併による設立の   

登記をしたときは、遅滞なく、その登記の日を同項の登記の申請書に記載し、これを吸   

収合併消滅会社又は新設合併消滅会社の本店の所在地を管轄する登記所に送付しなけれ   

ばならない。   

（更正）  

第百三十二条 登記に錯誤又は遺漏があるときは、当事者は、その登記の更正を申請する   

ことができる。  

2 更正の申請書には、錯誤又は遺漏があることを証する書面を添付しなければならない。  
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ただし、氏、名又は住所の更正については、この限りでない。  

第百三十三条 登記官は、登記に錯誤又は遺漏があることを発見したときは、遅滞なく、   

登記をした者にその旨を通知しなければならない。ただし、その錯誤又は遺漏が登記官   

の過誤によるものであるときは、この限りでない。  

2 前項ただし書の場合においては、登記官は、遅滞なく、監督法務局又lま地方法務局の   

長の許可を得て、登記の更正をしなければならない。   

（抹消の申請）  

第百三十四条 登記が次の各号のいずれかに該当するときは、当事者は、その登記の抹消   

を申請することができる。   

一 幕二十四条第一号から第三号まで又は第五号に掲げる事由があること．   

ニ 登記された事項につき無効の原因があること。ただし、訴えをもってのみその無効  

を主張することができる場合を除く。  

2 第百三十二条第二項の規定は、前項第二号の場合に準用する。   

（職権抹消）  

第百主十五条 登記官は、登記が前条第一項各号のいずれかに該当することを発見したと   

きは、登記をした者に、一月をこえない一定の期間内に書面で異護を述べないときは登   

記を抹消すべき旨を通知しなければならない。  

2 登記官は、登記をした者の住所又は居所が知れないときは、前項の通知に代え官報で   

公告しなければならない。  

3 登記官は、官報のほか相当と認める新聞紙に同一の公告を掲載することができる。  

第百三十六条 登記官は、異議を述べた者があるときは、その異議につき決定をしなけれ   

ばならない。  

第百三十七条 登記官は、異議を述べた者がないとき、又は異議を却下したときは、登記   

を抹消しなければならない。  

第百三十八条 前三条の規定は、本店及び支店の所在地において登記すべき事項の登記に   

ついては、本店の所在地においてした登記にのみ適用する。ただし、支店の所在地にお   

ける登記のみにつき抹消の事由があるときは、この限りでない。  

2 前項本文の場合において、登記を抹消したときは、登記官は、遅滞なく、その旨を支   

店の所在地の登記所に通知しなければならない。  

3 前項の通知を受けたときは、登記官は、遅滞なく、登記を抹消しなければならない。   

（行政手続法の適用除外）  

幕百三十九条 登記官の処分については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第二章  
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及び第三章の規定は、適用しない。   

（行政機関の保有する情報の公開に関する法律の適用除外）  

第百四十条 登記簿及びその附属書類については、行政機関の保有する情報の公開に関す   

る法律（平成十一年法律第四十二号）の規定は、適用しない。   

（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の適用除外）  

第百四十一条 登記簿及びその附属書類に記録されている保有個人情報（行政機関の保有   

する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号）第二条第三項に規定す   

る保有個人情報をいう。）については、同法第四章の規定は、適用しない。   

（審査請求）  

第百四十二条 登記官の処分を不当とする者は、当該登記官を監督する法務局又は地方法   

務局の長に審査請求をすることができる。  

第百四十三条 審査請求は、登記官を経由してしなければならない。   

（審査請求事件の処理）  

第百四十四条 登記官は、審査請求を理由があると認めるときは、相当の処分をしなけれ   

ばならない。  

第百四十五条 登記官は、審査請求を理由がないと認めるときは、その請求の日から三日   

内に、意見を付して事件を第百四十二条の法務局又は地方法務局の長に送付しなければ   

ならない。  

第百四十六条 第百四十二条の法務局又は他方法務局の長は、審査請求を理由があると認   

めるときは、登記官に相当の処分を命じ、その旨を審査請求人のほか登記上の利害関係   

人に通知しなければならない。   

（行政不服審査法の適用除外）  

第百四十七条 登記官の処分に係る審査請求については、行政不服審査法（昭和三十七   

年法律第胃六十号）第十四条、第十七条、第二十四条、第二十五条第一項ただし書、   

第三十四条第二項から第七項まで、第三十七条第六項、第四十条第三項から第六項まで   

及び第四十三条の規定は、適用しない。   

（省令への委任）  

第百四十八条 この法律に定めるもののほか、登記簿の調製、登記申請書の様式及び添付   

書面その他この法律の施行に関し必要な事項は、法務省令で定める。  
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第八草 監督   

（決算関係書類等の提出）  

第九十二条の二 組合は、毎事業年度、事業年度の終了後三月以内に、決算関係書類及び   

事業報告書並びにこれらの附属明細書を行政庁に提出しなければならない。  

2 第三十一条の八第一項の規定により会計監査人の監査を要する組合が子会社等を有す   

る場合には、当該組合は、年事業年度、前項の書類のほか、当該組合及び当該子会社等   

の業務及び財産の状況を連結して記載した書類を作成し、行政庁に提出しなければなら   

ない。  

3 前二項の書類の記載事項その他必要な事項は、厚生労働省令で定める。   

（行政庁による報告の徴収）  

第九十三条 行政庁は、組合に法令、法令牢基づいてする行政庁の処分、定款若しくは規   

約を守らせるために必要があると認めるとき、又は組合の会計経理が著しく適正でない   

と認めるときは、組合からその業務又は会計の状況に閲し報告を徴することができる。  

第九十三粂の二 行政庁は、組合に関する行政を適正に処理するために、組合から、毎年   

一回を限り（共済を図る事業を行う組合にあっては、必要に応じ）、その組合員、役員、   

使用人、事業の分量その他組合の一般的状況に関して必要な報告を徹することができる。  

第九十三条の三 行政庁は、共済事業を行う組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、   

共済契約者等の保護を図るため必要があると認めるときは、当該組合に対し、その業務   

又は会計の状況に関し報告又は資料の提出を求めることができる。  

2 行政庁は、共済事業を行う組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共済契約者等   

の保護を図るため特に必要があると認めるときは、その必要の限度において、当該組合   

の子会社等又は当該組合から業務の委託を受けキ者に対し、当該組合の業務又は会計の   

状況に関し参考となるべき報告又は資料の提出．を求めることができる。  

3 組合の子会社等又は当該組合から業務の委託を受けた者は、正当な理由があるときは、   

前項の規定による報告又は資料の提出を拒むことができる。   

（行政庁による検査）  

第九十四条 組合員が、総組合員の十分の－以上の同意を得て、組合の業務又は会計が法   

令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款又は規約に違反する疑いがあることを理由   

として、検査を請求したときは、行政庁は、その組合の業務又は会計の状況を検査しな   

ければならない。  

2 行政庁は、組合に法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款若しくは規約を守ら   

せるために必要があると認めるとき、又は組合の会計経理が著しく適正でないと認める   

ときは、いつでも、その組合の業務又は会計の状況を検査することができる。  

3 行政庁は、共済事業を行う組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共済契約者等   

の保護を図るため必要があると認めるときは、いつでも、当該組合の業務又は会計の状  
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況を検査することができる。  

4 行政庁は、責任共済等の事業を行う組合の業務又は会計の状況につき、毎年一回を常   

例として検査をしなければならない。  

5 行政庁は、前各項の規定により共済事業を行う組合の業務又は会計の状況を検査する   

場合において特に必要があると認めるときは、その必要の限度において、当該組合の子   

会社等又は当該組合から業務の委託を受けた者の業務又は会計の状況を検査することが   

できる。  

6 前条第三項の規定は、前項の規定による子会社等又は当該組合から業務の委託を受け   

た者の検査について準用する。  

7 第一項から第五項までの規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯   

し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

8 第一項から第五項までの規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの   

と解してはならない。   

（共済事業等に係る監督上の処分）  

第九十四条の二 行政庁は、共済事業を行う組合の業務若しくは財産の状況に照らして、   

又は事情の変更により、共済事業を行う組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共   

済契約者等の保護を図るため必要があると認めるときは、当該組合に対し、その必要の   

限度において、定款若しくは規約に定めた事項の変更又は業務執行の方法の変更を命ず   

ることができる。  

2 行政庁は、共済事業を行う組合の業務若しくは財産又は共済事業を行う組合及びその   

子会社等の財産の状況に照らして、当該組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共   

済契約者等の保護を図るため必要があると認めるときは、当該組合に対し、措置を講ず   

べき事項及び期限を示して、経営の健全性を確保するための改善計画の提出を求め、若   

しくは提出された改善計画の変更を命じ、又はその必要の限度において、期限を付して   

当該組合の業務の全部若しくは一部の停止を命じ、若しくは財産の供託を命じ、若しく   

は財産の処分を挙止し、若しくは制限し、その他監督上必要な命令をすることができる。  

3 前項の規定による命令（改善計画の提出を求めることを含む。■）であって、共済事業   

を行う組合の共済金等の支払能力の充実の状況によって必要があると認めるときにする   

ものは、これらの組合の共済金等の支払能力の充実の状況に係る区分に応じ厚生労働省   

令で定めるものでなければならない。  

4 行政庁は、共済事業を行う組合の財産の状況が著しく悪化し、共済事業を継続するこ   

とが共済契約者等の保護の見地から適当でないと認めるときは、当該組合の第四十条第   

五項の認可を取り消すことができる。  

5 行政庁は、共済を図る事業を行う組合が法令若しくは法令に基づいてする行政庁の処   

分若しくは定款若しくは規約に定めた事項のうち特に重要なものに違反したとき、又は   

公益を害する行為をしたときは、当該組合の業務の全部若しくは一部の停止若しくは役   

員の解任を命じ、又は第四十条第五項若しくは第六項の認可を取り消すことができる。  

（法令等の違反に対する処分）  
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第九十五条 行政庁は、第九十三粂の規定により報告を徴し、又は第九十四条の規定によ   

る検査を行った場合において、当該組合が、次の各号のいずれかに該当すると認めると   

きは、当該組合に対し、期間を定めて、必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。   

－ その業務又は会計が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款若しくは規約  

に違反していること。   

二 正当な理由がなくて一年以上その事業を休止し、又は正当な理由がなくてその成立  

後一年以内にその事業を開始しないこと。   

三 第一号に掲げるもののほか、その会計経理が著しく適正でないこと。  

2．組合が前項の命令に従わないときは、行政庁は、当該組合に対し、その役員の解任を   

命じ、又は期間を定めて事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。  

3 行政庁は、組合の業務若しくは会計が法令若しくは法令に基づいてする行政庁の処分   

に違反し、又は組合が第一項第二号に掲げる事由に該当する場合において、 同項の命令   

をしたにもかかわらず、組合がこれに従わないときは、その組合の解散を命ずることが   

できる。   

（聴聞の方法の特例）  

第九十五条の二 前条第三項の規定による処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八   

号）第十五条第一項の通知は、聴聞の期日の二週間前までにしなければならない。  

2 前項の聴聞の主宰者は、行政手続法第十七条第一項の規定により当該処分に係る利害   

関係人が当該聴聞に関する手続に参加することを求めたときは、これを許可しなければ   

ならない。   

（行政庁による取消し）  

第九十六条 組合員が給組合員の十分の－以上の同意を得て、総会の招集手続、議決の方   

法又は選挙が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反することを理由と   

して、その議決又は選挙若しくは当選決定の日から一月以内に、その議決又は選挙若し   

くは当選の取消しを請求した場合において、行政庁は、その違反の事実があると認める   

ときは、その議決又は選挙若しくは当選を取り消すことができる。  

2 前項の規定による処分については、行政手続法第三章（第十二条及び第十四条を除く。）   

の規定は、適用しない。   

（行政庁への届出）  

第九十六条の二 共済事業を行う組合は、次の各号のいずれかに該当するときは、厚生労   

働省令で定めるところにより、その旨を行政庁に届け出なければならない。  

共済代理店の設置又は廃止をしようとするとき。  

共済計理人を選任したとき、又は共済計理人が退任したとき。  

子会社等を新たに有することとなったとき。  

子会社等が子会社等でなくなったとき。  

第五十三条の二第一項又は第二項の規定に，より説明書類の縦覧を開始したとき。  

その他厚生労働省令で定める場合に該当するとき。  

一
二
 
三
 
四
 
五
 
六
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（厚生労働省令への委任）  

第九十六条の三 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による認可、許可又は承   

認に関する申請の手続、書類の提出の手続その他この法律を実施するため必要な事項は、   

厚生労働省令で定める。   

（所管行政庁）  

第九十七条 この法律中「行政庁」とあるのは、地域又は職域が都道府県の区域を越える   

組合については厚生労働大臣、その他の組合については都道府県知事とする。   

（都道府県が処理する事務）  

第九十七条のこ この法律に規定する厚生労働大臣の権限に属する事務の一部は、政令で   

定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。   

（事務の区分）  

第九十七条の三 第五十条の四第二項（第五十条の十四第二項において準用する場合を含   

む。）の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二   

十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。   

（権限の委任）  

第九十七条の四 この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるとこ   

ろにより、地方厚生局長に委任することができる。  

2 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところに   

より、地方厚生支局長に委任することができる。  

第九葦 罰則  

第九十八条 組合の役員がいかなる名義をもってするを問わず、投機取引のために組合の   

財産を処分したときは、三年以下の懲役又は百万円以下の罰金（共済事業を行う組合の   

役員にあっては、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金）に処する。  

2 前項の罪を犯した者には、情状により、懲役及び罰金を併科することができる。  

3 第一項の規定は、刑法（明治四十年法律第四十五号）に正条がある場合には、適用し   

ない。  

第九十八条の二 第十二条の三第二項において準用する金融商品取引法（以下「準用金融   

商品取引法」という。）第三十九条第一項の規定に違反した者は、三年以下の懲役若し   

くは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

第九十八条の三 第五十三条の二第一項若しくは第二項の規定に違反してこれらの規定に  
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規定する書類を公衆の縦覧に供せず、若しくは同条第四項の規定に違反して当該規定に  

規定する電磁的記録に記録された情報を電磁的方法により不特定多数の者が提供を受け  

ることができる状態に置く措置として厚生労働省令で定めるものをとらず、又はこれら  

の規定に違反して、これらの書類若しくは電磁的記録に記載し、若しくは記録すべき事  

項を記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載をして公衆の縦覧に供し、若し  

くは虚偽の記録をした情報を電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けることがで  

きる状態に置く措置をとった者は、一年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。  

第九十八条の四 準用金融商品取引法第三十九条第二項の規定に違反した者は、一年以下   

の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

第九十八条の五 前条の場合において、犯人又は情を知った第三者が受けた財産上の利益   

は、没収する。その全部又は一部を没収することができないときは、その価額を追徴す   

る。  

第九十八粂の六 第十二条の二第三項において準用する保険業法第三百条第一項の規定に   

違反して、同項第一号から第三号までに掲げる行為をした者は、一年以下の懲役若しく   

は百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

第九十八条の七 被調査組合の役員若しくは使用人又はこれらの看であった者が第五十三   

条の十一第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に   

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、一年以下の懲役又は五十万円以下の   

罰金に処する。  

第九十八条の八 第五十三条の十二の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円   

以下の罰金に処する。  

第九十八条の九 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役若しくは五十万円   

以下の罰金に処し、又はこれを併科する。   

一 準用金融商品取引法第三十七条第一項（同項第二号を除く。）に規定する事項を表  

示せず、又は虚偽の表示をした者   

二 準用金融商品取引法第三十七粂第二項の規定に違反した者   

三 準用金融商品取引法第三十七条の三第一項（同項第二号及び第六号を除く。）の規  

定に違反して、書面を交付せず、又は同項に規定する事項を記載しない書面若しくは  

虚偽の記載をした書面を交付した者   

四 準用金融商品取引法第三十七粂の四第一項の規定による書面を交付せず、又は虚偽  

の記載をした書面を交付した者  

第九十九条 組合が第九十五条第二項の停止命令に違反して事業を行ったときは、その組   

合及び理事を五十万円以下の罰金に処する。  
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2 第九十三条若しくは第九十三条の三の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若   

しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は第九十四条の規定による検査を拒み、   

妨げ、若しくは忌避した者は、三十万円以下の罰金（共済事業を行う組合若しくはその   

子会社等又は共済代理店に係る報告若しくは資料の提出又は検査にあっては、一年以下   

の懲役又は三百万円以下の罰金）に処する。  

第九十九条の二 第二十六条第六項において準用する会社法第九百五十五条第一項の規定   

に違反して、調査記録簿等（同項に規定する調査記録簿等をいう。以下この条において   

同じ。）に同項に規定する電子公告調査に関し法務省令で定めるものを記載せず、若し   

くは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をし、又は同項の規定に違反して調査   

記録簿等を保存しなかった者は、三十万円以下の罰金に処する。  

第九十九条の三 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以   

下この項において同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業   

者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、   

行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各   

本条の罰金刑を科する。   

一一 第九十八条の二 三億円以下の罰金刑   

二 第九十八条の三 二億円以下の罰金刑   

三 第九十九条第二項 三十万円以下の罰金刑（共済事業を行う組合若しくはその子会  

社等又は共済代理店にあっては、二億円以下の罰金刑）   

四 第九十八条の四 一億円以下の罰金刑   

五 第九十八条の六、第九十八条の九又は前条 各本条の罰金刑  

2 前項の規定により法人でない団体を処罰する場合には、その代表者又は管理人がその   

訴訟行為につきその団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴   

訟に関する法律の規定を準用する。  

第九十九条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の過料に処する。   

－ 第二十六条第六項において準用する会社法第九百四十六条第三項の規定に違反し  

て、報告をせず、又は虚偽の報告をした者   

二 正当な理由がないのに、第二十六条六項において準用する会社法第九百五十一条第  

二項各号又は第九百五十五条第二項各号に掲げる請求を拒んだ者  

第百条 次に掲げる場合には、組合の理事若しくは監事、清算人又は会計監査人は、二十   

万円以下の過料に処する。   

－一  

この法律の規定に基づいて組合が行うことができる事業以外の事業を行ったとき。  

第十二条第三項の規定に違反したとき。  

第十五条の規定に違反したとき。  

第二十条第二項又は第三十三条第三項の規定に違反したとき。  

第二十五条の二第二項、第二十六条の五第一項、第三十条の七第一項若しくは第二  

二
 
三
 
四
 
五
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項、第三十一条の七第九項（第七十三条において準用する場合を含む。）若しくは第   

十項、第四十五条第二項若しくは第三項、第四十九条第一項（第五十条の二第四：頃、   

第六十八条第四】頁、第六十八条の二第六項及び第六十八条の三第四項において準用す   

る場合を含む。）、第五十三条の九第一項、第六十八粂第一項、第六十八条の二第一   

項若しくは第八項、第六十八条の三第一項又は第六十八条の四第七項の規定に違反し   

て、書類若しくは電磁的記録を備え置かず、その書類若しくは電磁的記録に記載し、   

若しくは記録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、又は虚偽の記載若しくは記   

録をしたとき。  

六 第二十五条の二第三項、第二十六条の五第二項、第三十条の七第三項、第三十一条   

の七第十一項、第三十二条第三項、第四十五条第四項、第四十九条第二項、第五十三   

条の九第二項、第六十八粂第二項、第六十八条の二第二項、第六＋八条の三第二項又   

は第六十八粂の四第八項の規定に違反して、正当な理由がないのに、書類若しくは電   

磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧若   

しくは謄写又は書類の謄本若しくは抄本の交付、電磁的記録に記録された事項を電磁   

的方法により提供すること若しくはその事項を記載した書面の交付を拒んだとき。  

七 第二十六条第六項において準用する会社法第九首四十一条の規定に違反して、同条   

の調査を求めなかったとき。  

八 第二十六条の三第一項、第二十六条の四、第五十粂の三、第五十条の四第一項、第   

五十粂の七から第五十条の九まで又は第五十粂の十四第一項の規定に違反したとき。  

九 第二十八条第四項の規定に違反して、同項に規定する者に該当する者を監事に選任   

しなかったとき。  

十 第二十八条第六項に規定する常勤の監事を定める手続をしなかったとき。  

十一 第二十九条の規定に違反したとき。  

十二 第三十条の三第三項において準用する会社法第三百四十三粂第二項の規定による   

請求があった場合において、その請求に係る事項を総会の目的とせず、又はその請求   

に係る議案を総会に提出しなかったとき。  

十三 第三十条の三第三項において準用する会社法第三百八十一条第二項若しくは第三   

百八十四条の規定又は第七十三粂において準用する同法第三百八十一条第二項、第三   

百八十四条若しくは第四百九十二条第一項の規定による調査を妨げたとき。  

十四 第三十条の五第三項、第三十一条の七第一項、第三十二条第一項、第四十五条第   

一項若しくは第五十六条第四項の規定又は第七十三粂において準用する会社法第四百   

九十二条第一項若しくは第五百七粂第一項に掲げる書類に記載すべき事項を記載せ   

ず、又は不正の記載をしたとき。  

十五 第三十丁粂（第七十三粂において準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。  

十六 第三十一条の二第一項（第七十三条において準用する場合を含む。）又は第三十   

一条の三第五項の規定による開示をすることを怠ったとき。  

十七 第三十一条の二第三項（第七十三条において準用する場合を含む。）の規定に違   

反して、理事会に報告せず、又は虚偽の報告をしたとき。  

十八 第三十一条の八第三項又は第三十一条の九第二項において準用する会社法第三百   

四十条第三項の規定により報告するに当たり、総会に対し、虚偽の申述を行い、又は  
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事実を隠ぺいしたとき。  

十九 第三十一条の八第三項において準用する会社法第三百四十四条第二項の規定によ   

る請求があった場合において、その請求に係る事項を総会の目的とせず、又はその請   

求に係る議案を総会に提出しなかったとき。  

二十 第三十一条の八第三項において準用する会社法第三百九十六条第二項の規定に違   

反して、正当な理由がないのに、書面又は電磁的記録に記録された事項を厚生労働省   

令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写を拒んだとき。  

二十一 第三十一条の八第三項において準用する会社法第三百九十八条第二項の規定に   

より意見を述べるに当たり、通常総会に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺい   

したとき。  

二十二 第三十一条の九第一項の規定に違反したとき。  

二十三 第三十四条の規定、第三十五条第二項若しくは第三十六条第二項（これらの規   

定を第三十三条第四項及び第七十三条において準用する場合を含む。）又は第四十七   

条の二第二項若しくは第四項の規定に違反したとき。  

二十四 第四十条第八項、第六十四条第二項又は第九十六条のこの規定に違反して、届   

出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。  

二十五 第四十三条（第七十三条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、   

正当な理由がないのに、説明をしなかったとき。  

二十六 第四十七条の二第一項、第五十三条の八第二項、第五十三条の十四第一項又は   

第五十三条の十五第二項の規定に違反して、通知することを怠り、又は不正の通知を   

したとき。  

二十七 第四十九条又は第四十九条の二第二項（これらの規定を第五十条の二第四項、   

第六十八条第四項、第六十八条の二第六項及び第六十八条の三第四項において準用す   

る場合を含む。）の規定に違反して、出資一口の金額を減少し、共済事業の全部若し   

くは一部を譲渡し、共済事業に係る財産を移転し、又は合併したとき。  

二十八 第四十九条第三項（第五十条の二第四項、第六十八条第四項、第六十八条の二   

第六項及び第六十八条の三第四項において準用する場合を含む。）、第五十三条の十   

四第一項若しくは第五十三条の十五第一項の規定又は第七十三条において準用する会   

社法第四百九十九条第一項の規定による公告を怠り、又は不正の公告をしたとき。  

二十九 第五十条の十一第一項の規定に違反して、共済計理人の選任手続をせず、又は   

同条第二項の厚生労働省令で定める要件に該当する看でない者を共済計理人に選任し   

たとき。  

三十 第五十条の十三、第五十三条の五又は第九十四条の二第「項若しくは第二項の規   

定による命令（改善計画の提出を求めることを含む。）に違反したとき。  

三十一 第五十一条の四又は第五十二条の規定に違反したとき。  

三十二 第五十三条の八第二項の規定に違反して、総会を招集しなかったとき。  

三十三 第五十三条の十四第二項の規定による付記をせず、又は虚偽の付記をしたとき。  

三十四 第五十三条の十四第三項の規定に違反したとき。  

三十五 第五十三条の十六第一項の規定に違反して、同項に規定する子会社対象会社以   

外の第五十三条の十七第一項に規定する特定会社を子会社としたとき。  
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三十六 第五十三条の十七第一項若しくは第二項ただし書（第五十三条の十九第二項に   

おいて準用する場合を含む。）又は第五十三条の十九第一項の規定に違反したとき。  

三十七 第五十三条の十七第三項又は第五項（これらの規定を第五十三条の十九第二項   

において準用する場合を含む。）の規定により付した条件に違反したとき。  

三十八 第五十三条の十八第一項の規定に違反して、同項に規定する子会社対象会社以   

外の会社を子会社としたとき。   

三十九 第七十三条において準用する会社法第四百八十四条第一項の規定に違反して、   

破産手続開始の申立てを怠ったとき。  

四十 清算の結了を遅延させる目的で、第七十三条において準用する会社法第四百九十   

九条第一項の期間を不当に定めたとき。 く   

四十一 第七十三条において準用する会社法第五首粂第一項の規定に違反して、債務の   

弁済をしたとき。   

四十二 第七十三条において準用する会社法第五首二条の規定に違反して、組合の財産  

を分配したとき。   

四十三 第九十二条の二第一項又は第二項の規定に違反して、書類を提出せず、又は虚   

偽の書類を提出したとき。   

四十四 第九十三条のこの規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。   

四十五 この法律の規定による登記をすることを怠ったとき。  

2 共済調査人が、第五十三条の十第二項の期限までに調査の結果の報告をしないときも、   

前項と同様とする。  

3 会社法第九百七十六条に規定する者が、第三十条の三第三項において準用する同法第   

三百八十一条第三項の規定による調査を妨げたときも、第一項と同様とする。  

第百条の二 組合の理事であって第十二条第六項の規定による命令に違反した者は、二十   

万円以下の過料に処する。  

第百条の三 共済代理店が、第十二条の二第三項において準用する保険業法第三百五条の   

規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出を   

し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同条の規定   

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項において準用する同法第三百六条   

若しくは第三百七条第一項の規定による命令に違反したときは、二十万円以下の過料に   

処する。  
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